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〇 ＤＶとは 

「ドメスティック・バイオレンス」とは英語の「domestic violence」をカタカナで表記したものです。

略して「DV」と呼ばれることもあります。 

「ドメスティック・バイオレンス」の用語については、明確な定義はありませんが、日本では「配偶者や

恋人など親密な関係にある、又はあった者から振るわれる暴力」という意味で使用されることが多いで

す。また、交際相手との間に起こる暴力のことを「デートＤＶ」と呼んでいます。 

このことから、配偶者からの暴力を防止し、被害者の保護等を図ることを目的として制定された「配

偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」は、「DV防止法」と呼ばれることもありま

す。 

 

〇 問題の重要性 

配偶者暴力防止法においては、被害者を女性には限定していません。しかし、配偶者からの暴力の

被害者は、多くの場合女性です。配偶者からの暴力などの女性に対する暴力は、女性の人権を著しく侵

害する重大な問題です。 

また、暴力の原因としては、夫が妻に暴力を振るうのはある程度は仕方がないといった社会通念、妻

に収入がない場合が多いといった男女の経済的格差など、個人の問題として片付けられないような構

造的問題も大きく関係しています。男女が社会の対等なパートナーとして様々な分野で活躍するために

は、その前提として、女性に対する暴力は絶対にあってはならないことなのです。 

 

（内閣府「配偶者からの暴力被害者支援情報」より一部引用） 

 

「ドメスティック・バイオレンス」とは 



Ⅰ 計画策定に当たって 

 

１ 策定の趣旨 

女性に対する福祉的な支援のための施策は、昭和３１年に制定された売春防止法を法

的根拠とし、「性行又は環境に照らして売春を行うおそれのある女子（要保護女子）」の「保

護更生」を目的に行われてきましたが、社会経済状況や婚姻に関する意識、家族関係等の

変化により、女性への支援ニーズが多様化しているにも関わらず、そのような変化に対応

するための法改正は行われないままとなっていました。 

このような中、令和４年に困難な問題を抱える女性への支援に関する根拠法を「売春防

止法」から「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律（令和４年法律第５２号。以

下「困難女性支援法」という。）」に移行するための法整備が行われ、令和６年４月から施

行されることとなり、困難な問題に直面している女性の人権擁護、福祉の増進及び自立支

援等の新たな枠組みが構築されることになりました。 

これに伴い都道府県は、女性支援事業の中核的な役割を果たし困難女性支援施策の実

施に関する基本的な計画を策定しなければならないこととされました。 

また、平成１３年に成立した「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法

律（以下「ＤＶ防止法」という。）」はＤＶの防止と被害者の保護を目的に制定され、婦人

保護事業の根拠法のひとつとされました。平成１６年に法改正された際には、都道府県に

配偶者からの暴力防止や被害者の自立支援及び適切な保護に関し責務があると明確

化され、同時に基本計画の策定が義務付けられました。 

これに基づき県では、平成１８年に「宮城県配偶者からの暴力の防止及び被害者の支

援に関する基本計画」を策定しＤＶ被害者の相談や保護、自立の支援などに取り組み、

これまで 5次にわたる改定を行ってまいりました。 

その後、ＤＶ防止法は、令和５年に改正され令和６年４月から施行されることとなり、

合わせて都道府県計画の指針となる国の基本方針が新たに示されたことから、現行の「宮

城県配偶者からの暴力の防止及び被害者の支援等に関する基本計画（第６次計画）」の見

直しも必要となりました。 

これらを踏まえ、本計画は、社会情勢の変化等に則した県全体の困難な問題を抱える女

性及び男性等も含むＤＶ被害者に対する支援の充実並びにＤＶ防止対策を推進するため、

関連が深い「困難女性支援法に基づき策定が求められる都道府県基本計画」と「ＤＶ防止

法に基づき策定が求められる都道府県基本計画」を合わせて「宮城県困難な問題を抱える

女性及びＤＶ被害者への支援並びにＤＶ防止等に関する基本計画」として一体型で策定

するものです。 

 

２ 計画の位置付け 

困難女性支援法第８条により、県が策定する基本計画となります。 

また、ＤＶ防止法第２条の３により、県が策定する基本計画となります。 

なお、平成１８年３月に策定し、平成３０年３月に改定した「宮城県配偶者からの暴力

の防止及び被害者の支援等に関する基本計画（第６次計画）」の後継計画としても位置付
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けられます。 

この計画に基づき、県、市町村、関係機関及び地域社会などが困難な問題を抱える女性

及びＤＶ被害者への自立支援等を行うとともに、ＤＶを容認しない社会の実現に向けて

積極的に普及・啓発を行い、ＤＶ防止の取り組みを進めます。 

 

３ 策定のポイント 

（１）困難女性支援法に基づく支援対象者の意見を尊重した支援の実施 

支援対象者が自らの意思を尊重されながら、置かれた状況に応じて、きめ細やかで寄

り添いつながり続ける支援を受けることにより、自立して暮らすことができる社会を

実現 

（２）行政機関・民間団体等との連携・協働 

①行政機関と民間団体が、双方の特色を尊重し補完しあいながら、対等な立場での協働 

②地方公共団体相互間や女性支援を行う機関と他の施策に関連する機関との緊密な連

携 

（３）困難女性支援法及びＤＶ防止法に基づく法定協議会の設置 

   困難な問題を抱える女性への支援を適切かつ円滑に行うこと及び配偶者からの暴力

の防止及び被害者の保護を図るため、関係機関、関係団体、配偶者からの暴力の防止及

び被害者の保護に関連する職務に従事する者その他の関係者により構成される協議会

を設置 

 

４ 計画期間 

本基本計画の期間は、令和６年度から令和１０年度までの５年間とします。 

なお、今後、困難女性支援法第７条の規定による国の「困難な問題を抱える女性への支

援のための施策に関する基本的な方針」や、ＤＶ防止法第２条の２の規定による国の「配

偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等のための施策に関する基本方針」が見直され

た場合又は基本計画に盛り込むべき事項が生じた場合など、施策の実施状況を勘案しな

がら、必要に応じて見直すこととします。 

 

５ 計画の対象 

本基本計画においては、困難な問題を抱える女性並びに配偶者（事実婚、元配偶者を含

む）からの暴力及び生活の本拠を共にする交際相手（元生活の本拠を共にする交際相手を

含む）からの暴力による被害者（男性等を含む）を対象とし、基本理念に基づき各種施策

を推進することとします。 

なお、この場合の暴力には、身体的暴力だけでなく、精神的、性的暴力等も含まれます。 

 

６ 持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）との関係 

平成２７（２０１５）年の国連サミットで採択された持続可能な開発目標（Ｓｕｓｔａｉｎａｂｌｅ 

Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ Ｇｏａｌｓ：ＳＤＧｓ）は、２０３０年を目標年度とし、「誰一人取り残さない」

持続可能な世界の実現に向け、貧困の撲滅や教育の充実、ジェンダー平等といった１７の

ゴールと１６９のターゲット（ゴールごとの詳細な方向性）から構成される「世界共通の目標」
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です。 

令和３（２０２１）年度から１０年間の県政運営の基本的な指針である「新・宮城の将来ビ

ジョン」では、ＳＤＧｓの内容を理念や施策に反映し、取組を進めていくこととしています。 

「誰一人取り残さない」というＳＤＧｓの理念は、ＤＶ対策を進める上でも共通するもの

であり、ゴール５「ジェンダー平等を実現しよう」をはじめとした多くのゴールが関連してい

ます。 

「誰一人取り残さない」持続可能な世界の実現に向けて、ＳＤＧｓを共通目標としながら、

本基本計画の基本理念である「困難な問題を抱える女性及びＤＶ被害者の人権擁護並

びに男女が共に理解し合える社会」及び「女性が安心し自立して暮らせる社会」並びに

「配偶者からの暴力等を容認しない社会」の実現のための取組を推進します。 
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＜参考＞ 
ＳＤＧｓの１７のゴールと１６９のターゲットのうち、困難な問題を抱える女性への支援及びDV
被害者支援並びにＤＶ防止対策と関連のある主なもの 

ゴール ターゲット 

 

目標５ ジェンダー平等を達成し、すべての女性・少女のエンパワーメントを行
う。 
 
５．１ あらゆる場所で、すべての女性・少女に対するあらゆる形態の差別を

なくす。 
５．２ 人身売買や性的・その他の搾取を含め、公的・私的な場で、すべての

女性・  少女に対するあらゆる形態の暴力をなくす。 
５．３ 児童婚、早期結婚、強制結婚、女性性器切除など、あらゆる有害な慣

行をなくす。 
５．４ 公共サービス、インフラ、社会保障政策の提供や、各国の状況に応じ

た世帯・家族内での責任分担を通じて、無報酬の育児・介護や家事労
働を認識し評価する。  

５．６ 国際人口開発会議（ＩＣＰＤ）の行動計画と、北京行動綱領およびその
検証会議の成果文書への合意にもとづき、性と生殖に関する健康と権
利をだれもが手に入れられるようにする。 

５．ｃ ジェンダー平等の促進と、すべての女性・少女のあらゆるレベルにおけ
るエンパワーメントのため、適正な政策や拘束力のある法律を導入し
強化する。 

 

目標１６ 持続可能な開発のための平和でだれをも受け入れる社会を促進し、
すべての人々が司法を利用できるようにし、あらゆるレベルにおいて効
果的で説明責任がありだれも排除しないしくみを構築する。 

 
 １６．２ 子どもに対する虐待、搾取、人身売買、あらゆる形態の暴力、そして

子どもの拷問をなくす。 

 目標１７ 持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナー
シップを活性化する。 

 
 １7．17 さまざまなパートナーシップの経験や資源戦略にもとづき、効果的な

公的、官民、市民社会のパートナーシップを奨励し、推進する。 

※日本語訳は「ＳＤＧｓとターゲット新訳」制作委員会の「ＳＤＧｓとターゲット新訳」より 
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〇 法律のポイント 

女性をめぐる課題は生活困窮、性暴力・性犯罪被害、家庭関係破綻など複雑化、多様化、複合化し

ており、コロナ禍によりこうした課題が顕在化し、「孤独・孤立対策」といった視点も含めて、新たな女性

支援強化が喫緊の課題となっていました。 

こうした中、困難な問題を抱える女性支援の根拠法を「売春をなすおそれのある女子の保護更生」

を目的とする売春防止法から脱却させ、困難な問題を抱える女性への支援に関する法律とすることに

より、先駆的な女性支援を実施する「民間団体の協働」といった視点も取り入れた新たな支援の枠組

みが構築されました。 

 

〇 基本理念（法第３条） 

① 困難な問題を抱える女性が、それぞれの意思が尊重されながら、抱えている問題及びその背

景、心身の状況等に応じた最適な支援を受けられるようにすることにより、その福祉が増進されるよ

う、その発見、相談、心身の健康の回復のための援助、自立して生活するための援助等の多様な支

援を包括的に提供する体制を整備すること。 

② 困難な問題を抱える女性への支援が、関係機関及び民間の団体の協働により、早期から切れ目

なく実施されるようにすること。 

③ 人権の擁護を図るとともに、男女平等の実現に資することを旨とすること。 

 

〇 名称の変更 

困難な問題を抱える女性への支援に関する法律の施行に伴い、女性を支援する各種名称が変わ

りました。 

（名称変更） 

新法 

該当箇所 
売春防止法（旧根拠法） 

困難な問題を抱える女性への

支援に関する法律（新根拠法） 
宮城県の該当施設・名称 

第９条 婦人相談所 女性相談支援センター 宮城県女性相談支援センター 

第１１条 婦人相談員 女性相談支援員 女性相談支援員 

第１２条 婦人保護施設 女性自立支援施設 宮城県コスモスハウス 

 

 

 

 

 

困難な問題を抱える女性への支援に関する法律（令和６年４月１日施行） 
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Ⅱ 困難な問題を抱える女性及びＤＶの現状 

１ 全国及び宮城県の困難な問題を抱える女性の現状 

（１）女性相談件数 

全国の女性相談支援員（旧婦人相談員）が受理した女性相談件数（男性からの相談を含まない）

は、３０万件から３２万件台で推移しています。宮城県内の女性相談支援員が受理した女性相談件数

（男性からの相談を含まない）は、3，０００件前後で推移しており、全国及び宮城県ともに令和３年度

以降、減少傾向にあります。 

一方、配偶者暴力相談支援センターや民間団体と連携した SNS相談事業などの相談窓口が受理

した相談件数を合わせると、4，０００件前後で推移しており横ばいの傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

304,353 
318,264 311,556 

326,883 
310,302 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度

女性相談支援員が受理した全国の女性相談件数 

（平成 29年度～令和 3年度） 

 

（資料出所：福祉行政報告例（婦人保護関係）） 

） 女性相談支援員が受理した宮城県の女性相談件数 

（平成 29年度～令和４年度） 

 

（資料出所：福祉行政報告例（婦人保護関係）） 

） 
※県内の女性相談支援員が対応した相談件数 

【参考】宮城県内の相談件数 

（平成 29年度～令和４年度） 

 

※県内の女性相談支援員、配偶者暴力相談支援センター（仙台市・石巻市）、夜間・休日

DV電話相談事業、民間団体と連携する SNS相談事業で受理した相談の合計件数 

（件） 

（件） 

（件） 
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23.6%

29.4%

24.5%

22.9%

2.3%

13.2%

0.3%

8.3%

0.0%

6.4%

1.2%

住宅・帰住地問題

2.3%

48.1%

その他

17.5%

夜間休日DV電話

相談

女性相談支援員

（2）主訴別相談件数 

令和４年度に宮城県の女性相談支援員が受けた相談（男性からの相談を含む）の主訴は、夫等から

の暴力問題が全体の約３分の１（２９．４％）を占めており、離婚問題の１３．２％と合わせると、相談の４

割以上は夫婦間の悩みとなっています。また相談窓口別では、夜間休日ＤＶ電話相談について「その

他」が約半数（４８．１％）を占めており、その内訳は人間関係や交際相手からの暴力が多くなっていま

す。 

 

 

 

  
夫等からの

暴力問題 
家庭問題 離婚問題 経済問題 

妊娠・ 

出産問題 

住宅・ 

帰住地問題 
その他 計 

H30年度 862(28.5) 684(22.6) 511(16.8) 201(6.6) 228(7.5) 83(2.7) 464(15.3) 3,033 

R1 年度 795(27.7) 586(20.5) 484(16.9) 209(7.3) 157(5.5) 54(1.9) 578(20.2) 2,863 

R2 年度 1044(32.8) 607(19.1) 459(14.4) 280(8.8) 141(4.4) 51(1.6) 603(18.9) 3,185 

R3 年度 928(31.3) 620(21.0) 364(12.3) 234(7.9) 166(5.6) 73(2.5) 574(19.4) 2,959 

R4 年度 787(29.4) 614(22.9) 352(13.2) 223(8.3) 171(6.4) 62(2.3) 467(17.5) 2,676 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

夫等からの暴力問題

787 件(29.4%)

家庭問題

614 件(22.9%)離婚問題

352 件(13.2%)

経済問題

223 件(8.3%)

妊娠・出産問題

171 件(6.4%)

住宅・帰住地問題

62 件(2.3%)

その他

467 件(17.5%)

宮城県主訴別相談件数 

（平成 30年度～令和 4年度） 

 

宮城県主訴別相談件数 

（令和 4年度） 

 

（単位：人 （）内％） 

【参考】宮城県相談窓口別主訴割合 

（令和 4年度） 

 

家庭問題 経済問題 
妊娠・ 
出産問題 夫等からの暴力問題 離婚問題 
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18歳未満

6 件(0.2%)
18歳以上20歳未満

43 件(1.6%)

20歳代

397 件

(14.8%)

30歳代

609 件

(22.8%)
40歳代

512 件

(19.1%)

50歳代

246 件(9.2%)

60歳以上

219 件(8.2%)

不明

644 件

(24.1%)

3.7%

0.6%

20歳未満1.8%

13.5%

4.4%

14.8%

32.6%

12.2%

22.8%

25.3%

43.7%

19.1%

13.5%

11.7%

9.2%

6.1%

23.6%

8.2%

5.3%

3.8%

24.1%

SNS相談

夜間休日DV電話

相談

女性相談支援員

（３）年齢別相談件数 

令和４年度に宮城県の女性相談支援員が受けた相談（男性からの相談を含む）における年齢の内

訳は、３０歳代が２２．８％で最も多く、次いで４０歳代の１９．１％、２０歳代の１４．８％の順となっていま

す。２０歳未満の相談件数は１．８％と少ない割合となっていますが、適切な相談窓口へ繋がることが出

来ていない可能性もあり、若年層に対する相談体制の支援施策が必要です。なお、相談窓口別では、

SNS相談窓口について３０歳代までの相談が最も多く寄せられています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  
18歳 

未満 

18歳以上 

20歳未満 
20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳以上 不明 計 

H30年度 15(0.5) 45(1.5) 439(14.4) 686(22.6) 448(14.8) 188(6.2) 229(7.6) 983(32.4) 3,033 

R1年度 18(0.6) 51(1.8) 444(15.5) 593(20.7) 512(17.9) 179(6.3) 224(7.8) 842(29.4) 2,863 

R2年度 7(0.2) 57(1.8) 484(15.2) 699(22.0) 606(19.0) 230(7.2) 266(8.4) 836(26.2) 3,185 

R3年度 12(0.4) 50(1.7) 420(14.2) 653(22.0) 511(17.3) 233(7.9) 235(7.9) 845(28.6) 2,959 

R4年度 6(0.2) 43(1.6) 397(14.8) 609(22.8) 512(19.1) 246(9.2) 219(8.2) 644(24.1) 2,676 

宮城県年齢別相談件数 

（令和 4年度） 

 

宮城県年齢別相談件数 

（平成 30年度～令和 4年度） 

 

 

（単位：人 （）内％） 

【参考】宮城県相談窓口別年齢割合 

（令和 4年度） 

 

20 歳代 30 歳代 40 歳代 50 歳代 60 歳以上 不明 
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31,956 
33,901 

32,403 32,281 32,914 
34,541 

38,366 

34,265 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

H26年度H27年度H28年度H29年度H30年度 R1年度 R2年度 R3年度

2,257 2,227 2,201 
2,294 

2,380 2,386 2,339 

1,800 

107 114 90 132 155 167 126 159 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

H27年 H28年 H29年 H30年 R1年 R2年 R3年 R4年

DV相談件数 検挙件数

２ 全国及び宮城県のDV相談に関する現状 

（１）ＤＶ相談件数 

全国の女性相談支援員が受理した相談件数のうち主訴が「夫等からの暴力問題」によるものは、

令和２年度を除き、３３，０００件前後で推移し、横ばいの傾向となっています。 

宮城県内の女性相談支援員が受理したＤＶ相談件数は、令和２年度が最も多く、令和３年度以降

は減少傾向にあります。また、宮城県内の警察への相談件数は令和４年度を除き、2，３００件前後で

推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,006 989 

840 828 
862 

795 

1,044 

928 

787 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

H26年度H27年度H28年度H29年度H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度

（資料出所：厚生労働省家庭福祉課調べ） 

全国のＤＶ相談件数 

（平成 2６年度～令和３年度） 

 

警察のDV相談件数及び検挙件数（宮城県） 

（平成２７年～令和 4年） 

※検挙件数：他法令検挙を含む 

宮城県のＤＶ相談件数 

（平成 26年度～令和 4年度） 

※県内の女性相談支援員が対応した相談件数 
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952 
1,265 

1,619 

2,063 2,138 
453 

671 

710 

869 
964 

365 

391 

318 

529 
579 

25 

28 

27 

36 

35 

1,795 

2,355 

2,674 

3,497 

3,716 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度

心理的虐待 身体的虐待 ネグレクト 性的虐待

（２）面前ＤＶ（児童虐待）件数 

   子どもの見ている前で夫婦間で暴力を振るうこと（面前ＤＶ）は、心理的な児童虐待と定義されて

います。児童虐待対応件数は増加傾向にあり、中でも面前ＤＶを含む心理的虐待の占める割合は

全体の約 6 割（57.5％）を占めています。また、心理的虐待のうち面前ＤＶの占める割合は７割

（69.9%）を占めています。 

子どもはＤＶを目撃したことにより、心に大きな傷を負い、成長過程において深刻な影響が懸念さ

れることから、児童虐待の早期発見と安全確保、心のケアの充実を図るとともに、ＤＶ被害者とその

子どもに対する包括的な支援施策の充実が必要です。 

 

 

 

 

  

身体的虐待

25.9％

（964 件）

ネグレクト

15.6％

（579 件）

性的虐待

0.9％

（35 件）

面前ＤＶ

69.9％

（1,495 件）

その他

30.1％

（643 件）

心理的虐待

57.5％

（2,138 件）

身体的虐待 ネグレクト 性的虐待 面前DV その他

児童虐待対応件数（宮城県内合計） 

（平成 30年度～令和 4年度） （件） 

心理的虐待と面前ＤＶ（宮城県内合計） 

（令和４年度） 

資料出所：福祉行政報告例 

（県児童相談所・仙台市児童相談所） 

 

資料出所：福祉行政報告例 

（県児童相談所・仙台市児童相談所） 
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30.3%
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0.9%
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（306件）

心理的虐待

52.4%
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身体的虐待

30.3%

（464件）

ネグレクト

16.4%

（308 件）

性的虐待

1.0％

（20 件）

面前DV

73.5%

（936 件）

その他

26.5%

（337 件）

心理的虐待

61.6%

（1,273 件）

（件） 

【参考】児童虐待対応件数（県・仙台市児童相談所） 

（平成 30年度～令和 4年度） 

資料出所：福祉行政報告例 

（県児童相談所・仙台市児童相談所） 

心理的虐待と面前ＤＶ（県児相） 

（令和４年度） 

資料出所：福祉行政報告例（県児童相談所分） 

心理的虐待と面前ＤＶ（仙台市児相） 

（令和４年度） 

資料出所：福祉行政報告例（仙台市児童相談所分） 
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3 全国及び宮城県の女性相談支援センター（旧婦人相談所）における一時保護に関する現状 

（１）一時保護件数 

 全国及び宮城県の一時保護件数は、ともに減少傾向にありますが、宮城県においては官民連携に

より民間シェルターでの保護を実施しており、近年は増加傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（人） 
一時保護者数及び同伴児数（全国及び宮城県） 

（平成２８年度～令和 4年度） 

保
護
さ
れ
た
女
性 

同
伴
児 

（人） 

【参考】県と連携する民間シェルターを含めた保護件数（宮城県） 

（平成 30年度～令和 4年度） 
（件） 
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夫等からの暴力問題

27 件(67.5%)

家庭問題

7 件(17.5%)

住宅・帰住地問題

1 件（2.5%)

その他

5 件(12.5%)

18歳以上20歳未満

4 件(10.0%)

20歳代

10 件

(25.0%)

30歳代

8 件(20.0%)
40歳代

10 件(25.0%)

50歳代

5 件(12.5%)

60歳以上

3 件(7.5%)

（2）主訴別・年齢別一時保護件数 

令和４年度の宮城県における一時保護の理由は、夫等からの暴力問題が全体の約 7 割（67．5％）

を占めています。 

年齢の内訳は、２０歳代から４０歳代までが約７割（67.5％）を占めており、全体の約半数（55.0％）

が子どもを同伴しているなど、困難を抱える女性は、子どもを持つ年代が多い状況にあります。 

なお、困難な問題を抱える女性と共に保護された児童に対しては、面前ＤＶを含む虐待などに対す

る心理的ケアや一時保護期間中の保育・学習支援等、適切な対応が必要とされます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
夫等からの 

暴力問題 
家庭問題 

住宅・ 

帰住地問題 
経済問題 その他 計 

H30年度 43(75.4) 5( 8.8) 7(12.3) 0(0.0) 2( 3.5) 57 

R1年度 23(65.7) 1( 2.9) 11(31.4) 0(0.0) 0( 0.0) 35 

R2年度 27(69.3) 5(12.8) 5(12.8) 0(0.0) 2( 5.1) 39 

R3年度 26(70.3) 7(18.9) 3( 8.1) 0(0.0) 1( 2.7) 37 

R4年度 27(67.5) 7(17.5) 1( 2.5) 0(0.0) 5(12.5) 40 

  
18歳以上 

20歳未満 
20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳以上 計 

H30年度 2( 3.5) 23(40.3) 16(28.1) 5( 8.8) 6(10.5) 5( 8.8) 57 

R1年度 2( 5.7) 9(25.7) 11(31.4) 5(14.3) 4(11.5) 4(11.4) 35 

R2年度 2( 5.1) 5(12.8) 14(35.9) 9(23.1) 4(10.3) 5(12.8) 39 

R3年度 5(13.5) 7(18.9) 9(24.3) 9(24.4) 2( 5.4) 5(13.5) 37 

R4年度 4(10.0) 10(25.0) 8(20.0) 10(25.0) 5(12.5) 3( 7.5) 40 

一時保護者（４０人）の主訴別状況（宮城県） 

（令和４年度） 

一時保護者の主訴別状況（宮城県） 

（平成 30年度～令和４年度） 

一時保護者の年齢別状況（宮城県） 

（平成３０年度～令和４年度） （単位：人 （）内％） 

（単位：人 （）内％） 

一時保護者（４０人）の年齢別状況（宮城県） 

（令和４年度） 
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単身

18 人(45.0%)

同伴家族あり

22 人(55.0%)

女性自立支援施設

への入所

16人(40.0%)

帰郷（実家・親戚宅等）

6人(15.0%)

帰宅

2人(5.0%)

母子生活支援施設

への入所

6人(15.0%)

その他

10人(25.0%)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）一時保護後の状況 

   一時保護後の退所先は、女性自立支援施設（旧婦人保護施設）への入所が 40．0％で最も多く、

一時保護後も引き続き自立への支援を必要としているケースが多いことから、心身のケア、住居の

確保、経済的基盤の確立など、様々な課題解決に向けた支援の充実が求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 

単身 23(40.4) 16(45.7) 22(56.4) 24(64.9) 18(45.0) 

同伴家族あり 34(59.6) 19(54.3) 17(43.6) 13(35.1) 22(55.0) 

計 57 35 39 37 40 

  
女性自立支援

施設への入所 

帰郷（実家・

親戚宅等） 
帰宅 

母子生活支援

施設への入所 
その他 計 

H30年度 20(32.8) 14(22.9) 7(11.5) 8(13.1) 12(19.7) 61 

R1年度 9(23.1) 7(17.9) 6(15.4) 4(10.3) 13(33.3) 39 

R2年度 16(40.0) 4(10.0) 7(17.5) 4(10.0) 9(22.5) 40 

R3年度 14(36.8) 3( 7.9) 7(18.4) 2( 5.3) 12(31.6) 38 

R4年度 16(40.0) 6(15.0) 2( 5.0) 6(15.0) 10(25.0) 40 

一時保護後の状況（宮城県） 

（令和４年度） 

一時保護者（４０人）の単身・同伴家族あり別割合（宮城県） 

（令和４年度） 

一時保護者の単身・同伴家族あり別割合（宮城県） 

（平成３０年度～令和４年度） 

一時保護後の状況（宮城県） 

（平成３０年度～令和４年度） 

（単位：人 （）内％） 

（単位：人 （）内％） 
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※

１

女性相談センター 警察

（４）保護命令件数 

  保護命令件数は、全国及び宮城県ともに減少傾向にありますが、引き続き裁判所等と連携し、制

度に関する情報提供や申立手続きに関する助言・指導のほか、保護命令発令後の被害者に対する防

犯指導を行い、被害者の安全確保に努める必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※１全国件数：配偶者暴力防止法に基づく保護命令事件の既済件数 

（最高裁判所提供の資料により作成 取り下げなど、却下含む） 

※２女相セ：女性相談センターから地方裁判所への書面提出件数 

※３警察：警察における保護命令発令件数 

 

保護命令件数（全国及び宮城県） 

（平成 30年度～令和 4年度） （件） （件） 
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夫等からの暴力

56.3％

（9人）

親からの暴力

12.5％

（2人）
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暴力

6.2%
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入所者 同伴児

４ 宮城県の女性自立支援施設における入所に関する現状 

 宮城県の女性自立支援施設の入所者数は、令和元年度を除いてほぼ横ばいとなっています。 

入所理由で最も多い主訴は夫等からの暴力（56.3％）であり、親からの暴力、その他親族からの暴

力、交際相手からの暴力を合わせると、９割以上が暴力による入所となります。 

また、退所先は自立が 46.1％と一番多いものの、女性自立支援施設への入所期間は２月以上３月

未満（38.4％）が最も多く、女性自立支援施設退所後も母子生活支援施設へ入所する支援対象者も

いることから、退所後のアフターケアを見据えた中長期的な支援が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
夫等から 

の暴力 

親から 

の暴力 

その他親族

からの暴力 

交際相手 

からの暴力 

帰住先

無し 
その他 計 

H30年度 12(60.0) 1( 5.0) 0( 0.0) 1( 5.0) 5(25.0) 1(5.0) 20 

R1年度 5(55.6) 0( 0.0) 0( 0.0) 0( 0.0) 4(44.4) 0(0.0) 9 

R2年度 12(75.0) 0( 0.0) 2(12.5) 1( 6.3) 1( 6.2) 0(0.0) 16 

R3年度 7(53.8) 0( 0.0) 0( 0.0) 4(30.8) 2(15.4) 0(0.0) 13 

R4年度 9(56.3) 2(12.5) 1( 6.2) 3(18.7) 0( 0.0) 1(6.3) 16 

女性自立支援施設入所者数（宮城県） 

（平成 30年度～令和 4年度） 
（人） 

女性自立支援施設の主訴別状況（宮城県） 

（令和 4年度） 

女性自立支援施設の主訴別入所状況（宮城県） 

（平成３０年度～令和４年度） （単位：人 （）内％） 
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自立

46.1％

（6人）

帰宅

7.7％

（１人）

帰郷

15.4％

（2人）

母子生活支援施設

23.1％

（3人）

その他

7.7％

（1人）

１月未満

30.8％

（4人）

１月以上

２月未満

15.4％

（2人）

２月以上

３月未満

38.4％

（5人）

３月以上

６月未満

15.4％

（2人）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  １月未満 
１月以上 

２月未満 

２月以上 

３月未満 

３月以上 

６月未満 

６月以上 

１年未満 
計 

H30年度 5(25.0) 7(35.0) 3(15.0) 4(20.0) 1( 5.0) 20 

R1年度 2(20.0) 0( 0.0) 3(30.0) 3(30.0) 2(20.0) 10 

R2年度 7(46.6) 5(33.3) 1( 6.7) 1( 6.7) 1( 6.7) 15 

R3年度 4(28.6) 5(35.7) 1( 7.1) 3(21.5) 1( 7.1) 14 

R4年度 4(30.8) 2(15.4) 5(38.4) 2(15.4) 0( 0.0) 13 

  自立 帰宅 帰郷 
母子生活 

支援施設 

その他 

施設 
その他 計 

H30年度 9(45.0) 1(5.0) 2(10.0) 5(25.0) 1( 5.0) 2(10.0) 20 

R1年度 5(50.0) 0(0.0) 2(20.0) 3(30.0) 0( 0.0) 0( 0.0) 10 

R2年度 5(33.3) 1(6.7) 1( 6.7) 5(33.3) 1( 6.7) 2(13.3) 15 

R3年度 4(28.6) 0(0.0) 1( 7.1) 6(42.9) 2(14.3) 1( 7.1) 14 

R4年度 6(46.1) 1(7.7) 2(15.4) 3(23.1) 0( 0.0) 1( 7.7) 13 

女性自立支援施設の入所期間の状況（宮城県） 

（平成３０年度～令和４年度） 

女性自立支援施設の入所期間の状況（宮城県） 

（令和 4年度） 

女性自立支援施設の退所後の状況（宮城県） 

（平成３０年度～令和４年度） 

女性自立支援施設の退所後の状況（宮城県） 

（令和 4年度） 

（単位：人 （）内％） 

（単位：人 （）内％） 
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夫等からの暴力
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５ 宮城県の母子生活支援施設に関する現状 

 宮城県内の 4箇所に設置する母子生活支援施設は、さまざまな事情で子どもの養育が十分にでき

ない場合に、母親と子ども（18歳未満※）が一緒に入所できる施設として運営しています。また、単に

居室を提供するだけでなく、母子指導員、少年指導員等が母親の自立を援助し、子どもが健やかに育

つよう指導にあたっています。 

なお、宮城県が設置する宮城県さくらハイツでは入所理由の約８割がＤＶであることからも、一時保

護所及び女性自立支援施設退所後の入所先として重要な役割を担っています。 

※必要があると認められる場合は、20歳に達するまで延長あり 

 

施設名 定員 設置元 

宮城県さくらハイツ ２０世帯 宮城県 

栗原市ファミリーホームひだまり ２０世帯 栗原市 

仙台つばさ荘 ２０世帯 （福）仙台市社会事業協会 

仙台むつみ荘 ２０世帯 （福）仙台市社会事業協会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 夫等から

の暴力 
養育環境 生活困窮 合計 

H30年度 4( 80.0) 1(20.0) 0( 0.0) 5 

R1年度 3( 75.0) 1(25.0) 0( 0.0) 4 

R2年度 6( 75.0) 1(12.5) 1(12.5) 8 

R3年度 6( 85.7) 1(14.3) 0( 0.0) 7 

R4年度 5(100.0) 0( 0.0) 0( 0.0) 5 

【参考】母子生活支援施設入所者数（宮城県さくらハイツ） 

（平成 30年度～令和 4年度） 

【参考】母子生活支援施設の主訴別入所状況（宮城県さくらハイツ） 

（平成 30年度～令和 4年度） （単位：人 （）内％） 

（人） 
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６ 宮城県の女性支援を行う民間支援団体に関する現状 

 宮城県では、女性相談センターをはじめとした公的機関による相談支援のほか、民間支援団体が困

難を抱える女性支援の活動を行っています。 

民間支援団体は支援のための豊富なノウハウを有しており、困難な問題を抱える女性とＤＶ被害者

支援のための重要な社会資源となっています。支援対象者の意思を尊重した支援の取組を行うため

にも、官民が連携した中長期的な取組が必要です。 

 

団体名 主な活動内容 

特定非営利活動法人ウィメンズアイ 
女性の様々な悩みに関する相談 

生理用品の提供 

特定非営利活動法人 キミノトナリ 
予期せぬ妊娠に関する相談・支援 

女性の様々な悩みに関する相談 

女性のためのとまり木＆ 

リカバリー・トレーニングセンター しおり 
カウンセリング、居場所の提供 

認定 NPO 法人 STORIA（ストーリア） 
子育て・教育・お金・仕事・離婚・支援制度な

どひとり親の相談支援 

認定特定非営利活動法人仙台傾聴の会 
悩みや不安に関する傾聴 

傾聴サロンの開催 

仙台市男女共同参画推進センター  

エル・ソーラ仙台 

女性の様々な悩みに関する相談 

女性の様々な悩みに関する相談、就業自立相談

他 

※法律相談あり 

仙台市母子家庭相談支援センター 

（エル・ソーラ仙台内） 

就業・自立相談、養育費相談 

※法律相談あり 

特定非営利活動法人 ハーティ仙台 

DV・離婚・性暴力・パワハラ・セクハラなど

女性の様々な悩みに関する相談・支援 

自助グループの開催、地方での面接相談、メー

ル・チャット相談 

パープルリボンまゆら 
女性支援プログラム 

DV 加害者教育プログラムの実施 

NPO 法人ほっぷすてっぷ 
シェアハウスの運営、居住支援 

生活相談、自立支援 

特定非営利活動法人  

mia forza（ミア・フォルツァ） 

傷つきや生きづらさを抱えた女性向けピアサ

ポートグループとシェルターの運営、ひとり親

世帯への食糧等の提供、ひとり親世帯の子ども

の学習支援や居場所の提供、女性や子どもの相

談対応 

公益社団法人 みやぎ被害者支援センター 
性暴力被害の相談・支援 

性暴力被害を除く犯罪被害の相談・支援 

公益財団法人 宮城県母子福祉連合会 ひとり親の相談・就業支援 

特定非営利活動法人 ワンファミリー仙台 生活困窮等に関する相談・支援 
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基本目標１ 被害者等の相談・保護体制の充実 

【成果】 
〇 女性相談センターや県保健福祉事務所を窓口とした相談支援のほか、民間支援団体と連携した

夜間・休日電話相談や、みやぎ男女共同参画相談室における相談の受付により、被害者等の相談

環境の整備を図るとともに、相談員向けの研修会を開催し、相談員の資質向上に努めました。 

○ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響による生活不安やストレス等により、ＤＶ被害の潜在

化や深刻化が懸念される中、民間支援団体と連携したＳＮＳ相談や出張相談（アウトリーチ事業）を

実施し、ＤＶの早期発見に努めるとともに若年層向け相談窓口の拡充を図りました。  

○ ＤＶと児童虐待は密接な関係にあることから、子育て家庭へＤＶ及び児童虐待予防啓発資料を配

布し、意識啓発や相談窓口の周知を図りました。 

○  行政、警察、民間支援団体などDV対策に携わる機関は多岐にわたることから、県全体の婦人保

護事業関係機関ネットワーク連絡協議会や各圏域におけるネットワーク協議会を開催し、関係機関

間の情報共有・連携強化を図りました。 

 

【課題】 

○ より身近な地域で切れ目のない支援が行えるよう、市町村に対し市町村配偶者暴力相談支援セン

ターの設置に向けた適切な助言・支援を引き続き行う必要があります。また、未設置の市町村におい

ても、DV被害者等からの相談に迅速かつ的確に応じられるよう、市町村の相談・支援体制の充実を

図る必要があります。 

○ 20歳未満の相談件数の割合が少ないことから、若年層に対する相談体制の支援施策の整備を図

るとともに、通報制度の周知を図り、DV被害者の早期発見につなげる必要があります。 

○ 一時保護所では、外出規制や通信機器の使用制限等、様々な制約により入所をためらう事例もあ

ることから、一人ひとりの意思を尊重した保護体制の充実を図る必要があります。 

 

基本目標２ 被害者等の自立に向けた支援 

【成果】 

○ ＤＶ被害者及び同伴する家族の心身の回復のため、一時保護所や婦人保護施設に心理士を配置

し、心のケアに関する支援の充実を図りました。 

○ 施設退所者が安心して地域生活に移行できるよう、民間支援団体と連携し、電話相談や家庭訪問、 

各種手続きにおける同行支援など切れ目のないアフター支援の提供に努めました。 

○住居の確保、就労支援等の自立支援を実施し、ＤＶ被害者の生活基盤の整備を行いました。 

 

【課題】 

〇 ＤＶ被害者は精神疾患を含め複合的な課題を抱えている事例が多くなっていることから、心身の

回復に向けて、引き続き医師及び心理士による医学的又は心理学的な援助が必要です。 

〇 ＤＶ被害者の多くは新たな地域で生活を始めることから、地域で孤立することがないよう民間支

援団体等と連携し、一人ひとりに応じた切れ目のない中長期的な支援の充実が必要です。 

〇 住居の確保、就労支援等、関係機関が連携し、ＤＶ被害者へ適切な支援制度の情報提供と活用

支援に努める必要があります。 

Ⅲ 前計画（DV防止計画第６次）の取組と評価 
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基本目標3 DV家庭に育つ子どもの安全・安心を確保する支援 

【成果】 

○ 児童相談所や県関係機関、市町村、学校等が連携し、児童虐待の早期発見と子どもの安全確保

に努めました。 

○ 子どもの見ている前で夫婦間で暴力を振るうこと（面前ＤＶ）により、子どもは心に大きな傷を負い、

成長過程において深刻な影響が懸念されることから、その子どもに合わせた心のケアの充実を図る

とともに、ＤＶ被害者とその子どもに対する包括的な支援施策を実施しました。 

○ ＤＶ事例を扱う婦人保護事業関係機関ネットワーク連絡協議会と児童虐待事例を扱う要保護児

童対策地域協議会へＤＶ及び児童虐待対応機関の双方の参加を促進し、母子への支援の充実を

図りました。 

 

【課題】 

○ 児童虐待対応件数が増加していることから、より一層DV対応機関と児童虐待対応機関の連携を

強化し、ＤＶや児童虐待の早期発見・早期対応等に努める必要があります。 

○ 引き続き、婦人保護事業関係機関ネットワーク連絡協議会と要保護児童対策地域協議会へＤＶ

及び児童虐待対応機関の双方の参加を促進し、より多くの機関が支援に関われるように図ります。 

 

基本目標4 民間支援団体との連携・協働 

【成果】 
〇 婦人保護事業関係機関ネットワーク連絡協議会への民間支援団体の参加を促進し、連携の強化

を図りました。 

○ 民間支援団体と連携し、県の相談窓口の他に夜間・休日電話相談、ＳＮＳ相談、出張相談を実施し、

相談体制の拡充を図るとともに、官民双方が参加できる相談員向けスキルアップ研修会の開催によ

り相談員の資質の向上を図りました。 

○ ＤＶ被害者向けの講座を実施し、自立支援に寄与しました。 

○ 民間支援団体と連携したＤＶ被害者等シェルターの開設により、ＤＶ被害者の意思を尊重した保護

支援を図りました。 

 

【課題】 
○ 行政のほか、民間支援団体による支援の実施は、より多くのＤＶ被害者の支援を可能にすることか

ら、引き続き行政と民間が連携しながら取組を進めていく必要があります。 

○ 民間支援団体の運営基盤を支えていくための財政的支援や、民間支援団体が行う活動への助

言・広報の協力等、必要な支援の検討を進めていく必要があります。 
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基本目標５ 暴力を許さない社会の形成 

【成果】 
〇 各種広報媒体での広報や啓発講座の開催により、広く県民に対しDVに関する意識啓発を図りま

した。特に、若年層に対しては、学校への出前講座等を積極的に実施し、受講生徒の約9割が「人権

問題についての関心や理解が深まった」と回答するなど、啓発が進みました。 

○ 市町村におけるDV基本計画の策定促進のため、未策定の市町村に助言・支援した結果、新たに 

１村で計画が策定されました（計２4市町村で策定）。  

○ DV支援者等に向けた「DV対応の手引き」を作成・配布するとともに、各種研修会の開催や研修会

への職員派遣等により、支援制度等の理解促進を図り、相談対応力の向上を図りました。 

 

【課題】 
○ 今後も、県民一人ひとりがDVを社会的な問題として捉え、DVを容認しない社会的気運を醸成す

る必要があります。特に、子ども達をDVの加害者にも被害者にもさせないため、教育機関や民間支

援団体と連携し、若年層を対象とした人権教育・啓発の強化を図る必要があります。 

○ 各市町村がDV対策の具体的な取組を明確にし、その取組を促進していくため、市町村DV基本

計画の策定に向けて、引き続き、助言・支援していく必要があります。 

○ DV被害者は複雑な課題を抱えていることから、DV支援者等が、継続して体系的に研修を受講で

きる機会を設け、DV支援者等の相談対応力の向上を図る必要があります。 

○ 国の加害者更生に関する調査研究結果を基に、県における加害者への対応について検討を進め

る必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 生徒に対する啓発を継続的に実施したことで、若年層及び教職員の意識啓発が図られました。 

〇 民間支援団体との連携強化については、SNS相談やアウトリーチ相談を実施し、相談窓口の拡充を行う

とともに、民間支援団体と連携したDVシェルターの開設により、ＤＶ被害者の意思を尊重した支援体制

の構築を図りました。 

○ 児童虐待問題は、ＤＶと密接な関係にあることから、児童相談所等関係機関と連携し問題の早期発見に

努めました。 

〇 一方で、未だ相談や保護につながらないＤＶ被害者もいることから、県民一人ひとりがＤＶを社会的な問

題として捉え、ＤＶを容認しない社会的気運を醸成する必要があります。また、ＤＶ被害者の自立には中

長期的な支援が欠かせないことから、更なる支援体制の構築と連携強化を行う必要があります。 

第6次計画の全体評価 
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＜基本理念＞ 

 

 

 困難な問題を抱える女性の福祉の増進を図るためには、人権が尊重される各種支援施策を推進し、女

性が安心し、自立して暮らせる社会が必要不可欠です。 

また、DVは被害者にとって、重大な人権侵害であり、被害者の多くが女性であるという実態があります。 

困難な問題を抱える女性とDV被害者等の自立に向けた切れ目のない支援により、男女が互いにその人

権を尊重し、性別にかかわらず、個性と能力を発揮し、共に理解し合える社会の実現を目指します。 

 

 

  

 

女性の抱える問題が多様化するとともに複合化しそのために複雑化していることを踏まえ、困難な問題

を抱える女性がそれぞれの意思を尊重されながら、抱えている問題及びその背景、心身の状況等に応じた

最適な支援を受けられるように、問題の発見、相談、心身の健康の回復と自立して生活するための援助等

の多様な支援を包括的に提供できる社会の実現を目指します。 

 

 

  

 

DVは重大な人権の侵害であるにも関わらず、外部からその発見が困難な家庭内において行われるため、

潜在化しやすく、ＤＶ加害者に罪の意識が薄いという傾向にあります。 

人権の擁護と男女平等の実現を図るためには、配偶者からの暴力等を防止し、ＤＶ被害者を保護するた

めの取組が必要であることから、県民一人一人が、DVは身近にある重大な人権侵害であることを認識し、

社会全体の問題として、「配偶者からの暴力等を容認しない社会」の実現を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１ 困難な問題を抱える女性及びDV被害者の人権擁護並びに 

男女が共に理解し合える社会の実現 

3 配偶者からの暴力等を容認しない社会の実現 

 

Ⅳ 計画の基本理念と基本目標 

２ 女性が安心し自立して暮らせる社会の実現 

 

〇 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（一部抜粋） 

第一条 この法律において「配偶者からの暴力」とは、配偶者からの身体に対する暴力（身体に対す

る不法な攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼすものをいう。以下同じ。）又はこれに準ずる心身

に有害な影響を及ぼす言動（以下この項及び第二十八条の二において「身体に対する暴力等」と総称

する。）をいい、配偶者からの身体に対する暴力等を受けた後に、その者が離婚をし、又はその婚姻が

取り消された場合にあっては、当該配偶者であった者から引き続き受ける身体に対する暴力等を含む

ものとする。 

２ この法律において「被害者」とは、配偶者からの暴力を受けた者をいう。 

３ この法律にいう「配偶者」には、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある

者を含み、「離婚」には、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にあった者が、事実

上離婚したと同様の事情に入ることを含むものとする。 

 

第二十八条の二 第二条及び第一章の二から前章までの規定は、生活の本拠を共にする交際（婚

姻関係における共同生活に類する共同生活を営んでいないものを除く。）をする関係にある相手から

の暴力（当該関係にある相手からの身体に対する暴力等をいい、当該関係にある相手からの身体に

対する暴力等を受けた後に、その者が当該関係を解消した場合にあっては、当該関係にあった者から

引き続き受ける身体に対する暴力等を含む。）及び当該暴力を受けた者について準用する。この場合

において、これらの規定中「配偶者からの暴力」とあるのは「第二十八条の二に規定する関係にある相

手からの暴力」と読み替えるほか、次の表の上欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞ

れ同表の下欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

＜以下略＞ 

「配偶者からの暴力」とは 
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＜基本目標＞ 

基本理念の実現に向けて、５つの基本目標を定め、困難な問題を抱える女性及びDV被害者支援並びに

ＤＶ防止のための各種施策を推進していきます。 

 

基本目標１ 困難な問題を抱える女性及びDV被害者等の相談・保護体制の充実 

困難な問題を抱える女性及びDV被害者がいつでも安心して相談できる環境づくりや、本人の意思が尊

重され、安全に避難できる体制の整備・支援施策の充実を図ります。 

 

基本目標２ 困難な問題を抱える女性及びDV被害者等の自立に向けた支援 

困難な問題を抱える女性及びDV被害者の自立には、住宅の確保、経済的基盤の確立、心身のケアなど

様々な課題を解決していく必要があります。このため、民間支援団体等関係機関と連携し、一人ひとりの状

況に応じた中長期的な支援も視野に入れた支援施策の充実を図ります。 

 

基本目標３ 困難な問題を抱える女性の家庭に育つ子どもへの支援及び 

DVの家庭に育つ子どもの安全・安心の確保 

女性が抱える困難な問題と、その家庭に育つ子どもが抱えている問題は、密接な関係にある場合も想定

されることから、子どもと子どもが育つ家庭に対する相談窓口を設置し、家庭に育つ子どもの状況にあった

適切な支援を行うことが必要です。 

また、子どもの見ている前で夫婦間で暴力を振るうこと（面前DV）は、心理的な児童虐待に該当し、その

子どもへの影響を考慮した適切な対応が必要です。 
児童相談所や県関係機関、市町村、学校等が連携し、児童虐待の早期発見と子どもの安全確保、心のケ

アの充実を図るとともに、DV被害者とその子どもに対する包括的な支援施策の充実を図ります。 

 

基本目標４ 民間支援団体との連携・協働 

困難な問題を抱える女性及びDV被害者支援という共通の目的のもと、民間と行政が対等な立場で考

え方や情報を共有し、連携して支援にあたる体制の構築を図ります。また、民間支援団体と協働し、被害

者の立場に立ったきめ細かな支援施策の充実を図ります。 

 

基本目標５ 暴力を許さない社会の形成 

県民一人ひとりが「DVは犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害である」ことを認識し、DVに関する正

しい知識を深めるため、多様な広報媒体を活用した意識啓発を図るとともに、若年層に対する人権教育・

啓発を推進していきます。 
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施    策 取組の方向性 

① 精神的ケアの充実 

② 施設退所後のアフターケアの充実 

③ 地域における継続的な自立支援の充実 

④ 困難な問題を抱える女性及びＤＶ被害者が必要と

する各種支援制度の周知と活用への支援 

① 民間賃貸住宅への入居支援 

② 県営住宅入居の優遇制度と目的外使用による支援の充実  

③ 民間賃貸住宅等による住宅セーフティネットの充実 

④ 就業及び経済的支援に関する支援制度の周知・活用支援  

① 県民からの通報の促進 

② 医療関係者や教育関係者への相談窓口・通報制度の周知 

③ 子育て家庭へのDV防止啓発の推進 

 

① 通訳等相談体制の充実 

② 高齢者・障害者等への支援体制の整備 

① 一時保護による安全確保 

② 一人ひとりに寄り添った一時保護体制の構築 

③ 一時保護委託の対象拡大と積極的活用 

④ 警察における安全確保・保護体制の充実 

⑤ 一時保護所入所者に対する心のケアの充実 

⑥ 保護命令制度等法制度の適切な利用に向けた支援 

① 相談員等の資質向上・研修機会の確保 

② 若年層に配慮した相談体制の充実 

③ 地域の実情や相談者の状況に配慮した柔軟な相談体制の整備 

④ 市町村の相談体制の強化に対する支援 

⑤ 警察における相談体制の充実 

⑥ 男性相談の充実 

⑦ 性暴力被害者のための相談の充実 

⑧ 困難を抱える女性に対する相談体制の充実 

⑨ 女性支援事業関係機関ネットワーク連絡協議会の活用 

 

Ⅴ 計画の体系 

１-1 DVの早期発見・通報体制の整備【重点】 

１-2 相談体制の充実強化【重点】 

１-4 外国人・高齢者・障害者等への配慮 

2-2  生活基盤（住宅・就業等）を整えるための支援 

【重点】 

2-1  自立のための心のケア・生活に関する支援

【重点】 

２ 

困
難
な
問
題
を
抱
え
る
女
性
及
び
Ｄ
Ｖ
被
害
者
等
の
自
立
に
向
け
た
支
援 

１-3 保護体制の充実強化【重点】 

１ 

困
難
な
問
題
を
抱
え
る
女
性
及
び
Ｄ
Ｖ
被
害
者
等
の
相
談
・
保
護
体
制
の
充
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３ 

困
難
な
問
題
を
抱
え
る
女
性
の
家
庭
に
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つ
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へ
の
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Ｄ
Ｖ
の
家
庭
に
育
つ
子
ど
も
の
安
全
・
安
心
の
確
保 

４ 

民
間
支
援
団
体
と
の
連
携
・
協
働 

3-3 同伴する子どもに対する支援体制の充実 

3-1 問題の早期発見と安全確保【重点】 

① ＤＶ対応機関と児童虐待対応機関との連携体制の構築 

② 要保護児童対策地域協議会への参画促進 

③ 子育て家庭へのDV防止啓発の推進（再掲） 

④ 同伴する子どもの適切な一時保護の実施 

⑤ 子どもと子どもが育つ家庭に対する相談窓口等の

設置 

① ＤＶ対応と児童虐待対応の相互理解・連携強化を

目指した専門研修の充実 

② 保育・教育関係者等への研修の充実 

① 同伴する子どもに対する心理的ケアの実施 

② 一時保護施設における保育・学習支援の充実 

③ 児童相談所等と連携した同伴する子どもへの支援

の充実 

④ 同伴する子どもの地域における見守り・アフターケアの充実  

 

4-1 民間支援団体への支援 
① 民間支援団体の活動に対する支援の充実 

② 困難な問題を抱える女性とＤＶ被害者支援制度等

に関する情報提供の促進 

① 自治体と民間支援団体とのネットワークの構築 

②  民間支援団体の専門的知識の活用促進 

③  民間シェルターへの一時保護委託、ステップ    

ハウスの活用促進 

3-2 ＤＶ対応と児童虐待対応の相互理解の促進 

５ 

暴
力
を
許
さ
な
い
社
会
の
形
成 

施    策 取組の方向性 

① 県民に対する啓発・広報の充実 

② 市町村や民間支援団体等との連携による啓発の展開 

③ 市町村基本計画の策定促進 

① 学校における人権・性教育の推進 

② デートＤＶ防止・予防啓発の推進 

③ 教育関係者に対する啓発及び学校における相談体制の充実 

① 警察における加害者への対応 

② 加害者からの相談体制の充実 

③ 配偶者暴力加害者プログラム実施のための留意 

事項及び民間支援団体等における取組状況の把握 

④ 加害者の気づきを促す啓発の推進 

5-1 社会意識の醸成 

5-2 若年層に対する人権教育・啓発の推進 

 

5-3 加害者更生に向けた取組 

4-2 民間支援団体との連携強化【重点】 
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重点的に取り組むべき課題 

 

１ 早期発見、相談体制の充実強化（施策１－１、１－２） 

近年、ＤＶ被害の潜在化や深刻化が懸念されているところであり、ＤＶ及び児童虐待の早期発

見、早期対応は一層重要になっています。関係機関と連携し、被害者が速やかに相談し、適切な

支援を受けることができるよう、相談窓口や通報制度の周知などによる被害の早期発見や相談体

制の充実強化を進める必要があります。 

 

２ 困難な問題を抱える女性やDV被害者の意思を尊重した迅速で安全な一時保護 

（施策１－３） 

   困難な問題を抱える女性やDV被害者が迅速かつ安全に避難するため、一時保護は最も重要な

方法です。円滑な一時保護の実施には、関係機関からの的確かつ迅速な情報把握が必要不可欠

であり、関係機関と共通認識のもとで対応する必要があります。今後もより一層、一時保護施設

と警察や福祉事務所、児童相談所等関係機関が連携を図り、安全で迅速な一時保護を行う必要

があります。 

 

３ 自立に向けての中長期的な支援の実施（施策２－１、２－２） 

   困難な問題を抱える女性やＤＶ被害者は、避難後の生活を明確に描けないために、逃げる決断

ができず、被害が深刻化する場合もあります。実際に社会生活を営んでいく上では、住まいの確

保をはじめ経済的基盤の確立や心理的回復など様々な課題があり、これらに対して関係機関が

連携し、中長期的な支援施策の充実や支援体制の整備を進める必要があります。 

 

４ 虐待の早期発見と安全確保（施策３－１） 

   ＤＶ家庭に育つ子どもは心理的虐待の被害児童であり、ＤＶと密接に関係する児童虐待事案も

増加していることから、ＤＶ対応機関と児童虐待対応機関が連携し、早期発見・早期対応を図る

必要があります。 

 

５ 民間団体との連携・協働（施策４－２） 

   困難な問題を抱える女性とＤＶ被害者の生活再建や自立支援における様々な課題を解決して

いくためにも、支援へのノウハウを持つ民間支援団体等関係機関と連携し、一人ひとりの状況に

応じた切れ目のない中長期的な支援を実施していく必要があります。 
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【これまでの取組と課題】                                                    

 

・リーフレットの配布等による広報啓発 

・医療機関への「医療関係者のためのＤＶ被害者対応の手引き」配布による通報促進 

・保育・教育関係者等を対象としたＤＶ予防啓発講座の実施による啓発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組の方向性】                                                          

 

①県民からの通報の促進 

県政だよりやリーフレット等により、DVに関する情報や相談窓口の周知を図り、県民からの通報の促

進に努めます。さらに、地域全体で見守る環境づくりのため、民生委員・児童委員・人権擁護委員等に対

し、リーフレット等の配布や研修の場を活用しながら、被害者を発見した場合の適切な対応及び通報につ

いての理解と協力を求めていきます。 

 

②医療関係者や教育関係者への相談窓口・通報制度の周知 

DV被害者を発見しやすい立場にある医療関係者や教育関係者に対して、「被害者対応に関する手引

き」等を活用し、DVが身体的虐待だけではなく、精神的虐待や性的虐待を含むことなど、DVに関する認

識の共有を図るとともに、被害の発見から通報までの対応方法や相談窓口の周知を図ります。 

 

③子育て家庭へのDV防止啓発の推進 

子育てに関する相談から、DVや児童虐待の発見につながる場合もあることから、子育て家庭にとって

身近な機関である市町村子育て支援センターや子育て世代包括支援センター等に、DVや児童虐待に関

する知識や相談窓口を掲載したリーフレット等を配布し、いち早く、DV及び児童虐待の気づきと相談に

つなげるための啓発を推進します。また、DV対応機関と子育て支援センター等の子育て支援機関や母

子保健担当機関との連携を強化し、被害の早期発見、迅速な対応に努めます。 

 

 

 

 

 

＜課題＞ 

 DV被害者は、家庭の様々な事情や、恐怖感・無力感により助けを求めることを諦め、被害が深刻

化していく場合があります。このようなDVの特質を踏まえ、周囲の関係者がDV被害に気づき、被

害者に相談支援窓口の情報を知らせること、また、被害者の意思を尊重しつつ、通報することので

きる環境を整備することが重要です。 

 医療関係者は日常の業務の中で、ＤＶ被害者を発見しやすい立場にあることから、被害者の発見

及び通報において積極的な役割が期待されます。また、保育・教育関係者や民生委員・児童委員等

においては、家庭と接する機会が多く、児童虐待の発見と同時にＤＶに気づくこともあることから、

配偶者暴力相談支援センターや警察への迅速な通報等、適切な対応が行えるようＤＶ対応への理

解と相談窓口の周知を図る必要があります。 

 

 

Ⅵ 基本目標と施策の方向 

基本目標１ 困難な問題を抱える女性及びＤＶ被害者等の相談・保護体制の充実 

施策１－１ DVの早期発見・通報体制の整備 【重点】 
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【主な取組】                                                            

 

 

取組名 取組内容 実施主体 

ＤＶ予防啓発 

（子ども・家庭支援課） 

県民一人ひとりがDVに関する正しい理解を深めるた

め、リーフレットの配布や県政だより、SNS等の多様な広報

媒体を活用した効果的な広報・啓発を行います。 

県 

市町村 

医療関係者による発見・通

報等の協力 

（子ども・家庭支援課） 

医療関係者に対し、診察時等に被害者を発見した場合の

通報の流れや相談窓口に関する情報提供など、適切な支

援につなげるため「医療関係者のためのＤＶ被害者対応の

手引き」を配布し、ＤＶ対策への理解と協力を求めていきま

す。 

県 

保育・学校関係者等による

発見・通報等の促進 

（子ども・家庭支援課） 

学校に対して、教職員向けデートDV対応の手引きやDV

予防啓発リーフレットの配布、市町村が開催するＤＶ予防啓

発講座等を活用して、通報制度や相談窓口の周知を図り、

被害者の早期発見につながる情報提供に努めます。 

県 

市町村 

子育て家庭へのDV及び

児童虐待予防啓発資料の

配布 

（子ども・家庭支援課） 

市町村等と連携し、こども家庭センター（子育て支援セン

ターや子育て世代包括支援センター等）の子育て支援機関

等に、DVや児童虐待に関する知識や相談窓口を掲載した

リーフレット等を配架します。 

県 

市町村 

要保護児童対策地域協議

会機能強化事業 

（子ども・家庭支援課） 

市町村の要保護児童対策地域協議会の構成機関等を

対象とした研修会を開催し、要保護児童対策地域協議会の

機能強化を支援します。 

県 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

DV防止法には通報について、「DVを受けている者を発見した者は、その旨を配偶者暴力相談支援

センター又は警察官に通報するよう努めなければならない」と定められています。また、医師その他の医

療関係者は、「DVによって負傷し又は疾病にかかったと認められる者を発見したときは、被害者の意思

を尊重し、配偶者暴力相談支援センター又は警察官に通報することができる」と定められており、当該通

報は、守秘義務違反に当たらないとされています。 

DVを発見した者による通報について 

29



 

 

 

 

 

【これまでの取組と課題】                                                    

 

・ＤＶ相談に関する基礎知識や専門的技術の習得を目的とした研修会の実施 

・市町村への配偶者暴力相談支援センター設置促進 

＜配偶者暴力相談支援センターの市町村設置数（R5.4現在）：2市＞ 

・県警本部にストーカー・ＤＶアドバイザーの配置 

・みやぎ夜間・休日ＤＶほっとラインの運営 

・官民が連携した相談窓口や研修会の実施 

・男女共同参画相談室での一般相談及び男性相談の実施 

・女性支援事業関係機関ネットワーク連絡協議会（旧婦人保護事業関係機関ネットワーク連絡協議会）で

の情報交換 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜課題＞ 

 困難な問題を抱える女性とＤＶ被害者の相談にあたっては、相談者の人権を尊重し、ＤＶに関する

理解と支援施策や対応方法についての理解を深め、相談者の立場に立った切れ目のない支援を

行うことが求められています。そのためには、継続的に研修会を実施するとともに、民間支援団体

との共同による研修会や警察・医療関係者等幅広い機関が参加できる研修会の開催等、様々な

研修の機会を確保し、相談員等のスキルアップが必要です。 

 困難女性支援法に基づく基本方針において、市町村は支援対象者にとって最も身近な、支援の

端緒となる相談機能を果たすとともに、支援に必要となりうる児童福祉、母子福祉、障害者福祉、

高齢者福祉、生活困窮者支援等の制度の実施主体であり、支援の主体でもあることから、県や他

の市町村、関係機関等と緊密な連携が図られるよう配慮しなければならないとされています。困

難な問題を抱える女性の問題は、DV、性暴力、家庭問題、離婚問題、経済問題、妊娠・出産問題

など多岐にわたることから、相談者の個々の状況に応じた適切な支援ができるよう市町村に対し

て支援制度の情報提供や事例検討会等の学ぶ機会の提供が必要です。 

 ＤＶ防止法に基づく国の基本方針において、市町村は被害者に最も身近な行政主体として、緊急

時における安全確保や地域における継続的な自立支援などに積極的に取り組むことが求められ

ています。また、ＤＶ防止法では、配偶者暴力相談支援センターの設置を市町村の努力義務とし

て規定していますが、県内では、令和５年４月１日現在で設置されている市町村は、２市のみとな

っています。ＤＶ相談窓口は全ての市において設置されていますが、県民に身近な相談窓口であ

る市町村のＤＶ支援体制の充実を図るため、配偶者暴力相談支援センターの機能整備をはじめ、

配偶者暴力相談支援センターが未設置の場合でも相談窓口の周知や相談を受けた場合に適切

な対応ができるよう、市町村におけるＤＶ対策を支援する必要があります。 

 また、問題の早期発見、ＤＶによる二次被害の防止のためには、地域の関係機関が密接に連携を

図ることが重要です。県では、女性相談センターを核とした「女性支援事業関係機関ネットワーク

連絡協議会（旧婦人保護事業関係機関ネットワーク連絡協議会）」に加え、各地域でのネットワー

ク連絡協議会を活用し、行政、警察、民間団体等、関係機関の連携強化を図るとともに、事例検

討会議等を実施し、課題が複合する困難事例に適切に対応できるよう、連携体制の強化を図る

必要があります。 

 ＤＶは外部からの発見が困難な家庭内において行われるため、潜在化しやすく、相談に至らない

ことが未だ多くあると考えられます。また、地域により相談体制の社会資源も異なることから、今

後の相談体制のあり方として、ＳＮＳを活用した新たな相談手法や地域の実情・課題に応じた訪問

による相談（出張相談）の実施など、ＤＶ被害者の早期発見につながる相談体制の検討が必要で

す。 

 

施策１－２ 相談体制の充実強化 【重点】 
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【取組の方向性】                                                          

 

①相談員等の資質向上・研修機会の確保 

担当職員や相談員の専門的スキルの向上のため、各種支援制度に関する知識や適切な支援を行うた

めの技能の習得ができるよう、研修機会を確保するとともに、研修内容の充実を図ります。また、被害者

の相談が多様で深刻な場合が多いことから、相談員がバーンアウト（燃え尽き）しないよう、相談員の心

身のケアと安全対策に配慮した相談体制の充実に努めます。 

 

②若年層に配慮した相談体制の充実 

近年のSNSの普及により、若年層を中心にSNSがコミュニケーション手段の中心となっている実態を

踏まえ、相談につながり難い若年層の相談をキャッチするため、これらの特性を理解した新たな相談手法

の検討と実施に向けた取組を推進します。 

 

③地域の実情や相談者の状況に配慮した柔軟な相談体制の整備 

相談者が気軽に相談できるよう、民間支援団体と連携して、相談者の居場所や状況に配慮した出張相

談及び夜間・休日による相談体制を充実させ、県民がより身近に感じられる相談体制の整備を図ります。 

 

④市町村の相談体制の強化に対する支援 

県民にとって身近な相談先である市町村において、相談から保護・自立支援までの各種支援の窓口と

して、行政手続き等をワンストップで対応する配偶者暴力相談支援センターの設置を促進するため、設

置を検討している市町村に対して、適切な助言と支援を行います。また、配偶者暴力相談支援センター

未設置の市町村でも、相談者に的確な情報提供や相談・支援を提供できる体制を構築するため、市町村

に対し、会議・研修の機会や「DV相談の手引き」等を活用した助言・支援を行います。 

 

⑤警察における相談体制の充実 

警察本部にストーカー・DVアドバイザーを配置し、各警察署で受理したDV事案について、積極的か

つ的確な助言・指導を行い、重大事件の防止に努めます。また、相談窓口の情報提供や住民基本台帳を

閲覧させないための支援等、「配偶者からの暴力等による被害を自ら防止するための警察本部長等によ

る援助に関する規則」で定める必要な援助について、DV被害者の意思を踏まえ、適切に対応します。 

 

⑥男性相談の充実 

みやぎ男女共同参画相談室の一般相談に加え、男性相談においても、ＤＶ等で悩む男性からの相談

に対応します。 

 

⑦性暴力被害者のための相談の充実 

性暴力被害者は、精神的ダメージを受けている上、様々な支援を要することから、性暴力被害者のた

めのワンストップ支援センター（性暴力被害相談支援センター宮城）等の相談機関において、相談に応じ

るとともに、被害者にとって必要な支援を行う医療機関等、関係機関へのコーディネートを適切に実施し、

被害者の心身の回復・被害の拡大防止に努めます。 

 

⑧困難を抱える女性に対する相談体制の充実 

様々な問題を想定した相談窓口を設置し、困難な問題を抱える女性の早期発見と支援につなげます。 

 

⑨女性支援事業関係機関ネットワーク連絡協議会の活用 

全県及び各圏域の女性支援事業関係機関ネットワーク連絡協議会を活用し、実務者会議や事例検討

会議等を実施し、各地域における関係機関の役割の共有や情報提供を行い、女性相談センターや各市

町村、警察、児童相談所等の関係機関の連携体制の強化を図るとともに、民間支援団体の参画による、

横断的な連携・協力体制の構築を図ります。 
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【主な取組】                                                             

 

取組名 取組内容 実施主体 

社会福祉事業従事者研修の実施 

（社会福祉課） 

県保健福祉事務所、市福祉事務所等に勤務する家

庭・女性相談員、母子自立支援相談員を対象に研修を

実施し、専門的知識と技術の習得、問題解決能力の向

上を図ります。 

県 

女性相談員スキルアップ研修会

の実施 

（子ども・家庭支援課） 

ＤＶ等女性支援に携わる行政機関や民間支援団体の

相談員を対象に、専門家による研修会を実施し、専門

的知識の習得と支援技術の向上を図ります。 

県 

（民間支

援団体と

連携） 

男女共同参画相談・自立サポー

ト支援事業 

（共同参画社会推進課） 

行政職員や各相談機関の相談員を対象に、性的マイ

ノリティに関する研修会を実施し、相談員のスキルアッ

プを図ります。 

県 

部内研修会の開催 

（県民安全対策課） 

警察署員等に対する研修会を開催し、スキルアップ

を図ります。 
警察本部 

ＳＮＳ相談事業 

（子ども・家庭支援課） 

若年層を中心にSNSがコミュニケーション手段の中

心となっている実態を踏まえ、メール・チャット相談窓口

を設置し、相談に応じます。 

県 

（民間支

援団体と

協働） 

子ども・若者支援体制強化事業 

（共同参画社会推進課） 

ひきこもりや不登校等、社会生活を円滑に営む上で

の様々な困難を有する子ども・若者（概ね３９歳まで）と

その家族に対する支援を効果的に実施するため、ワン

ストップ窓口として石巻圏域子ども・若者総合相談セン

ターを設置するとともに、子ども・若者支援地域協議会

を設置し支援機関のネットワークの構築・強化を図りま

す。 

県 

女性のための出張相談事業 

（子ども・家庭支援課） 

困難な問題を抱える女性とＤＶ被害者が居住する場

所に応じた出張相談（アウトリーチ相談）を実施し、問題

の早期発見・早期対応を図ります。 

県 

（民間支

援団体と

協働） 

夜間・休日ＤＶ電話相談 

（子ども・家庭支援課） 

夜間・休日に電話相談窓口を開設し、ＤＶ被害者等か

らの相談に応じます。 

県 

（民間支

援団体と

協働） 

市町村人材育成支援事業 

（子ども・家庭支援課） 

配偶者暴力相談支援センター未設置の市町村に対し

て、業務内容の情報提供や助言等を行い、設置が円滑

に進むよう支援します。 

県 

地域共生社会形成推進事業 

（社会福祉課） 

市町村における包括的な相談支援体制の構築を支

援するため、人材育成研修の実施や市町村に対する助

言・指導、情報提供等を行います。 

県 
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取組名 取組内容 実施主体 

ストーカー・ＤＶアドバイザーの配

置（県民安全対策課） 

県警本部にストーカー・ＤＶアドバイザーを配置し、警

察署から報告を受けた事案について、積極的かつ的確

な助言・指導を行い、重大事件の防止に努めます。 

警察本部 

男女共同参画相談室での相談対

応（共同参画社会推進課） 

みやぎ男女共同参画相談室の一般相談及び男性相

談において、ＤＶ等で悩む県民からの相談に対応しま

す。 

県 

自死対策事業・自死対策強化事

業 

（精神保健推進室） 

 夜間こころの相談窓口を設置し、こころの悩み等の電

話相談に応じます。 
県 

精神保健福祉相談 

（精神保健推進室） 

保健所において、専門医による精神保健福祉相談を

実施し、所内相談、巡回相談、在宅精神障害者の訪問

指導等の柔軟な相談支援を図ります。 

県 

性犯罪被害者等の支援及び情報

提供 

（警務課） 

性犯罪被害相談電話を設置し、「誰にも知られたくな

い。」「どうしたらいいのか分からない。」等と思い悩む

性犯罪被害者等の相談を、公認心理師等の資格を持

つ心理カウンセラーや警察官などが相談に応じます。 

警察本部 

性暴力被害者等に対する相談支

援 

（共同参画社会推進課） 

性暴力被害相談支援センター宮城の相談機関にお

いて、性暴力被害者等からの相談に対応します。 
県 

地域統括がん相談事業 

（健康推進課） 

地域統括総合支援センターを設置し、心理・医療・生

活・介護等多様化する患者からの相談対応と県内のが

ん患者会・サロン等の活動の支援を行います。 

県 

不妊・不育専門相談センター運

営事業 

（子ども・家庭支援課） 

不妊・不育専門相談センターを開設し、不妊・不育症

で悩む方や流産や死産によりお子さんを亡くした方か

らの相談に応じます。 

県 

女性支援事業関係機関ネットワ

ーク連絡協議会の開催 

（子ども・家庭支援課） 

全県及び各圏域において、女性支援事業関係機関ネ

ットワーク連絡協議会を開催し、関係機関の情報の共

有化と支援の際の連携を促進します。  

県 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

性暴力の被害にあわれた方などからの相談を受け、要望に応じた支援のコーディネートを行う  

拠点として、宮城県が運営委託している機関です。 

専任の相談員が、被害にあわれた方の意思を尊重しながら、以下の支援を行います。 

 

〇 電話相談・面接相談・メール相談 

〇 警察、裁判所、医療機関等への付添支援 

〇 公認心理師等や弁護士の紹介、公認心理師等による無料カウンセリングの提供、弁護士の無

料法律相談の提供（※１） 

〇 産婦人科医療機関等の紹介 

〇 専門的支援機関の情報提供・相談内容の引継ぎ 

〇 緊急避妊措置料や性感染症検査費用・人工妊娠中絶措置料等の助成（※2） 

〇 緊急避難に伴う宿泊費用の助成（※2） 

※１ 条件や回数制限があります。 

※２ 助成については、条件があります。 

性暴力被害相談支援センター宮城 
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〇 配偶者暴力相談支援センターの法的位置づけ 

配偶者暴力相談支援センターは、都道府県が設置する女性相談支援センター（旧婦人相談所）又は

都道府県・市町村が設置する適切な施設において、ＤＶ防止及びＤＶ被害者の保護のための業務を行

うものです（ＤＶ防止法第３条第１項・第２項）。 

市町村の配偶者暴力相談支援センターは、平成１６年の法改正により設置可能となり、平成１９年の 

改正で市町村の努力義務となっています。 

 

〇 配偶者暴力相談支援センターが果たす機能（DV防止法第３条第３項） 

① 相談又は相談機関の紹介 

② カウンセリング 

③ ＤＶ被害者及び同伴する家族の緊急時における安全の確保及び一時保護 

（注：一時保護は、女性相談支援センター又はその委託先が実施） 

④ ＤＶ被害者の自立生活促進のための情報提供その他の援助 

⑤ 保護命令制度の利用についての情報提供その他の援助 

⑥ ＤＶ被害者を居住させ保護する施設の利用についての情報提供その他の援助 

 

〇 都道府県と市町村の役割 

・ＤＶ被害者は、加害者と同居、加害者からの一時避難又は加害者と別居といったそれぞれの段階で

その居所が変わることもあり、地域における支援のつなぎが課題となります。 

・また、地域における生活支援に関する制度や施策の多くは市町村が実施責任を担っており、市町村

において被害者支援のワンストップ化やコーディネートの役割を果たすことが望まれています。 

 

（都道府県と市町村の配偶者暴力相談支援センターの主な役割分担について） 

 都道府県 市町村 

意義 都道府県における対策の中核 身近な行政主体における支援の窓口 

役割 

一時保護 

処遇の難しい事案への対応 

専門的・広域的な対応 

市町村への支援 

職務関係者の研修等広域的な施

策 

身近な相談窓口の設置、基本情報の提供 

緊急時における安全の確保 

地域生活における関係機関との連絡調整 

カウンセリング、継続的な自立支援 

 

〇 市町村における配偶者暴力相談支援センターの意義 

①DV被害者に対して被害者支援の総合的窓口が明確になり、DV被害者が相談を寄せやすくなるた

め、被害の早期発見につながります。 

②身近な場所で、相談やカウンセリング、同行支援などの継続的な支援が受けられるようになり、手

続きの一元化によるワンストップ支援が可能となります。 

③他部署への相談履歴や住民票記録など、DV被害者に関する様々な情報が得やすいため、支援が

より円滑に行えます。 

④ワンストップサービス化が図られることで、緊急対応、一時保護、自立支援などの施策を連携して

進めやすくなり、時間の短縮はもとより、DV被害者の負担も軽減されます。 

⑤通報関係業務、保護命令関係業務、年金・医療保険などの特例措置のための配偶者暴力被害相

談の証明書関係業務を自ら行えるようになり、DV被害者支援策を迅速かつ的確に行うことができ

ます。 

 

 

 

 

配偶者暴力相談支援センター 
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【これまでの取組と課題】                                                    

 

・女性相談センター、警察が連携した24時間体制による一時保護の実施 

・警察における公費負担制度による一時保護の実施 

・市町村における民間宿泊施設等への緊急一時保護の実施（緊急避難先確保対策事業） 

・「宮城県ＤＶ被害者支援共通シート」の活用による速やかな情報提供、保護の実施 

・一時保護委託、広域的な対応による困難な問題を抱える女性とＤＶ被害者の安全確保 

・警察による危険性の高いＤＶ被害者に対する位置情報通報装置の貸与 

・一時保護所入所時における県保健福祉事務所及び市福祉事務所職員等による同行支援 

・医師による面接や心理士による心理面接の実施、パーソナリティ検査の実施 

・保護命令制度に関する情報提供、申し立て手続きに関する助言・指導、申立て時の同行支援 

・保護命令発令後のDV被害者に対する防犯指導の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組の方向性】                                                          

 

①一時保護による安全確保 

女性相談センターは、一時保護機能を有しているほか、女性自立支援施設（旧婦人保護施設）への入

所決定も行うため、DV被害者をはじめとした様々な問題を抱える女性の支援において極めて重要な役

割を担うことから、関係機関と連携し、適切な保護を行います。また、夜間・休日や被害が急迫している場

合など、関係機関の連携がより重要になることから、手続き等が迅速に行えるよう、「宮城県DV被害者支

援共通シート」の活用により、一層の連携強化を図ります。 

また、一時保護が行われるまでの間の緊急時における安全確保は、身近な行政主体である市町村に

おいて、配偶者暴力相談支援センターの設置の有無に関わらず、地域の社会資源を活用して積極的に

実施されることが望ましいとされていることから、市町村が宿泊施設等を利用して緊急時の安全確保が

行えるよう、緊急避難先確保の支援や助言を行います。 

 

 

 

＜課題＞ 

 ＤＶ被害者等を緊急に保護する一時保護は、安全確保のために最も重要な方法です。一方、外出

規制や通信機器の使用制限等、様々な理由から一時保護施設への入所をためらう事例や入所後

すぐに退所する事例があります。国では、女性支援事業（旧婦人保護事業）のあり方検討を進めて

いることから、そこから得られる知見・今後の動向を踏まえ、県においてもＤＶ被害者等の意思・意

向を確認し、それを尊重した一時保護のあり方について関係機関と協議を進め、適切な方法・施設

において一時保護ができるよう取り組む必要があります。 

 また、ＤＶ被害者の一時保護にあたっては、警察、県保健福祉事務所、市福祉事務所を経由して保

護していることから、これら関係機関との連携及び迅速かつ的確な情報共有が不可欠です。引き続

き「宮城県ＤＶ被害者支援共通シート」の活用を促進し、ＤＶ被害者の負担軽減、二次被害の防止に

努めるとともに、加害者の追及が心配される場合や妊婦、若年被害女性、中学生以上の男児を伴う

保護にあたっては、本人の意向を踏まえた適切な支援を進めるため、広域的な対応や社会福祉施

設又は民間支援団体等への一時保護委託等、保護体制の強化に努める必要があります。 

 ＤＶなどにより一時保護を求めた困難な問題を抱える女性や同伴する家族は、身体的・精神的に

様々な問題を抱えていることから、医師による疾病の有無や診療の要否についての医学的な面か

らの判定、心理士による面接等を行い、相談者及び同伴する家族の心身の健康状態を踏まえて、

適切に対応することが必要です。 

施策１－３ 保護体制の充実強化 【重点】 

35



 

 

②一人ひとりに寄り添った一時保護体制の構築 

様々な状況に置かれている困難な問題を抱える女性等の意思を尊重した保護体制の構築に向けて、

相談者に寄り添った一時保護のあり方の検討を進めます。 

 

③一時保護委託の対象拡大と積極的活用 

妊婦や中学生以上の男児を伴う保護の場合など、配慮が必要な世帯に対応するため、民間支援団体

や社会福祉施設の機能を活用し、利用者にとって最も適当と考えられる一時保護の方法及び保護施設

の選定・確保に努めます。 

 

④警察における安全確保・保護体制の充実 

迅速な安全確保及び一時保護所への移送を行うとともに、危険性・切迫性の高いＤＶ被害者に対して、

位置情報通報装置の貸与や公費負担による避難先の提供を行います。 

 

⑤一時保護所入所者に対する心のケアの充実 

ＤＶなどにより保護を求めてきた困難な問題を抱える女性や同伴する家族の精神的負担は大きく、十

分な心のケアが必要であることから、精神科医による面接や心理士による心理カウンセリングを実施し、

心身の健康に配慮した支援を行います。 

 

⑥保護命令制度等法制度の適切な利用に向けた支援 

保護命令制度に関する情報提供、申立手続に関する助言や指導を行います。また、保護命令申立費

用や離婚訴訟（離婚調停）申立費用の貸付を行うほか、弁護士会や日本司法支援センター（法テラス）と

連携し、ＤＶ被害者が弁護士相談や弁護士費用の経済的援助制度を利用して、法的手続きを円滑に行

うことができるよう支援します。 

 

【主な取組】                                                            

 

取組名 取組内容 実施主体 

「宮城県DV被害者支援共通

シート」を活用した迅速な保

護の実施 

（子ども・家庭支援課、県民安全

対策課） 

一時保護の実施にあたり、迅速かつ的確な情報把握・情

報提供を行うため、「宮城県DV被害者支援共通シート」を

活用し、被害者の安全確保・二次被害の防止に努めます。 

県 

警察本部 

市 

緊急避難先の確保 

（子ども・家庭支援課） 

一時保護所への移送が困難な場合等に、市町村が民間

宿泊施設等を緊急避難先として提供した際の経費を県が

補助します。 

県 

市町村 

女性支援事業の運用面にお

ける見直し方針を踏まえた

一時保護のあり方検討 

（子ども・家庭支援課） 

通信機器の使用制限や外出規制等の国の対応方針を

踏まえ、安全性も考慮した新たな運用方法の検討を進めま

す。 

県 

一時保護委託の積極的活用

と委託先の確保 

（子ども・家庭支援課） 

妊婦や若年被害女性等の保護にあたっては、本人の意

向・状態等を考慮し、社会福祉施設や民間支援団体等へ

の一時保護委託が可能となるよう、委託先の確保に努めま

す。 

県 
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取組名 取組内容 実施主体 

ＤＶ被害者等総合的支援事

業 

（子ども・家庭支援課） 

官民が連携する民間シェルターを設置し、安全な居場所

を提供するとともに、個々の状況に応じた心身の回復支

援、住宅確保支援、就労支援等を切れ目なく実施し、ＤＶ

被害者等の自立支援を行います。 

県 

（民間支

援団体と

協働） 

夜間・休日における一時保護

の対応 

（県民安全対策課） 

 夜間・休日におけるＤＶ被害者の安全確保及び迅速な一

時保護施設への移送を行います。 
警察本部 

危険性の高い被害者に対す

る保護対策 

（県民安全対策課） 

 警察による危険性の高い被害者に対する位置情報通報

装置の貸与、特定通報登録、荷物搬出時の立会い等を実

施し、被害者の安全確保に努めます。 

警察本部 

一時避難場所確保のための

公費負担制度の運用 

（県民安全対策課） 

 危険性・切迫性の高いDV被害者等が、自ら緊急に避難

する場所を確保することが困難であり、かつ、公共施設へ

の入所が困難な場合等に、ホテル等宿泊施設への一時避

難に伴う費用を公費で負担します。 

警察本部 

医師及び心理士による面接

の実施 

（子ども・家庭支援課） 

 保護施設に入所している困難な問題を抱える女性及び

同伴する家族に対して、医師による医学的側面からの判定

や心理士によるカウンセリングを実施します。 

県 

施設 

保護命令制度等、法制度の

適切な利用に向けた支援 

（子ども・家庭支援課、県民安全

対策課） 

 保護命令申立手続きに関する指導・助言及び保護命令

発令後のＤＶ被害者に対する防犯指導を行います。 

県 

警察本部 

ＤＶ被害者等への自立支援

金の貸付 

（子ども・家庭支援課） 

 一時保護所及び女性自立支援施設入所中のDV被害者

等に、保護命令申立費用や離婚調停申立費用等の貸付を

行います。 

県 
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【これまでの取組と課題】                                                    

 

・公益財団法人宮城県国際化協会の通訳サポーター派遣事業の活用 

・障害者支援担当部署等関係機関との連携による支援の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組の方向性】                                                          

 

①通訳等相談体制の充実 

外国人被害者の相談・支援において、通訳の確保等迅速な対応に努めます。 

 

②高齢者・障害者等への支援体制の整備 

高齢者・障害者の保護が必要な場合は、心身の状況を勘案し、高齢者福祉施設等による保護の実施

など、市町村のDV担当課、市町村地域包括支援センター等の高齢者担当課、障害者担当課及び福祉施

設等の関係機関と連携したきめ細かな対応に努めます。 

 

【主な取組】                                                             

 

取組名 取組内容 実施主体 

みやぎ外国人相談センター設

置事業 

（国際政策課） 

外国人県民やその家族の日常生活上の悩み解消を

図るため、多言語の相談窓口の設置・運営を行います。 
県 

宮城県国際化協会の通訳サ

ポーター派遣事業の活用 

（子ども・家庭支援課） 

公益財団法人宮城県国際化協会の通訳サポーター

派遣事業を活用し、外国人被害者に対する適切な対

応と保護の実施に努めます。 

県 

手話通訳員設置事業 

（障害福祉課） 

障害者福祉に理解と熱意を有している手話通訳員を

設置し、聴覚障害者等の家庭生活、社会生活における

コミュニケーションを円滑に行える環境を整えます。 

県 

＜課題＞ 

 外国人の相談者は言葉や文化の違いが障壁となり孤立しやすく、相談窓口の存在を知らない場合

もあることから、相談体制の充実に努めるとともに、外国人被害者に配慮したリーフレット等の作成

など、外国人に対する支援の充実を図る必要があります。 

 高齢者や障害者の支援にあたっては、「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関

する法律」又は「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律」等関係法令に

基づく支援も含めて、市町村や社会福祉施設との連携を図り、円滑な支援体制を構築する必要が

あります。 

 

   

 

保護命令制度 施策１－４ 外国人・高齢者・障害者等への配慮 
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取組名 取組内容 実施主体 

障害者虐待防止対策支援事

業 

（障害福祉課） 

宮城県障害者権利擁護センター運営兼宮城県障害

者差別相談センターを設置・運営し、障害者虐待の未

然防止や早期発見、迅速な対応、その後の適切な支援

を図ります。 

県 

障害者でんわ相談室運営事

業 

（障害福祉課） 

障害者の権利擁護等に係る相談に対応するための

常設の相談窓口を設置し、障害者の人権や権利を擁護

します。 

県 

地域包括支援センター等との

連携 

（子ども・家庭支援課） 

高齢者及び障害者の支援にあたっては、地域包括支

援センターや障害者支援担当部署等と連携を図り、適

切な支援に努めます。 

県 

市町村 
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配偶者からの身体に対する暴力を受けた被害者が、配偶者からの更なる身体に対する暴力により、

又は、配偶者からの生命、身体、自由、名誉若しくは財産に対する脅迫を受けた被害者が配偶者から受

ける身体に対する暴力により、その生命又は心身に重大な危害を受けるおそれが大きいときに、裁判所

が被害者からの申立てにより、配偶者に対して発する命令。 

生活の本拠を共にする交際相手からの身体に対する暴力により、又は、配偶者からの生命、身体、自

由、名誉若しくは財産に対する脅迫を受けた被害者についても準用されることにより、上記と同様の場

合に、保護命令が発せられます。 

 

①被害者への接近禁止命令（期間：１年間） 

  被害者へのつきまといや被害者の住居（当該配偶者又は生活の本拠を共にする交際相手と共に

生活の本拠としている住居を除く。）、勤務先等の近くをはいかいすることを禁止する命令。 

 

②被害者への電話等禁止命令 

被害者に対し、面会を要求すること、電話・メールをすること、緊急時以外の連続した文書の送付・

SNS等の送信、性的羞恥心を害する電磁的記録の送信、位置情報の無承諾取得等を禁止する命

令。被害者からの申立てにより、被害者への接近禁止命令と同時に又はその発令後に発令されます。 

 

③被害者の同居の子又は親族等への接近禁止命令 

被害者と同居する未成年の子又は被害者の親族等へのつきまとい、子の学校等の近くや住居、勤

務先等の近くをはいかいすることを禁止する命令。被害者からの申立てにより、被害者がその同居し

ている子又はその親族等に関して配偶者又は生活の本拠を共にする交際相手と面会することを余儀

なくされることを防止するため必要があると認める場合に、被害者の生命又は身体に危害が加えられ

ることを防止するため被害者への接近禁止命令と同時に又はその発令後に発令されます。 

 

④子への電話等禁止命令 

監視の告知等、著しく粗野乱暴な言動、無言電話、緊急時以外の連続した電話･FAX･メール･

SNS等送信、名誉を害する告知等、性的羞恥心を害する事項の告知等、位置情報の無承諾取得等

を禁止する命令。 

 

⑤被害者と共に生活の本拠としている住居からの退去命令（期間：２か月、特例：６ヶ月） 

配偶者又は生活の本拠を共にする交際相手に被害者と共に生活の本拠としている住居からの退

去及び住居の付近のはいかいの禁止を命ずる命令。住居の所有者又は賃借人が被害者のみである

場合には、申立てにより６か月の期間となります。 

 

命令に違反すると、２年以下の懲役又は２００万円以下の罰金に処せられます。 

保護命令制度 
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【これまでの取組と課題】                                                    

 

・女性相談センター及び保護施設における医師による面接の実施（嘱託医の配置） 

・女性相談センター及び保護施設における心理面接の実施（心理カウンセラーの配置） 

・一時保護所及び女性自立支援施設退所者へのアフターケア（同行支援、電話相談、家庭訪問等）の実施 

・市町村等関係機関へＤＶ被害者が利用可能な各種制度等の情報を記載した「ＤＶ相談の手引き」の

配布 

・保護命令申立て費用等の貸付（ＤＶ被害者等自立支援金貸付事業） 

・弁護士相談支援事業の実施、日本司法支援センター（法テラス）の活用支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組の方向性】                                                          

 

①精神的ケアの充実 

女性相談センター及び女性自立支援施設に医師及び心理士を配置し、医師による医学的対応や心理

士による心理面接など、困難な問題を抱える女性等の心の安定と自立に向けた取組を推進します。また、

退所後もケアが必要な場合は、カウンセリング等を行う医療機関につなぐなど、関係機関と連携を図りな

がら支援の充実に努めます。 

 

②施設退所後のアフターケアの充実 

一時保護所及び女性自立支援施設等の施設退所後の安定した生活を支援するため、電話相談や同

行支援、グループワーク等を実施し、切れ目のない支援を推進します。 

 

③地域における継続的な自立支援の充実 

DV被害者やDV家庭に育った元被害者同士が情報交換し、体験や感情を共有することで「自助力」を

引き出す効果が期待されることから、民間支援団体が実施する自助グループ（語り合いの場）や支援者

を交えての自立支援講座、こころのケア講座等の活動を支援します。 

また、DV家庭や一時保護施設を退所した家庭等に対して、個人情報に配慮しつつ、県・市町村・民間

支援団体が情報共有を行い相互に連携して、地域における継続的な支援に努めます。 

＜課題＞ 

 困難な問題を抱える女性及びＤＶ被害者等の自立のためには、生活資金の確保、離婚、就職など

早急に対応が必要な問題に加えて、被害者や同伴する家族の心身の健康管理、育児、子どもの教

育など生活を営んでいく上での様々な課題を解決しなければなりません。 

 また、住み慣れた地域を離れて生活する中で、様々な困難に直面した際に、困難な問題を抱える女

性及びＤＶ被害者並びに同伴する家族が地域で孤立することがないよう、精神的ケアをはじめ、行

政と民間支援団体との連携・協働による切れ目のない支援体制の整備・充実が必要です。 

 さらに、自立支援となる、住民基本台帳の閲覧制限等の支援措置、医療保険、年金手続き、生活保

護、児童扶養手当、母子・父子・寡婦福祉資金等の各種支援制度の適切な運用について各支援機

関へ周知を図る必要があります。また、ＤＶ加害者が被害者等の個人情報を不正に取得することを

防ぐため、市町村では庁内関係課が連携し、ＤＶ被害者等の個人情報保護の徹底を図る必要があ

ります。 

 ＤＶ被害者が安心した生活を送るためには、保護命令の申立て、離婚調停手続き、面会交流等、解

決すべき様々な法的問題があります。ＤＶ被害者が弁護士相談や弁護士費用の経済的支援制度を

利用して、法的手続きを円滑に行うことができるよう、弁護士会や日本司法支援センター（法テラ

ス）と連携して、支援制度の周知を図り活用を支援する必要があります。 

基本目標２ 困難な問題を抱える女性及びＤＶ被害者等の自立に向けた支援 

施策２－１ 自立のための心のケア・生活に関する支援【重点】 
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④困難な問題を抱える女性及びＤＶ被害者が必要とする各種支援制度の周知と活用への支援 

住民基本台帳事務の閲覧制限の制度や生活保護等の福祉制度、弁護士相談など、困難な問題を抱え

る女性及びＤＶ被害者が自立の過程において利用可能な支援制度を適切に受けられるよう「DV相談の

手引き」等を活用し、支援制度の周知と活用支援に努めます。 

また、自立には、母子生活支援施設への入所措置や生活困窮者自立支援制度など、多様な支援施策

が大きな役割を果たすことから、その適切な運用について周知を図り、活用を促進します。 

 

【主な取組】                                                            

 

 

取組名 取組内容 実施主体 

医師及び心理士による面接

の実施 （再掲） 

（子ども・家庭支援課） 

保護施設に入所している困難な問題を抱える女性及び

同伴する家族に対して、医師による医学的側面からの判定

や心理士によるカウンセリングを実施します。 

県 

施設 

依存症対策総合支援事業 

（精神保健推進室） 

相談拠点である保健所や精神保健福祉センターにおい

て、専門相談や家族教室、集団回復プログラム等を実施し

ます。また専門医療機関及び治療拠点機関にコーディネー

ターを配置し、患者支援、関係機関連携、支援者支援等を

実施します。 

県 

性犯罪被害者等の支援及び

情報提供（再掲） 

（警務課） 

性犯罪被害により重度のストレスにさらされ、日常生活

に支障を来すような様々な心理反応があらわれた性犯罪

被害者等に対し、心理カウンセラー等が面接による支援を

行い、精神的負担の軽減を図ります。また部外の精神科医

や民間の被害者支援団体との連携体制を整備し、途切れ

ることのない充実した支援体制の構築を図ります。 

県警本部 

摂食障害治療支援センター

設置運営事業 

（精神保健推進室） 

精神科・心療内科等を有し、救急医療体制と連携がとれ

た医療機関を「摂食障害支援拠点病院」として位置づけ、

専門的かつ関係機関と連携した総合的な支援を行いま

す。 

県 

ＤＶ被害者等の自立生活の

援助 

（子ども・家庭支援課） 

 一時保護所及び女性自立支援施設を退所したDV被害

者等の自立を援助するため、電話相談や家庭訪問、同行

支援等のアフターケアを実施します。 

県 

（民間支

援団体と

協働） 

ＤＶ被害者等自立支援事業 

（子ども・家庭支援課） 

 地域で自立して生活していくために効果的な自立支援プ

ログラムを実施し、ＤＶ被害者等の心身の回復と自立支援

を行います。 

県 

（民間支

援団体と

協働） 

発達障害児者総合支援事業 

（精神保健推進室） 

 発達障害児者及び家族がライフステージに応じて身近な

地域で支援を受けられる体制を構築し、発達障害者支援

センター運営事業等により相談支援を行います。 

県 

（再掲）：前に掲げた取組を再度掲載すること 
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取組名 取組内容 実施主体 

住民基本台帳の閲覧制限制

度の適切な運用 

（子ども・家庭支援課） 

DV被害者からの申出に基づき、加害者からの不当な目

的による住民基本台帳の閲覧請求等があった場合に、閲

覧を制限するなど、被害者の安全確保のための情報保護

について、市町村と適切な連携を図り、制度の適切な運用

に努めます。 

県 

「DV相談の手引き」の活用促

進 

（子ども・家庭支援課） 

DV被害者が利用可能な各種支援制度等の情報を記載

した「DV相談の手引き」を活用し、ＤＶ被害者のニーズに

応じた適切な支援制度の情報提供に努めます。 

県 

市町村 

弁護士支援体制整備事業 

（子ども・家庭支援課） 

仙台弁護士会と連携し、DV等家庭問題に精通した弁護

士から法的助言や協力等を求め、ＤＶ被害者の意向に添っ

た支援に努めます。  

県 

ＤＶ被害者等への自立支援

金の貸付（再掲） 

（子ども・家庭支援課） 

一時保護所及び女性自立支援施設入所中のDV被害者

等に、保護命令申立費用や離婚調停申立費用等の貸付を

行います。 

県 

日本司法支援センター（法テ

ラス）の活用支援 

（子ども・家庭支援課） 

日本司法支援センター（法テラス）の民事法律扶助制度

やDV等被害者法律相談援助制度の情報提供と適切な運

用に努めます。 

県 

母子父子家庭等特別相談事

業 

（子ども・家庭支援課） 

宮城県母子・父子福祉センター及び県福祉事務所にお

いて、母子・父子・寡婦家庭が抱える問題の解決のため、

弁護士による無料の法律相談を実施します。 

県 

母子生活支援施設への入所 

（子ども・家庭支援課） 

母子生活支援施設の支援を必要としている困難な問題

を抱える女性等に対して、母子生活支援施設の入所措置

を行うとともに、入所後も母子の心身の状況等に応じ、必

要な支援を継続していきます。 

県 

市 
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【これまでの取組と課題】                                                    

 

・住宅確保支援のための貸付事業の実施、身元保証人確保事業の実施 

・県営住宅入居に係る優遇措置、目的外使用の実施 

・ＤＶ被害者への県営住宅募集案内の情報提供 

・住宅確保要配慮者向け賃貸住宅登録制度の周知・活用支援 

・就業支援に関する各種制度の周知、活用支援 

・就業相談や就業支援講習会の実施 

・ひとり親家庭に対する資格取得のための支援（給付金・貸付金） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組の方向性】                                                           

 

①民間賃貸住宅への入居支援 

困難な問題を抱える女性及びDV被害者への自立支援金の貸付や身元保証人の確保対策の制度内

容について情報提供し、活用を促すとともに、DV被害者の住居確保の支援について、引き続き検討を進

めていきます。また、生活困窮者自立支援制度による住居確保給付金や生活福祉資金貸付制度の一層

の周知を図り、生活に困窮する困難な問題を抱える女性及びＤＶ被害者の住居の確保を支援します。 

 

②県営住宅入居の優遇制度と目的外使用による支援の充実 

県営住宅の入居について、DV被害者世帯を対象に、定期募集時の抽選倍率優遇制度の実施に加え、

県営住宅等の目的外使用の活用により、DV被害者の居住の安定を図ります。 

 

③民間賃貸住宅等による住宅セーフティネットの充実 

住居の確保に配慮が必要なDV被害者に対して、住まい探しの相談や緊急連絡先の確保等、DV被害

者の入居を拒まない賃貸住宅の紹介等を行い、民間賃貸住宅への円滑な入居促進を図ります。 

 

 

 

 

＜課題＞ 

 ＤＶ被害者の多くは加害者からの追及を避けるため、今までの居住地とは異なる場所で新たな  

生活を始めることが多いことから、住宅の確保が課題となっています。 

 頼れる親族等がいないＤＶ被害者等の自立は、身元保証人の確保など契約そのものに困難を極め

る場合が少なくないことから、家賃債務保証の活用・情報提供に努める必要があります。また、転居

先として民間住宅を希望するＤＶ被害者に対して、住宅確保要配慮者向け賃貸住宅登録制度等の

利用についての情報提供等、入居支援制度の情報収集・周知に努める必要があります。また、ＤＶ

被害者の居住の安定・自立支援のため、引き続き県営住宅の抽選倍率の優遇措置や目的外使用

を実施する必要があります。 

 困難な問題を抱える女性及びＤＶ被害者の職業的自立を可能とするためには、就業支援が必要で

す。現状では女性自立支援施設の多くが生活保護を受給しており、職業的自立が課題となってい

ます。また、ＤＶ被害者は十分な就業経験がないことも多く、ＰＴＳＤ等の疾患、加害者からの安全確

保、子どもの保育問題等、様々な課題を抱えている可能性もあることから、一人ひとりの状況に応

じた就業支援が必要です。 

 

施策２－２ 生活基盤（住宅・就業等）を整えるための支援 【重点】 
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④就業及び経済的支援に関する支援制度の周知・活用支援 

ハローワークや就業支援、職業訓練を行う関係機関と連携し、DV被害者に対し就業支援事業の情報

提供を行います。また、宮城県母子・父子福祉センターが実施する就業相談や就業支援講習会等につい

て情報提供し、その活用を支援します。 

 

【主な取組】                                                             

 

取組名 取組内容 実施主体 

身元保証人の確保対策 

（子ども・家庭支援課） 

一時保護所、女性自立支援施設及び母子生活支援施

設等を退所するDV被害者等が就職や民間住宅を賃貸

する際に、施設長が保証人となることで、DV被害者等の

社会的自立を促進します。 

県 

ＤＶ被害者等への自立支援

金の貸付（再掲） 

（子ども・家庭支援課） 

一時保護所及び女性自立支援施設に入所中のDV被

害者等の自立を支援するため、就職活動に係る費用や

家賃保証契約に係る保証料等を貸付します。 

県 

県営住宅の応募者への優遇

措置の実施 

（住宅課） 

県営住宅の応募の際に、住宅に困窮するDV被害者に

ついて、一般世帯に比べ当選確率を２倍とする優遇措置

を行います。 

県 

県営住宅等の目的外使用の

活用による支援 

（住宅課） 

一時保護や施設保護の後５年以内又は保護命令中等

のDV被害者で、生命・身体の危機がある場合又は現在

居住している住宅に居住し続けることが困難となった者

に対して、県営住宅等の目的外使用により、原則3か月

以内、住居を提供します。 

県 

住宅セーフティネットの充実 

（住宅課） 

平成29年10月に開始した新たな住宅セーフティネッ

ト制度の効果的な運用に向け、みやぎ住まいづくり協議

会において、住宅確保要配慮者（※）の賃貸住宅等への

円滑な入居に向けて取り組みます。 

※低額所得者、高齢者、障害者等の住宅の確保に配

慮を要する者で、ＤＶ被害者等が含まれます。 

県 

みやぎの女性つながり型サ

ポート支援事業 

（共同参画社会推進課） 

様々な課題や不安を抱え、孤立している女性に対し

て、社会的なつながり・絆を回復するため、地域の実情を

把握するＮＰＯ法人へ委託し、相談内容を聞き取り自立

支援や就業支援との連携を行います。 

県 

（民間支援

団体と協

働） 

生活困窮者自立促進支援

事業 

（社会福祉課） 

生活困窮者自立支援法に基づき、生活困窮者の相談

支援窓口を設置し、本人の状態に応じた支援プランを作

成の上、伴走型の支援を実施するとともに、住居確保給

付金や一時生活支援事業、就労準備支援事業などによ

り、相談者の安定した住居の確保や就労支援を実施しま

す。 

県 

市 
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取組名 取組内容 実施主体 

生活福祉資金貸付制度の

活用 

（社会福祉課） 

DV被害者等を含む低所得者に対し、転居費や緊急

小口資金などの資金の貸付を行い、経済的な自立と生

活の安定を図ることができるよう、制度の情報提供及び

相談窓口等との連携強化に努めます。 

社会福祉

協議会 

母子家庭等就業・自立支援

センター事業 

（子ども・家庭支援課） 

宮城県母子・父子福祉センターにおいて、就業相談、

就業情報の提供、各種就業支援講習会の開催等、就業・

自立支援サービスを提供します。 

県 

自立支援教育訓練給付金 

（子ども・家庭支援課） 

母子家庭の母、父子家庭の父が、就職のための教育

訓練講座を受講した際に、受講料の一部を支給します。 
県 

高等職業訓練促進給付金 

（子ども・家庭支援課） 

母子家庭の母、父子家庭の父が就職に有利な資格を

取得するため、１年以上養成訓練を受講する場合、養成

訓練期間中、定額の給付金を支給します。 

県 

高等職業訓練促進資金貸

付金 

（子ども・家庭支援課） 

高等職業訓練促進給付金を活用して、就職に有利な

資格の取得を目指す母子家庭の母、父子家庭の父に対

し、入学準備金や就職支援金の貸付を行います。 

県 

ひとり親家庭等自立促進対

策事業 

（子ども・家庭支援課） 

生活状況が不安定な状況にあるひとり親家庭に対し

て、子育てをしながら自立した生活ができるよう支援を

行う。 

県 

安定就労に向けた人材育成

事業 

（産業人材対策課） 

非正規社員・離転職者等の不安定な就労形態から安

定的な就労形態へ転換するための人材育成支援に取り

組みます。 

県 

みやぎ女性のキャリア・リス

タート支援センター 

（雇用対策課） 

子育て期の女性の就職・転職などを支援する相談窓

口を設置し、キャリアコンサルタントによる個別カウンセリ

ングやセミナー等を実施します。 
県 

生活保護受給者等就労自

立促進事業 

（宮城労働局） 

児童扶養手当受給者に対し、福祉事務所とハローワ

ークが連携して、就労支援を行います。 
国 
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住宅セーフティネット法に基づき平成29年10月にスタートした制度であり、DV被害者、高齢者、低所

得世帯等の住宅の確保に配慮を要する方々（要配慮者）に対して、その入居を拒まない民間賃貸住宅の

供給を促進するとともに、要配慮者に対して、入居の相談等の支援を併せて行う制度です。 

 

 

住宅セーフティネット制度 

 

※国土交通省パンフレットから引用 
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【これまでの取組と課題】                                                     

 

・児童相談所との情報共有 

・市町村要保護児童対策地域協議会を活用した情報共有 

・女性相談センター等におけるＤＶ被害者と同伴する子どもの一時保護 

・児童相談所による同伴する子どもの一時保護 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組の方向性】                                                          

 

①DV対応機関と児童虐待対応機関との連携体制の構築 

DV対応機関と児童虐待対応機関の連携を強化していくため、国の調査研究から得られた連携におけ

るガイドライン等を活用し、各機関がDV又は児童虐待を把握した場合にスムーズに相談や情報共有が

できる連携体制の構築を進めます。 

 

②要保護児童対策地域協議会への参画促進 

配偶者暴力相談支援センターや県福祉事務所等のDV相談機関が要保護児童対策地域協議会に参

画するよう市町村へ協力を求め、要保護児童対策地域協議会を通じた情報共有や支援方法を協議する

仕組みや担当者間の顔の見える関係を構築し、DV被害者及び同伴する子どもの支援の充実を図ります。 

 

 

 

＜課題＞ 

 児童相談所への児童虐待相談件数は年々増加の一途をたどっており、子どもの生命が奪われる重

大な事件も後を絶たないなど、依然として深刻な社会問題となっています。また、DVと密接に関係

する児童虐待事案も増加していることから、令和元年６月に「児童虐待防止対策の強化を図るため

の児童福祉法等の一部を改正する法律」が公布され、児童虐待防止対策とDV被害者の保護対策

の強化を図るため、DV被害者及びその同伴する家族を保護するために相互に連携・協力すべき関

係機関として「児童相談所」が明記されました。また、保護の対象であるDV被害者に「同伴する家

族」が含まれる旨明記されました。 

 DV家庭に育つ子どもは心理的虐待の被害児童です。また、加害者の暴力が子どもに向かい身体

的虐待となったり、心身に傷を負ったDV被害者が子どもの養育を放棄してしまうなど、児童虐待が

深刻化する可能性もあります。このような事案から子どもを守るためには、早期発見・早期対応が

不可欠です。 

 DV対応機関と児童虐待対応機関は、DVと児童虐待が密接に関係していることを念頭に対応する

とともに、各機関がDV事案又は児童虐待事案を把握した場合の支援の提供や介入状況につい

て、緊密に相談・情報共有できる連携体制を構築しておく必要があります。 

 また、困難な問題を抱える女性とDV家庭が抱える問題は、子どもが抱える問題と密接な関係にあ

る場合も想定されることから、子どもと子どもが育つ家庭に対する相談窓口を設置し、問題の早期

発見と安全確保を図ることも重要です。 

基本目標３ 困難な問題を抱える女性の家庭に育つ子どもへの支援及び 

ＤＶの家庭に育つ子どもの安全・安心の確保 

施策３－１ 問題の早期発見と安全確保 【重点】 
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③子育て家庭へのDV防止啓発の推進（再掲） 

子育てに関する相談から、DVや児童虐待の発見につながる場合もあることから、子育て家庭にとって

身近な機関である市町村こども家庭センター（子育て支援センターや子育て世代包括支援センター等）

に、DVや児童虐待に関する知識や相談窓口を掲載したリーフレット等を配布し、いち早く、DV及び児童

虐待の気づきと相談につなげるための啓発を推進します。また、DV対応機関と子育て支援センター等の

子育て支援機関や母子保健担当機関との連携を強化し、被害の早期発見、迅速な対応に努めます。 

 

④同伴する子どもの適切な一時保護の実施 

女性相談センター、県保健福祉事務所、市町村、児童相談所、警察等の関係機関が緊密な連携を図り、

同伴する子どもの安全を守れる場所を確保します。 

 

⑤子どもと子どもが育つ家庭に対する相談窓口等の設置 

困難な問題を抱える女性とDV家庭が抱える問題は、子どもが抱える問題と密接な関係にある場合も

想定されることから、子どもと子どもが育つ家庭に対する相談窓口を設置し、問題の早期発見と安全確

保を図ります。 

 

【主な取組】                                                             

 

取組名 取組内容 実施主体 

ＤＶと児童虐待が併存する事案

に対する情報共有・支援体制の

構築 

（子ども・家庭支援課） 

ＤＶ及び児童虐待対応機関に国の「DV対応と児童虐

待対応の連携強化に関する調査研究」から得られた連

携を判断するためのアセスメントツールや連携における

ガイドラインの活用を促し、各機関がDV又は児童虐待

を早期に把握し、支援につなげる体制作りを進めます。 

県 

市町村 

要保護児童対策地域協議会へ

の参画促進 

（子ども・家庭支援課） 

 配偶者暴力相談支援センターや県福祉事務所等の

DV相談機関が要保護児童対策協議会に参画するよう

市町村へ協力を求め、同伴する子どもの支援の充実を

図ります。 

県 

市町村 

子育て家庭へのDV及び児童虐

待予防啓発資料の配布（再掲） 

（子ども・家庭支援課） 

市町村等と連携し、こども家庭センター（子育て支援

センターや子育て世代包括支援センター等）の子育て

支援機関等に、DVや児童虐待に関する知識や相談窓

口を掲載したリーフレット等を配架します。 

県 

市町村 

同伴する子どもの適切な一時保

護の実施 

（子ども・家庭支援課） 

 DV被害者とその子どもを切り離して対応するのでは

なく、被害親子の包括的な安全確保に努めます。 
県 

児童相談所と連携した同伴する

子どもの安全確保 

（子ども・家庭支援課） 

DV加害者から虐待を受けている同伴する子どもに

ついて、被害の早期発見・早期介入に向けた支援が適

切に実施されるよう、児童相談所と密接に連携し、同伴

する子どもの安全確保に努めます。 

県 

市町村 

要保護児童対策地域協議会機

能強化事業（再掲） 

（子ども・家庭支援課） 

市町村の要保護児童対策地域協議会の構成機関等

を対象とした研修会を開催し、要保護児童対策地域協

議会の機能強化を支援します。 

県 
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取組名 取組内容 実施主体 

家庭相談員 

（子ども・家庭支援課） 

各保健福祉事務所に設置された家庭児童相談室が、

家庭における様々な福祉に関する事項について訪問・

相談を受け付けます。 

県 

教育相談充実事業 

（義務教育課） 

県内すべての小学校、中学校、義務教育学校にスク

ールカウンセラーを派遣・配置し、当該学校の児童生

徒、保護者の相談、教職員の相談に対応します。 

教育庁 

心のサポートアドバイザーの配

置・派遣 

（義務教育課） 

義務教育課内に心のサポートアドバイザーを配置し、

児童生徒や保護者からの心のケアに関する相談に応じ

ます。 

教育庁 

こども・若者支援体制強化事業

（再掲） 

（共同参画社会推進課） 

ひきこもりや不登校等、社会生活を円滑に営む上で

の様々な困難を有する子ども・若者（概ね３９歳まで）と

その家族に対する支援を効果的に実施するため、ワン

ストップ窓口として石巻圏域子ども・若者総合相談セン

ターを設置するとともに、子ども・若者支援地域協議会

を設置し支援機関のネットワークの構築・強化を図りま

す。 

県 

子どもメンタルクリニックサポー

ト事業 

（子ども・家庭支援課） 

不登校、ひきこもり、心身症等、心の問題を有する児

童の相談、診療、指導を行うとともに、その家族や関係

者への支援を行います。 

県 

児童家庭支援センター事業 

（子ども・家庭支援課） 

地域の子どもに関する問題について、地域住民や市

町村からの相談に応じ、児童相談所と連携を取りなが

ら助言、指導を行います。 

県 

児童虐待防止強化事業 

（子ども・家庭支援課） 

子育ての不安解消、子ども世帯・子どもの孤立、児童

虐待の防止等を図るため、子ども・子育て世帯などを対

象としたＬＩＮＥ相談窓口を設置します。 

県 

児童虐待防止事業 

（子ども・家庭支援課） 

児童の安全確保の一層の充実を図るため、夜間休日

の児童相談所共通ダイヤルの受付を行う。 
県 

児童生徒の心のサポート班の設

置 

（義務教育課） 

東部教育事務所及び大河原教育事務所内に「児童

生徒の心のサポート班」を設置し、児童生徒、家庭、学

校に関する相談について、教育職・心理職・福祉職の３

職種の専門職員がチームで対応します。 

教育庁 

スクールソーシャルワーカー活用

事業 

（義務教育課） 

スクールソーシャルワーカーを県内全市町村（仙台市

を除く）に配置し、要請のある学校に派遣することで、福

祉的な視点から児童生徒に影響を及ぼしている家庭や

学校、地域等の環境に働き掛け、関係機関との連携を

図り、児童生徒や保護者を支援します。 

教育庁 

総合教育相談事業 

（高校教育課） 

児童生徒、保護者等の悩みの解消と児童生徒がより

よい学校生活を送ることができるよう、不登校・発達支

援相談室、24時間子供SOSダイヤル、SNS相談の事

業を展開します。 

教育庁 
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取組名 取組内容 実施主体 

ひきこもり支援推進事業 

（精神保健推進室） 

ひきこもりが長期化・重度化する前に早期に発見し、

必要な支援機関につなげる体制を構築し、家族支援や

居場所支援など本人の状態等に応じて相談支援を行

います。 

県 

ヤングケアラー支援体制強化事

業 

（子ども・家庭支援課） 

ヤングケアラーやその保護者を対象に相談対応、ヤン

グケアラー同士が悩みや経験を共有し合うサロン等を

行います。 

県 
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【これまでの取組と課題】                                                    

 

・保育・教育関係者を対象としたＤＶ予防啓発講座の実施（市町村共催） 

・児童虐待防止・対応研修会の開催 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組の方向性】                                                          

 

①DV対応と児童虐待対応の相互理解・連携強化を目指した専門研修の充実 

専門的知識を有する民間支援団体と連携して、相互理解を図るための研修や困難事例への対応を学

ぶ専門的な研修会を開催し、ＤＶ及び児童虐待対応職員のスキルアップを図ります。また、ＤＶと児童虐

待が併存する事案への対応について、事例検討会議等を開催し、お互いの役割や支援方針の共有を進

めます。 

 

②保育・教育関係者等への研修の充実 

学校生活等において、DV被害者の子どもが適切な配慮を受けられるようにするため、子どもと日常的

に接することが多い教員、養護教諭、スクールカウンセラー等の教育関係者や保育士等の保育関係者に

対して、DVの特性や配慮すべき事項等について、研修等のあらゆる機会を捉えた周知に努めます。 

 

 

【主な取組】                                                             

 

取組名 取組内容 実施主体 

ＤＶ対応と児童虐待対応に関す

る研修会の開催 

（子ども・家庭支援課） 

 ＤＶ対応職員と児童虐待対応職員が、DV及び児童虐

待に関する知識と困難事例への対応方法等を習得でき

る研修会を開催します。 

県 

保育・教育従事者向け研修会の

開催 

（子ども・家庭支援課） 

 子どもと直接接する保育・学校関係者を対象に、DV

と児童虐待が密接な関係にあることやDVが子どもに及

ぼす影響等の理解を深める研修会を開催します。 

県 

市町村 

教育関係者へのDV予防啓発の

推進 

（子ども・家庭支援課） 

研修会の開催や教職員向けデートDV対応の手引き

等の活用により、教育関係者に対してデートDVやDV

の意識啓発を図ります。 

県 

市町村 

＜課題＞ 

 ＤＶと児童虐待が併存する事案を早期に発見し、適切に対応するためには、各々の担当職員がＤＶ

と児童虐待の相互関連やその複雑さについて理解を深めることが重要です。 

 また、ＤＶ対応機関ではＤＶ被害者に、児童虐待対応機関では被虐待児童に焦点があたりがちです

が、各機関で取り得る具体的な支援内容や役割を共有し、ＤＶ被害者とその子どもへの包括的な支

援方法と対応スキルを身につけることが重要です。 

 DV家庭に育つ子どもと直接接する保育・学校関係者がＤＶと児童虐待の知識を正しく理解し、被

害の早期発見に努めるとともに、加害者からの追及等から子どもの安全を守ることなど、適切な配

慮が必要です。 

施策３－２ DV対応と児童虐待対応の相互理解の促進 
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取組名 取組内容 実施主体 

児童虐待防止・対応研修会の 

開催 

（子ども・家庭支援課） 

児童虐待を発見しやすい立場にある教職員等を対象

に、児童虐待を発見した際の対応方法等に関する研修

会を開催し、児童虐待の対応力向上を図ります。 

県 

要保護児童対策地域協議会  

機能強化事業（再掲） 

（子ども・家庭支援課） 

市町村の要保護児童対策地域協議会の構成機関等

を対象とした研修会を開催し、要保護児童対策地域協

議会の機能強化を支援します。 

県 
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【これまでの取組と課題】                                                    

 

・一時保護所及び女性自立支援施設に入所している女性の同伴する子どもに対する心のケアと学習

支援の実施 

・保育所や学校との定期的な連絡会議の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組の方向性】                                                          

 

①同伴する子どもに対する心理的ケアの実施 

心理的ケアを必要としている同伴する子どもについては、女性相談センターや児童相談所、医療機関、

学校等の関係機関と協力・連携の下、症状や発達段階に応じたきめ細かな心のケアを推進します。 

 

②一時保護施設における保育・学習支援の充実 

通学が制限される一時保護所及び女性自立支援施設入所中の同伴する子どもについて、学習ボラン

ティアの活用のほか、教育機関とも連携しながら学習環境の整備に努めるとともに、引き続き保育士・学

習支援員を配置し、一人ひとりの状況に応じた保育や学習指導を行うなど、学習支援体制の充実を図り

ます。 

 

③児童相談所等と連携した同伴する子どもへの支援の充実 

ＤＶと児童虐待が密接な関係にあることを踏まえ、同伴する子どもの個々の状況に応じ、児童相談所

や市町村、学校等との連携による事例検討会等を通じて、同伴する子どもへの支援の充実に努めます。 

 

④同伴する子どもの地域における見守り・アフターケアの充実 

一時保護所や女性自立支援施設退所後においても、退所先市町村の要保護児童対策地域協議会と

連携した継続的な見守り支援や、母子生活支援施設への入所による中長期的な支援の充実を図ります。

また、経済的、環境的な要因により、子どもが教育等の様々な機会を逃すことが無いよう支援を行います。 

＜課題＞ 

 ＤＶにより一時保護される被害女性は、全体の約７割を占め、また全体の約半数が子どもを同伴し

ているなど、一時保護されるＤＶ被害女性は子どもを同伴する場合が多い状況にあります。 

 ＤＶのある家庭に育つ子どもは、自身に対する暴力やＤＶの現場を目撃したことにより、ストレスや

心に大きな傷を負い、人格形成や成長過程への深刻な影響が懸念されます。中には、暴力的な言

動がみられる子どもやＰＴＳＤ（心的外傷後ストレス障害）などの症状を伴うこともまれではなく、同

伴する子どもに対する心理的ケア等、適切な対応が必要です。 

 ＤＶ被害者は暴力を受けることにより恐怖や無力感等精神的に不安定となり、子どもに対してネグ

レクト（育児放棄）などの虐待をしてしまうことがあると言われています。そのため、児童相談所や市

町村要保護児童対策地域協議会、学校、保育所等と連携して、被害の早期発見と安全確保、心身

のケアが適切に受けられるよう、支援体制の充実を図る必要があります。また、加害者の追及や同

伴する子どもの連れ去りが予測される場合には、学校、保育所等と同伴する子どもに関する情報管

理を徹底することが必要です。 

 一時保護所及び女性自立支援施設に入所している女性の同伴する子どもは通学等が制限されて

いることから、保育士や学習支援員による一人ひとりに応じた保育や学習指導を行い、退所後も安

心して保育所や学校に通えるよう、支援する必要があります。 

施策３－３ 同伴する子どもに対する支援体制の充実 
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【主な取組】                                                             

 

取組名 取組内容 実施主体 

心理カウンセラーの配置 

（子ども・家庭支援課） 

 心理的ケアを必要としている同伴する子どもについて

は、心理カウンセラーによるケアを実施し、早期の心の

回復に努めます。 

県 

施設 

学習支援員及び学習ボランティ

アによる保育・学習支援の実施 

（子ども・家庭支援課） 

 一時保護所及び女性自立支援施設入所中の同伴す

る子どもに対して、学習支援員や学習ボランティアによ

る一人ひとりに応じた保育や学習指導を行います。 

県 

施設 

児童相談所等との連携による同

伴する子どもへの支援 

（子ども・家庭支援課） 

同伴する子どもの個々の状況に応じて、児童相談所

や市町村、教育機関との連携による事例検討会等を通

じて、同伴する子どもへの支援の充実に努めます。 

県 

市町村 

施設退所先の要保護児童対策

地域協議会と連携した見守り支

援の実施 

（子ども・家庭支援課） 

 一時保護所や女性自立支援施設退所後においても、

退所先市町村の要保護児童対策地域協議会と連携し、

子どもの状況に寄り添った支援の充実を図ります。 

県 

市町村 

母子生活支援施設への入所 

（再掲） 

（子ども・家庭支援課） 

DV被害者及び同伴する子どもの心身の健康や安定

において必要と判断される場合は、母子生活支援施設

による継続的な支援の充実に努めます。 

県 

市 

プロスポーツチームとの連携に

よるスポーツ機会拡大事業 

（スポーツ振興課） 

県内4つのプロスポーツチームと連携し、経済的、環

境的な要因からスポーツにアクセスしにくい家庭の児童

生徒及び保護者に対し、プロの人材によるスポーツ教

室の開催等によりスポーツを「する」機会を拡大すると

ともに、プロスポーツの試合へ招待しスポーツを「みる」

機会を提供します。 

県 
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【これまでの取組と課題】                                                                     

 

・女性支援事業関係機関ネットワーク連絡協議会（旧婦人保護事業関係機関ネットワーク連絡協議会）を

活用した情報共有 

・民間支援団体を対象とした各種研修会や補助金制度の情報提供 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組の方向性】                                                                            

 

①民間支援団体の活動に対する支援の充実 

NPO等の民間支援団体が継続的に運営され、発展的に活動していくため、民間支援団体の自主性・

自立性に配慮しながら、民間支援団体が行う活動への助言、広報の協力などにより、民間支援団体の活

動を支援します。また、民間支援団体が活用できる助成金等の情報を収集し、民間支援団体への情報提

供と活用支援に努めます。 

 

②困難な問題を抱える女性及びＤＶ被害者支援制度等に関する情報提供の促進 

困難な問題を抱える女性及びDV被害者への支援制度や補助金等のDV被害者支援に関する情報に

ついて、民間支援団体へ情報提供を行い、官民連携によるDV被害者支援の充実を図ります。 

 

【主な取組】                                                                                

 

取組名 取組内容 実施主体 

民間支援団体が行う活動の周

知・広報活動の支援 

（子ども・家庭支援課） 

民間支援団体が行う活動について、民間支援団体の

要望に応じて、広報等の協力を行います。 

県 

市町村 

宮城県配偶者暴力被害者等支

援調査研究事業補助金の実施 

（子ども・家庭支援課） 

内閣府が実施する「性暴力・配偶者暴力被害者等支

援交付金」を活用し、民間支援団体へ財政的支援を行

います。 

県 

民間支援団体向けスーパーバイ

ズ等の検討 

（子ども・家庭支援課） 

民間支援団体の支援における様々な課題について相

談できるスーパーバイズの仕組みについて検討します。 
県 

民間支援団体に対する各種施

策、国の通知等の提供 

（子ども・家庭支援課） 

DV被害者支援制度や民間支援団体を対象とした補

助金等の情報について、随時情報提供を行います。 
県 

＜課題＞ 

 民間支援団体は、ＤＶ防止法の制定以前からＤＶ問題に取り組むなど、女性及びＤＶ被害者支援の

ための豊富なノウハウを有しており、支援において重要な社会資源となっています。 

 民間支援団体は財政面など様々な課題を抱えている場合もあり、民間支援団体の有する知見や経

験、専門性を維持・継承していくために、民間支援団体の運営基盤を支えていくための支援が求め

られています。県では、国と協働して、民間支援団体の要望に応じた財政的支援や民間支援団体

が行う活動への助言・広報の協力等、必要な支援の検討を進めていく必要があります。 

 

 

基本目標４ 民間支援団体との連携・協働 

施策４－１ 民間支援団体への支援 
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【これまでの取組と課題】                                                                     

 

・夜間・休日電話相談事業の委託 

・官民連携事業の実施 

・女性相談センター及び女性自立支援施設退所者に対するアフターケア事業の委託 

 

 

 

 

 

 

【取組の方向性】                                                                             

 

①自治体と民間支援団体とのネットワークの構築 

女性支援事業関係機関ネットワーク連絡協議会（旧婦人保護事業関係機関ネットワーク連絡協議会）

や市町村が設置するDV協議会等に民間支援団体の参画を促進し、民間支援団体が有するDV被害者

支援に関する情報やノウハウ等を共有するとともに、官民が連携した支援体制の構築やネットワーク強化

に向けた取組を推進します。 

 

②民間支援団体の専門的知識の活用促進 

民間支援団体の有する豊富なノウハウは、困難な問題を抱える女性及びDV被害者支援における重要

な社会資源であることから、相談業務や研修等において、民間支援団体の専門的知見を活用し、被害者

支援の充実を図ります。また、日頃から行政と民間が情報を共有し、対等な関係性において支援方針等

を検討する体制の構築に努めます。 

 

③民間シェルターへの一時保護委託、ステップハウスの活用促進 

民間シェルターへの一時保護委託やステップハウスの活用等、民間支援団体と連携した支援のあり方

やステップハウス等の運営に必要な支援について、検討を進めていきます。 

 

【主な取組】                                                                                 

  

取組名 取組内容 実施主体 

女性支援事業関係機関ネットワ

ーク連絡協議会への参加促進 

（子ども・家庭支援課） 

女性支援事業関係機関ネットワーク連絡協議会や市

町村が設置するDV協議会等へ民間支援団体の参加

を促進し、情報共有、連携強化を図ります。 

県 

市町村 

ＳＮＳ相談事業（再掲） 

（子ども・家庭支援課） 

若年層を中心にSNSがコミュニケーション手段の中

心となっている実態を踏まえ、メール・チャット相談窓口

を設置し、相談に応じます。 

県 

（民間支

援団体と

協働） 

女性相談員スキルアップ研修会

の実施（再掲） 

（子ども・家庭支援課） 

ＤＶ等女性支援に携わる行政機関や民間支援団体

の相談員を対象に、専門家による研修会を実施し、専

門的知識の習得と支援技術の向上を図ります。 

県 

（民間支

援団体と

連携） 

＜課題＞ 

 民間支援団体は困難な問題を抱える女性とＤＶ被害者の安全確保とその後の生活再建や自立支

援における重要な役割を担っており、困難な問題を抱える女性とＤＶ被害者の支援という共通の目

的のもと、民間と行政が対等な立場で、考え方や情報を共有し、連携して支援にあたる体制強化及

び取組を進めていく必要があります。 

 

 

施策４－２ 民間支援団体との連携強化 【重点】 
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取組名 取組内容 実施主体 

女性のための出張相談事業（再

掲） 

（子ども・家庭支援課） 

困難な問題を抱える女性とＤＶ被害者が居住する場

所に応じた出張相談（アウトリーチ相談）を実施し、問題

の早期発見・早期対応を図ります。 

県 

（民間支

援団体と

協働） 

ＤＶ被害者等の自立生活の援助

（再掲） 

（子ども・家庭支援課） 

一時保護所及び女性自立支援施設を退所したDV

被害者等の自立を援助するため、電話相談や家庭訪

問、同行支援等のアフターケアを実施します。 

県 

（民間支

援団体と

協働） 

ＤＶ被害者等自立支援事業（再

掲） 

（子ども・家庭支援課） 

地域で自立して生活していくために効果的な自立支

援プログラムを実施し、ＤＶ被害者等の心身の回復と自

立支援を行います。 

県 

（民間支

援団体と

協働） 

みやぎの女性つながり型サポート

支援事業（再掲） 

（共同参画社会推進課） 

様々な課題や不安を抱え、孤立している女性に対し

て、社会的なつながり・絆を回復するため、地域の実情

を把握するＮＰＯ法人へ委託し、相談内容を聞き取り自

立支援や就業支援との連携を行います。 

県 

（民間支

援団体と

協働） 

夜間・休日ＤＶ電話相談（再掲） 

（子ども・家庭支援課） 

夜間・休日に電話相談窓口を開設し、ＤＶ被害者等

からの相談に応じます。 

県 

（民間支

援団体と

協働） 

民間支援団体と連携した一時保

護等の支援の実施 

（子ども・家庭支援課） 

民間支援団体と連携し、困難な問題を抱える女性及

びＤＶ被害者の意向を尊重した一時保護の支援に努め

ます。またステップハウスの活用など、民間支援団体と

連携する支援の拡充について検討します。 

県 

（民間支

援団体と

協働） 
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【これまでの取組と課題】                                                         

 

・ＤＶ予防啓発リーフレット、県政だより、ホームページ等による相談窓口の周知と意識啓発 

・パープルライトアップ等の実施（女性に対する暴力をなくす運動期間中） 

・市町との共催による「ＤＶ予防啓発講座」の開催 

・ＤＶ・ストーカー防止のための出前講座の実施 

・市町村基本計画策定促進のため、「基本計画策定の手引き」の配布及び研修会等の場を活用した助言・

指導 ＜市町村基本計画策定数14市10町1村（R５.4現在）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組の方向性】                                                           

 

①県民に対する啓発・広報の充実 

県民一人ひとりがＤＶ問題に関心を持つことができるよう、県の広報誌やホームページ、ＳＮＳなど各種

広報媒体やリーフレットなどを活用し、ＤＶに関する正しい理解を深める啓発や被害者に対する相談窓口

及び相談によって受けられる支援などの広報の充実を図ります。 

 

②市町村や民間支援団体等との連携による啓発の展開 

「女性に対する暴力をなくす運動」期間に、市町村や企業、民間支援団体と連携し、ポスターやリーフレ

ットの配布・掲示、パープルライトアップ等を実施し、女性に対する暴力の根絶に向けて、より効果的な啓

発に努めます。 

 

③市町村基本計画の策定促進 

DV防止法に基づく市町村基本計画について、未策定の町村に対し、各種会議・研修の機会や「市町

村基本計画策定の手引き」等を活用した助言・支援を行い、策定を促進するとともに、男女共同参画の

視点も考慮した計画の策定を支援します。 

 

 

 

 

 

 

＜課題＞ 

 配偶者からの暴力等を容認しない社会の実現のためには、県民一人ひとりがＤＶに関する正しい

理解を深め、ＤＶは犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害であることを認識し、ＤＶを根絶する

社会的気運を醸成する必要があります。 

 多くの県民がＤＶ問題に触れることができるよう、市町村や民間団体等と連携した啓発活動の  

実施、若年層を対象としたＳＮＳを活用した広報の実施等、更なる広報・啓発活動を進めていく必要

があります。 

 市町村は住民にとって最も身近な相談窓口であり、被害者支援につながる多様な支援施策を有し

ていることから、各種施策を十分に活用し地域の実情に応じた取組を一層充実させていく必要が

あります。そのため、各市町村がＤＶ対策の具体的な取組を明確にし、その取組を促進していくた

め、市町村ＤＶ基本計画の策定が求められています。 

施策５－１ 社会意識の醸成 

基本目標５ 暴力を許さない社会の形成 
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【主な取組】                                                            

 

取組名 取組内容 実施主体 

ＤＶ予防啓発（再掲） 

（子ども・家庭支援課） 

県民一人ひとりがDVに関する正しい理解を

深めるため、リーフレットの配布や県政だより、

SNS等の多様な広報媒体を活用した効果的な

広報・啓発を行います。 

県 

市町村 

人権問題啓発のための研修会の開

催 

（子ども・家庭支援課） 

仙台法務局と連携し、人権への理解を深める

ための研修会を開催し、県民に対する意識啓発

に努めます。 

県 

県・市町村パートナーシップ事業 

（共同参画社会推進課） 

男女共同参画社会の実現を目指し、市町村の

男女共同参画施策の推進を図るため市町村と

共催で啓発事業を行います。 

県 

市町村 

生活安全情報発信事業 

（県民安全対策課） 

 DV・ストーカー防止パンフレットの配布や会

社・学校等へDV被害の防止に関する講話を実

施し、DV被害防止のための情報を発信していき

ます。 

警察本部 

児童虐待防止市町村ネットワーク

推進事業 

（子ども・家庭支援課） 

市町村が主催する児童虐待防止に関する研

修会に講師の派遣又は講師の紹介を行います。 
県 

「女性に対する暴力をなくす運動期

間」にあわせた啓発の実施 

（子ども・家庭支援課、共同参画社会推

進課） 

「女性に対する暴力をなくす運動」期間

（11/12～11/25）に、企業・民間支援団体等と

連携し、リーフレットの配布やパープルライトアッ

プ等を実施し、女性に対する暴力の根絶に向け

た啓発活動を展開します。 

国 

県 

市町村 

民間支援団体 

市町村人材育成支援事業（再掲） 

（子ども・家庭支援課） 

各種会議や研修の機会を捉え、市町村基本

計画の策定について助言します。 
県 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜概要＞ 

毎年、11月１２日から11月25日（女性に対する暴力撤廃国際日）までの２週間、関係団体と連携、  

協力の下、女性に対する暴力問題に関する取組を一層強化するための広報活動を実施しています。 

＜目的＞ 

  潜在化しやすい女性に対する暴力（DV、性暴力、ストーカー行為等）の問題に対し、社会の意識を 

喚起するとともに、女性の人権尊重のための意識啓発や教育の充実を図ることにより、暴力を容認し

ない社会風土を醸成するための啓発を推進することを目的としています。 

＜主な取組＞ 

 ポスター・リーフレット等の配布・掲示、県内各施設のパープルライトアップ ※  

 

※パープルライトアップとは、女性に対する暴力根絶のシンボルカラーであるパープルに各施設をライト

アップし、暴力の根絶を呼びかけるとともに、DV被害者に対し、「ひとりで悩まず、まず相談を！」という

メッセージを送るものです。 

女性に対する暴力をなくす運動 
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【これまでの取組と課題】                                                             

 

・いじめ問題を考えるフォーラムの開催等、小中高生に対する人権教育の実施 

・デートＤＶ防止啓発パンフレットの配布、デートＤＶ防止講座の実施 

＜デートＤＶ防止講座実施校：R3：34校、Ｒ４：37校＞ 

・保育・教育関係者等を対象としたＤＶ予防啓発講座の開催 

・学校における性教育の実施 

・教職員等を対象とした性教育指導者研修会の開催 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組の方向性】                                                          

 

①学校における人権・性教育の推進 

学校の教育活動全体を通じて、互いの人権や個性を尊重し合い、一人ひとりを大切にした温かい人間

関係を構築できるよう、指導の充実に努めます。 

また、国の「性犯罪・性暴力対策の更なる強化の方針」に基づき、各分野の専門家と連携し、児童生徒

の発達の段階に応じた性教育の推進と性暴力被害に関する相談窓口の周知に努めます。 

 

②デートＤＶ防止・予防啓発の推進 

デートＤＶ防止講座やデートＤＶ予防啓発パンフレットの活用により、互いの人権を尊重できる関係性

の構築など、交際相手からの暴力の問題について考える機会を積極的に提供し、将来のＤＶ被害者及び

加害者を生まないための予防啓発を各分野の専門家と連携し推進します。 

また、若年層にも届きやすい広報媒体を活用した啓発及び相談窓口の周知に努めます。 

 

③教育関係者に対する啓発及び学校における相談体制の充実 

児童生徒がＳＯＳを出しやすくなるよう、教職員、養護教諭、スクールカウンセラー等の教育関係者に

対し、ＤＶや性暴力、児童虐待に関する正しい知識と必要な対応について、児童相談所などの地域の専

門機関と連携した研修会を開催するとともに、各分野の専門家と連携し、学校における相談体制の強化

に努めます。 

 

 

 

 

＜課題＞ 

 将来、加害者にも被害者にもならないために、早い段階から、人権尊重、男女平等の意識啓発、Ｄ

ＶやデートＤＶの問題について考える機会を積極的に提供し、生徒自身が人権について考え、自己

の見方や考え方の形成を図る機会を設けていく必要があります。また、ＤＶやデートＤＶに関する正

しい理解を深めるため、講座の開催やＳＮＳ等若年層にも届きやすい広報媒体を活用した相談窓

口の周知に、より一層取り組む必要があります。 

 また、性暴力は、被害者の尊厳を著しく踏みにじる行為であり、心身へ長期にわたり重大な悪影響

を及ぼすものであることから、その根絶に向けた取り組みを進める必要があります。 

 県においては、国の「性犯罪・性暴力対策の更なる強化の方針」に基づき、性暴力の加害者・被害

者、傍観者にならないための学校教育の充実を図るとともに、性暴力被害相談支援センター宮城な

どの相談窓口の周知に一層取り組む必要があります。また、デートＤＶ防止講座を教材として、親密

な間柄でも嫌なことは嫌と言う、相手が嫌と言うことはしない、という認識の醸成に向けた指導も併

せて推進していく必要があります。 

 

施策５－２ 若年層に対する人権教育・啓発の推進 
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【主な取組】                                                             

 

取組名 取組内容 実施主体 

人権教育の推進 

（義務教育課、高校教育課） 

 学校の教育活動全体を通じて、人権教育を推進し、人権

擁護の意識醸成を図ります。 
教育庁 

人権教育指導者養成事業 

（生涯学習課） 

 教育関係者、社会福祉関係者、医療関係者等を対象に、

人権に関する研修等を実施し、人権への理解啓発を図ると

ともに、指導者的な立場にある方の資質向上を図ります。 

教育庁 

中高生及び教員を対象とした

児童虐待防止講座の実施 

（子ども・家庭支援課） 

中高生及び教員を対象に体罰によらない子育てや児童

虐待が子どもに与える影響等について講義・演習を行い、

児童虐待の防止を図ります。 

県 

デートＤＶ防止講座の実施 

（子ども・家庭支援課、保健体育安

全課） 

 中学・高等学校等において、恋人等親密な間柄にある相

手の人権を尊重し、互いに尊重し合える関係を築いていけ

るよう、専門家によるデートDV防止講座を開催します。 

県 

教育庁 

デートＤＶ啓発資料の配布 

（子ども・家庭支援課） 

県内の中高生に、漫画による事例を通してデートDVに

ついて学ぶことのできるパンフレットを配布し、デートDVに

関する正しい知識の啓発と相談窓口の周知を図ります。 

県 

性教育指導者研修会の開催 

（保健体育安全課） 

 学校の教職員及び性教育関係者等を対象に性教育のあ

り方等についての研修を行い、学校等における性教育の一

層の充実を図ります。 

教育庁 

教育関係者へのDV予防啓発

の推進（再掲） 

（子ども・家庭支援課） 

研修会の開催や教職員向けデートDV対応の手引き等

の活用により、教育関係者に対してデートDVやDVの意識

啓発を図ります。 

県 

市町村 

教育相談体制の充実 

（義務教育課、高校教育課） 

教育相談担当教職員に対する研修を行い、児童生徒の

心のケアや、問題を抱える児童生徒への支援を図れるよ

う、教育相談体制の充実を図ります。 

教育庁 

児童虐待防止・対応研修会の

開催（再掲） 

（子ども・家庭支援課） 

児童虐待を発見しやすい立場にある教職員等を対象

に、児童虐待を発見した際の対応方法等に関する研修会

を開催し、児童虐待の対応力向上を図ります。 

県 

要保護児童対策地域協議会 

機能強化事業（再掲） 

（子ども・家庭支援課） 

市町村の要保護児童対策地域協議会の構成機関等を

対象とした研修会を開催し、要保護児童対策地域協議会

の機能強化を支援します。 

県 
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【これまでの取組と課題】                                                     

 

・警察による加害者への対応 

・男女共同参画相談室による相談対応 

・加害者更生に関する国の調査研究の動向把握・情報収集 

・加害者対応に取り組む民間支援団体と連携した研修会の実施 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

【取組の方向性】                                                         

 

①警察における加害者への対応 

ＤＶ被害者の意思を踏まえ、加害者を検挙するほか、加害者に対して指導警告を行う際には、加害行

為をしていることの自覚を促すなど、被害を防止するための積極的な措置を行います。 

 

②加害者からの相談体制の充実 

みやぎ男女共同参画相談室や市町村等の相談窓口の周知を図り、ＤＶ加害者からの相談に対応する

とともに、加害者自身が自らの行為をＤＶと気づけるよう、適切な相談対応に努めます。また、加害者対

応に関する研修機会を確保し、加害者対応力の向上に努めます。 

 

③配偶者暴力加害者プログラム実施のための留意事項及び民間支援団体等における取組状況の把握 

国において作成された「配偶者暴力加害者プログラム実施のための留意事項」や他都道府県の動向に

基づき、民間支援団体における加害者更生プログラムなどの加害者更生や再発防止のための取組状況

を把握し、必要な施策の検討を行います。 

 

④加害者の気づきを促す啓発の推進 

加害者自身が自らの行為をＤＶと気づけるよう、様々な機会を通して働きかけるとともに、将来

のＤＶの防止に資するよう若年層に対するＤＶに関する正しい知識と予防啓発に努めます。 

 

【主な取組】                                                              

 

取組名 取組内容 実施主体 

警察による加害者への対応 

（県民安全対策課） 

加害者と認知した場合には、ＤＶ被害者の意思を踏ま

え、加害者を検挙するほか、加害者への指導や警告を行

うなど、被害を防止するための積極的な措置を行いま

す。 

警察本部 

＜課題＞ 

 加害者更生のための施策は、ＤＶ防止に向けて考えられる重要な施策の一つです。 

一方で、ＤＶ被害者に対するリスクも高いことから、内閣府が作成した「配偶者暴力加害者プログラ

ム実施のための留意事項」を基に、慎重なＤＶ加害者プログラムの実施を検討していく必要があり

ます。 

 県においても、加害者自身が自分の行為をＤＶと気づけるよう、広報・啓発を進めていく必要があり

ます。 

 

施策５－３ 加害者更生に向けた取組 
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取組名 取組内容 実施主体 

男女共同参画相談室での相談

対応（再掲） 

（共同参画社会推進課） 

 みやぎ男女共同参画相談室の一般相談及び男性相談に

おいて、 DV等で悩む県民からの相談やDV加害者からの

相談にも対応します。 

県 

ＤＶ予防啓発（再掲） 

（子ども・家庭支援課） 

県民一人ひとりがDVに関する正しい理解を深めるた

め、リーフレットの配布や県政だより、SNS等の多様な広

報媒体を活用した効果的な広報・啓発を行います。 

県 

市町村 

デートＤＶ防止講座の実施 

（再掲） 

（子ども・家庭支援課、保健体育安

全課） 

 中学・高等学校等において、恋人等親密な間柄にある相

手の人権を尊重し、互いに尊重し合える関係を築いていけ

るよう、専門家によるデートDV防止講座を開催します。 

県 

教育庁 
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１ 計画の推進 

 計画の推進に当たっては、関係機関と連携し、困難な問題を抱える女性への支援施策及びDV対策を総

合的に推進します。また、本計画に基づく取組の着実な実施に向け、計画の進捗状況の確認や必要な財政

上の措置を講ずるよう努めます。 

 

２ 市町村及び関係機関との連携 

（１）市町村との連携 

困難な問題を抱える女性及びＤＶ被害者の相談・保護、更に自立に向けた切れ目のない支援体制を構

築するため、市町村の役割が一層重要なものとなっていることから、あらゆる機会を捉えて市町村におけ

る取組の促進と連携強化を図っていきます。 

（２）関係機関との連携 

女性相談支援センター（旧婦人相談所）及び配偶者暴力相談支援センターである女性相談センターを

中心とした「女性支援事業関係機関ネットワーク連絡協議会（旧婦人保護事業関係機関ネットワーク連絡

協議会）」に加え、各圏域に設置した地域の関係機関による「圏域女性支援事業関係機関ネットワーク連

絡協議会（旧圏域女性支援事業関係機関ネットワーク連絡協議会）」において、市町村、県保健福祉事務

所、児童相談所、警察、民間支援団体などの間で困難な問題を抱える女性及びＤＶ被害者支援について

の共通認識を深めるとともに、相談員への助言、情報提供等を行い、更なる連携強化を図っていきます。 

特に、困難な問題を抱える女性とＤＶ被害者の支援にきめ細かに対応しているNPO等の民間支援団

体の活動は非常に重要であり、県として一層の連携を図りながら、基本計画に係る施策を推進します。 

 

３ 苦情の適切かつ迅速な処理 

今後も、女性相談センターや県福祉事務所をはじめとする職員、相談員が研修に参加しやすい環境の整

備に努め、更なる資質の向上を図り、苦情があった場合には、関係者間で共有し、適切かつ迅速に対応しま

す。 

また、相談業務での被害者の要求に応えられるよう、各種施策の充実に努めます。 

 

４ 指標 

本計画では、次の４項目を、進捗状況等に関する評価や検証を行うための指標とします。 

（１） 困難女性支援計画及びＤＶ防止計画の策定市町村数 

（DV防止計画：令和５年4月現在：14市10町1村） 

(2)女性相談支援員の市町村設置数（令和５年度４月現在：４市）※県で８カ所設置 

（3） 配偶者暴力相談支援センターの市町村設置数（令和５年4月現在：2市） ※県で１か所設置 

（4） デートDV防止講座実施校（令和４年度：37校） 

 

Ⅶ 推進・体制 
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５ 国・県・市町村の役割分担について 

 本計画での役割 

国の役割 

（厚生労働省） 

 

◎「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」に基づく基本方針を定めます。 

◎困難な問題を抱える女性への支援に係る施策や制度の企画・立案を行います。 

◎困難な問題を抱える女性への支援に関する状況の現状や課題を分析し、より効果的な施策を展開する

ための調査研究や、困難な問題を抱える女性への支援に係る施策の普及・啓発、関係者の研修等に努

めます。 

◎都道府県や市町村における、困難な問題を抱える女性への支援に関する施策を効果的かつ効率的に実

施するための課題や方策の検討について、地域の実情に応じて支援する体制を整備するとともに、都道

府県や市町村の基本計画、施策及び取組について情報提供を行う等、都道府県及び市町村に対する支

援を行います。 

◎都道府県及び市町村が国の補助事業を積極的に活用して、地域のニーズに応じた施策を展開していく

ことができるよう、支援を行います。 

◎困難な問題を抱える女性への支援を行う民間団体が安全かつ安定的に運営を継続するに当たっての支

援や、女性支援を行う意向のある団体の立ち上げに関する支援等を検討 

し、実施するよう努めます。 

※困難女性支援法、基本方針に記載されている役割を抜粋 

 

国の役割 

（内閣府） 

 

◎「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」に基づく基本方針を定めます。 

◎配偶者からの暴力の防止に関する国民の理解を深めるための教育及び啓発に努めます。 

◎配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に資するため、加害者の更生のための指導の方法、被害者

の心身の健康を回復させるための方法等に関する調査研究の推進並びに被害者の保護に係る人材の

養成及び資質の向上に努めます。 

◎通報について、法の規定とその趣旨等を様々な機会を利用して国民への啓発に努めます。 

◎各自治体が関係機関に対して行う法定協議会の参加の呼びかけや情報共有が着実に根付くよう、関係

団体へ働き掛け等に努めます。 

◎被害者支援に関する各府省の施策について、都道府県、市町村等関係機関へ情報を共有します。 

◎地方公共団体へ保護命令手続のデジタル化に関する情報を適時適切に共有します。 

◎加害者プログラムの全国的な実施に向けた取組を進めます。 

◎民間シェルター等における被害者支援の充実に向けた取組を推進するとともに、被害者支援に関する情

報やノウハウ等の共有のための民間シェルターのネットワーク強化に向けた取組の促進に努めます。 

※ＤＶ防止法、基本方針に記載されている役割を抜粋 

 

県の役割 

 

基本目標１ 困難な問題を抱える女性及びDV被害者等の相談・保護体制の充実 

◎市町村の配偶者暴力相談支援センター設置に関する支援を行うとともに、若年層をはじめ誰もが相談し

やすい相談環境を整備します。また、関係機関の連携強化を図る対策を講じるとともに、関係機関の相

談対応スキルの向上を図り、県全体の相談・保護体制の充実を図ります。 

◎県民からの通報促進のための啓発を行うとともに、医療関係者等への啓発についても宮城県医師会等

と連携しながら取り組んでいきます。 

◎DV被害者の安全確保に関する対策の充実を図るとともに、緊急時等については、警察等と連携し、被

害者の保護を行います。また、女性相談センターは、支援施策の中核として、関係機関への助言・指導を

行っていきます。 

◎障害者等、特に配慮を必要とする困難な問題を抱える女性及びDV被害者については、市町村の担当

部署等と連携し、各種支援に取り組んでいきます。 
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基本目標２ 困難な問題を抱える女性及びDV被害者等の自立に向けた支援 

◎困難な問題やDV被害を抱える母子の心のケアに関して、保護施設での支援体制を継続するとともに、

退所後も、民間支援団体と連携した支援を実施していきます。また、心のケア支援に関して、関係機関に

対し、技術支援を行います。 

◎住宅確保に向けた支援について制度の周知を図ります。 

◎就業の確保に向けた支援について、困難な問題を抱える女性とＤＶ被害者へ各種支援制度の情報提供

を行うとともに、就業支援に関係する機関との定期的な意見交換を行っていきます。 

◎関係機関に対し、ＤＶ被害者の安全確保に配慮されている制度の周知を図るとともに、配偶者暴力相談

支援センターをはじめ、手続の一元化についての協力を求めていきます。 

◎司法手続に関して、無料の法律相談の実施や手続に関する支援を行っていきます。 

 

基本目標３ 困難な問題を抱える女性の家庭に育つ子どもへの支援及び 

DVの家庭に育つ子どもの安全・安心の確保 

◎女性相談センターや県福祉事務所などDV相談機関の要保護児童対策地域協議会への参画について

市町村に促し、同伴する子どもの支援の充実を図ります。 

◎DV対応職員と児童虐待対応職員の合同研修を開催し、相互理解を深め、一層の連携強化を図ります。 

◎ＤＶ被害者の同伴する子どもについて、児童相談所や学校等と連携を図り、支援を行うとともに、DV被

害者のみならず子ども自身の心のケアに係る支援の充実を図ります。 

 

基本目標４ 民間支援団体との連携・協働 

◎民間支援団体の活動について、周知・広報するとともに、その活動を支援します。 

◎民間支援団体の専門的知識を活用したきめ細やかな取組を促進し、連携して支援にあたる取組を進め

ます。 

 

基本目標５ 暴力を許さない社会の形成 

◎市町村をはじめ、関係機関と連携し、各種媒体を活用して県民への意識啓発を推進します。 

また、困難な問題を抱える女性とＤＶに関する市町村の基本計画策定について、適切に支援します。 

◎若年層に対するＤＶ防止についての意識啓発を更に推進していくために、学校における性教育を推進し

ます。 

◎加害者更生に向けた取組について、国の「配偶者暴力加害者プログラム実施のための留意事項」を基に

県としての加害者への対応について検討していきます。 

 

 

市町村の役割 

 

 

基本目標１ 困難な問題を抱える女性及びDV被害者等の相談・保護体制の充実 

◎市町村における相談体制充実のため、配偶者暴力相談支援センターの設置を進めます。 

また、配偶者暴力相談支援センターが未設置の場合でも相談者に的確な情報提供や相談・支援を提供

できる体制の構築が必要です。 

◎県機関や警察署等関係機関と連携し、相談や支援にあたっていく必要があります。 

◎小中学校、保育所等では、同伴する家族に対する配慮やＤＶ加害者への対応等について理解を深め、配

慮をしていく必要があります。 

◎障害者等特に配慮を要する者については、担当部署と協力し、支援にあたっていく必要があります。 

◎相談窓口の担当職員を研修会へ積極的に派遣することが必要です。 
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基本目標２ 困難な問題を抱える女性及びDV被害者等の自立に向けた支援 

◎困難な問題を抱える女性とＤＶ被害者の自立支援のため、就業をはじめ各種支援制度に関する適切な

情報提供を行っていく必要があります。 

◎市町村が実施主体となっている支援制度に関しては、手続の一元化のための方策を実施していくことが

求められます。 

 

基本目標３ 困難な問題を抱える女性の家庭に育つ子どもへの支援及び 

DVの家庭に育つ子どもの安全・安心の確保 

◎DV対応機関と児童虐待対応機関の情報共有を図り、DVや児童虐待の早期発見につなげる必要が  

あります。 

◎要保護児童対策地域協議会にDV相談機関の参画を求め、DV被害者や同伴する子どもの支援の充実

を図る必要があります。 

◎DV被害者の同伴する子どもについて、児童相談所や学校等と連携を図り、継続的な見守り支援を行う

必要があります。 

 

基本目標４ 民間支援団体との連携・協働 

◎民間支援団体の活動について、周知・広報するとともに、その活動を支援します。 

◎民間支援団体の専門的知識を活用し、連携した取組を進めます。 

 

基本目標５ 暴力を許さない社会の形成 

◎市町村におけるDV被害者支援の取組を一層推進するため、困難な問題を抱える女性とＤＶに関する基

本計画の策定を推進します。 

◎住民に対する意識啓発を実施するとともに、小中学校等での人権教育や性教育を推進していく必要が

あります。 
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宮城県困難な問題を抱える女性への支援に関する基本計画（仮称）懇話会開催要綱 

 

（目的） 

第１条 困難な問題を抱える女性への支援に関する法律（令和４年法律第５２号）第８条

の規定による「宮城県困難な問題を抱える女性への支援に関する基本計画（仮称）（以下

「困難女性支援計画」という。）」の策定にあたり、配偶者からの暴力の防止及び被害者

の保護等に関する法律（平成１３年法律第３１号）第２条の３の規定による現行の「宮

城県配偶者からの暴力の防止及び被害者の支援等に関する基本計画（第６次計画）」（以

下「ＤＶ基本計画」という。）との一体型策定を行うため、広く有識者からの意見聴取を

行う、宮城県困難な問題を抱える女性への支援に関する基本計画懇話会（以下「懇話会」

という。）を開催する。 

 

 （所掌事務） 

第２条 懇話会において意見を聴取する事項は、次のとおりとする。 

（１）ＤＶ基本計画に基づく事業に関すること。 

（２）困難女性支援計画に関すること。 

（３）前号に掲げるもののほか、困難女性支援計画に関して必要な事項 

 

（構成） 

第３条 懇話会は、知事が別に定める者（以下「構成員」という。）の出席をもって開催す

る。 

  

（座長等） 

第４条 懇話会に座長及び副座長を置く。 

２ 座長及び副座長の選任は、構成員の互選による。 

３ 座長は、会議の進行を行う。 

４ 副座長は、座長を補佐し、座長に事故あるとき又は欠けたときは、その職務を代行す

る。 

 

（会議） 

第５条 懇話会は、知事が招集する。 

２ 知事は、必要に応じ、懇話会に構成員以外の者の出席を求め、意見を聴くことができ

る。 

 

（庶務） 

第６条 懇話会の庶務は、宮城県保健福祉部子ども・家庭支援課において処理する。 

 

（その他） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、懇話会の運営に関し必要な事項は、知事が別に定

める。 
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附 則 

１ この要綱は、令和５年８月２２日から施行する。 

２ この要綱は、令和６年３月３１日限り、その効力を失う。 
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宮城県困難な問題を抱える女性への支援に関する基本計画（仮称）懇話会 

構成員名簿 

（敬称略、五十音順） 

 

策定の経過 

令和 5年 9月 7日 第 1回困難女性支援基本計画懇話会 

令和 5年１１月２２日 第 2回困難女性支援基本計画懇話会 

令和 5年 12月 15日 県議会環境福祉委員会報告（中間案） 

令和 5年 12月 28日 パブリックコメント実施 

～令和 6年 1月 29日 

令和 6年 2月 14日 第 3回困難女性支援基本計画懇話会 

令和 6年 3月 8日 県議会環境福祉委員会報告 

令和 6年 3月    計画策定 

 

所  属 役職等 氏  名 

栗原市市民生活部 

子育て支援課  
課長 四ノ宮 由紀 

公益社団法人 

みやぎ被害者支援センター 
専務理事 阿部 信三郎 

尚絅学院大学  教授 杉山 弘子 

仙台市市民局市民活躍推進部 

男女共同参画課 
課長 西山 祥子 

仙台法務局人権擁護部第二課 課長 伊藤 大介 

特定非営利活動法人 

チャイルドラインみやぎ 
代表理事 小林 純子 

特定非営利活動法人ハーティ仙台 代表理事 八幡 悦子 

特定非営利活動法人 

ワンファミリー仙台 
理事長 立岡 学 

仙台弁護士会 弁護士 真山 萌 

宮城県コスモスハウス 施設長 渡邉 文子 

宮城県母子福祉連合会  会長 引地 淑子 
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公  布：令和四年法律第五十二号 

 

困難な問題を抱える女性への支援に関する法律 

目次 

第一章 総則（第一条―第六条） 

第二章 基本方針及び都道府県基本計画等（第七条・第八条） 

第三章 女性相談支援センターによる支援等（第九条―第十五条） 

第四章 雑則（第十六条―第二十二条） 

第五章 罰則（第二十三条） 

附則 

 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、女性が日常生活又は社会生活を営むに当たり女性であることに

より様々な困難な問題に直面することが多いことに鑑み、困難な問題を抱える女性

の福祉の増進を図るため、困難な問題を抱える女性への支援に関する必要な事項を

定めることにより、困難な問題を抱える女性への支援のための施策を推進し、もっ

て人権が尊重され、及び女性が安心して、かつ、自立して暮らせる社会の実現に寄

与することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において「困難な問題を抱える女性」とは、性的な被害、家庭の状

況、地域社会との関係性その他の様々な事情により日常生活又は社会生活を円滑に

営む上で困難な問題を抱える女性（そのおそれのある女性を含む。）をいう。 

（基本理念） 

第三条 困難な問題を抱える女性への支援のための施策は、次に掲げる事項を基本理

念として行われなければならない。 

一 女性の抱える問題が多様化するとともに複合化し、そのために複雑化している

ことを踏まえ、困難な問題を抱える女性が、それぞれの意思が尊重されながら、

抱えている問題及びその背景、心身の状況等に応じた最適な支援を受けられるよ

うにすることにより、その福祉が増進されるよう、その発見、相談、心身の健康

の回復のための援助、自立して生活するための援助等の多様な支援を包括的に提

供する体制を整備すること。 

二 困難な問題を抱える女性への支援が、関係機関及び民間の団体の協働により、

早期から切れ目なく実施されるようにすること。 

三 人権の擁護を図るとともに、男女平等の実現に資することを旨とすること。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第四条 国及び地方公共団体は、前条の基本理念にのっとり、困難な問題を抱える女

性への支援のために必要な施策を講ずる責務を有する。 

（関連施策の活用） 

第五条 国及び地方公共団体は、困難な問題を抱える女性への支援のための施策を講

ずるに当たっては、必要に応じて福祉、保健医療、労働、住まい及び教育に関する

施策その他の関連施策の活用が図られるよう努めなければならない。 

（緊密な連携） 
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第六条 国及び地方公共団体は、困難な問題を抱える女性への支援のための施策を講

ずるに当たっては、関係地方公共団体相互間の緊密な連携が図られるとともに、こ

の法律に基づく支援を行う機関と福祉事務所（社会福祉法（昭和二十六年法律第四

十五号）に規定する福祉に関する事務所をいう。）、児童相談所、児童福祉施設（児

童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第七条第一項に規定する児童福祉施設

をいう。）、保健所、医療機関、職業紹介機関（労働施策の総合的な推進並びに労働

者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律（昭和四十一年法律第百三十二

号）第二条に規定する職業紹介機関をいう。）、職業訓練機関、教育機関、都道府県

警察、日本司法支援センター（総合法律支援法（平成十六年法律第七十四号）第十

三条に規定する日本司法支援センターをいう。）、配偶者暴力相談支援センター（配

偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（平成十三年法律第三十一

号）第三条第一項に規定する配偶者暴力相談支援センターをいう。）その他の関係

機関との緊密な連携が図られるよう配慮しなければならない。 

 

第二章 基本方針及び都道府県基本計画等 

（基本方針） 

第七条 厚生労働大臣は、困難な問題を抱える女性への支援のための施策に関する基

本的な方針（以下「基本方針」という。）を定めなければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項につき、次条第一項の都道府県基本計画及

び同条第三項の市町村基本計画の指針となるべきものを定めるものとする。 

一 困難な問題を抱える女性への支援に関する基本的な事項 

二 困難な問題を抱える女性への支援のための施策の内容に関する事項 

三 その他困難な問題を抱える女性への支援のための施策の実施に関する重要事

項 

３ 厚生労働大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらか

じめ、関係行政機関の長に協議しなければならない。 

４ 厚生労働大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これ

を公表しなければならない。 

（都道府県基本計画等） 

第八条 都道府県は、基本方針に即して、当該都道府県における困難な問題を抱える

女性への支援のための施策の実施に関する基本的な計画（以下この条において「都

道府県基本計画」という。）を定めなければならない。 

２ 都道府県基本計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 困難な問題を抱える女性への支援に関する基本的な方針 

二 困難な問題を抱える女性への支援のための施策の実施内容に関する事項 

三 その他困難な問題を抱える女性への支援のための施策の実施に関する重要事

項 

３ 市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、基本方針に即し、かつ、都道府県基本

計画を勘案して、当該市町村における困難な問題を抱える女性への支援のための施

策の実施に関する基本的な計画（以下この条において「市町村基本計画」という。

）を定めるよう努めなければならない。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県基本計画又は市町村基本計画を定め、又は変更

したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 
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５ 厚生労働大臣は、都道府県又は市町村に対し、都道府県基本計画又は市町村基本

計画の作成のために必要な助言その他の援助を行うよう努めなければならない。 

 

第三章 女性相談支援センターによる支援等 

（女性相談支援センター） 

第九条 都道府県は、女性相談支援センターを設置しなければならない。 

２ 地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項の指定

都市（以下「指定都市」という。）は、女性相談支援センターを設置することがで

きる。 

３ 女性相談支援センターは、困難な問題を抱える女性への支援に関し、主として次

に掲げる業務を行うものとする。 

一 困難な問題を抱える女性に関する各般の問題について、困難な問題を抱える女

性の立場に立って相談に応ずること又は第十一条第一項に規定する女性相談支

援員若しくは相談を行う機関を紹介すること。 

二 困難な問題を抱える女性（困難な問題を抱える女性がその家族を同伴する場合

にあっては、困難な問題を抱える女性及びその同伴する家族。次号から第五号ま

で及び第十二条第一項において同じ。）の緊急時における安全の確保及び一時保

護を行うこと。 

三 困難な問題を抱える女性の心身の健康の回復を図るため、医学的又は心理学的

な援助その他の必要な援助を行うこと。 

四 困難な問題を抱える女性が自立して生活することを促進するため、就労の支援、

住宅の確保、援護、児童の保育等に関する制度の利用等について、情報の提供、

助言、関係機関との連絡調整その他の援助を行うこと。 

五 困難な問題を抱える女性が居住して保護を受けることができる施設の利用に

ついて、情報の提供、助言、関係機関との連絡調整その他の援助を行うこと。 

４ 女性相談支援センターは、その業務を行うに当たっては、その支援の対象となる

者の抱えている問題及びその背景、心身の状況等を適切に把握した上で、その者の

意向を踏まえながら、最適な支援を行うものとする。 

５ 女性相談支援センターに、所長その他所要の職員を置く。 

６ 女性相談支援センターには、第三項第二号の一時保護を行う施設を設けなければ

ならない。 

７ 第三項第二号の一時保護は、緊急に保護することが必要と認められる場合その他

厚生労働省令で定める場合に、女性相談支援センターが、自ら行い、又は厚生労働

大臣が定める基準を満たす者に委託して行うものとする。 

８ 前項の規定による委託を受けた者若しくはその役員若しくは職員又はこれらの

者であった者は、正当な理由がなく、その委託を受けた業務に関して知り得た秘密

を漏らしてはならない。 

９ 第三項第二号の一時保護に当たっては、その対象となる者が監護すべき児童を同

伴する場合には、当該児童の状況に応じて、当該児童への学習に関する支援が行わ

れるものとする。 

１０ 女性相談支援センターは、その業務を行うに当たっては、必要に応じ、困難な

問題を抱える女性への支援に関する活動を行う民間の団体との連携に努めるもの

とする。 
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１１ 前各項に定めるもののほか、女性相談支援センターに関し必要な事項は、政令

で定める。 

（女性相談支援センターの所長による報告等） 

第十条 女性相談支援センターの所長は、困難な問題を抱える女性であって配偶者の

ないもの又はこれに準ずる事情にあるもの及びその者の監護すべき児童について、

児童福祉法第二十三条第二項に規定する母子保護の実施が適当であると認めたと

きは、これらの者を当該母子保護の実施に係る都道府県又は市町村の長に報告し、

又は通知しなければならない。 

（女性相談支援員） 

第十一条 都道府県（女性相談支援センターを設置する指定都市を含む。第二十条第

一項（第四号から第六号までを除く。）並びに第二十二条第一項及び第二項第一号

において同じ。）は、困難な問題を抱える女性について、その発見に努め、その立

場に立って相談に応じ、及び専門的技術に基づいて必要な援助を行う職務に従事す

る職員（以下「女性相談支援員」という。）を置くものとする。 

２ 市町村（女性相談支援センターを設置する指定都市を除く。第二十条第二項及び

第二十二条第二項第二号において同じ。）は、女性相談支援員を置くよう努めるも

のとする。 

３ 女性相談支援員の任用に当たっては、その職務を行うのに必要な能力及び専門的

な知識経験を有する人材の登用に特に配慮しなければならない。 

（女性自立支援施設） 

第十二条 都道府県は、困難な問題を抱える女性を入所させて、その保護を行うとと

もに、その心身の健康の回復を図るための医学的又は心理学的な援助を行い、及び

その自立の促進のためにその生活を支援し、あわせて退所した者について相談その

他の援助を行うこと（以下「自立支援」という。）を目的とする施設（以下「女性

自立支援施設」という。）を設置することができる。 

２ 都道府県は、女性自立支援施設における自立支援を、その対象となる者の意向を

踏まえながら、自ら行い、又は市町村、社会福祉法人その他適当と認める者に委託

して行うことができる。 

３ 女性自立支援施設における自立支援に当たっては、その対象となる者が監護すべ

き児童を同伴する場合には、当該児童の状況に応じて、当該児童への学習及び生活

に関する支援が行われるものとする。 

（民間の団体との協働による支援） 

第十三条 都道府県は、困難な問題を抱える女性への支援に関する活動を行う民間の

団体と協働して、その自主性を尊重しつつ、困難な問題を抱える女性について、そ

の意向に留意しながら、訪問、巡回、居場所の提供、インターネットの活用、関係

機関への同行その他の厚生労働省令で定める方法により、その発見、相談その他の

支援に関する業務を行うものとする。 

２ 市町村は、困難な問題を抱える女性への支援に関する活動を行う民間の団体と協

働して、その自主性を尊重しつつ、困難な問題を抱える女性について、その意向に

留意しながら、前項の業務を行うことができる。 

（民生委員等の協力） 

第十四条 民生委員法（昭和二十三年法律第百九十八号）に定める民生委員、児童福

祉法に定める児童委員、人権擁護委員法（昭和二十四年法律第百三十九号）に定め

る人権擁護委員、保護司法（昭和二十五年法律第二百四号）に定める保護司及び更
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生保護事業法（平成七年法律第八十六号）に定める更生保護事業を営む者は、この

法律の施行に関し、女性相談支援センター及び女性相談支援員に協力するものとす

る。 

（支援調整会議） 

第十五条 地方公共団体は、単独で又は共同して、困難な問題を抱える女性への支援

を適切かつ円滑に行うため、関係機関、第九条第七項又は第十二条第二項の規定に

よる委託を受けた者、困難な問題を抱える女性への支援に関する活動を行う民間の

団体及び困難な問題を抱える女性への支援に従事する者その他の関係者（以下この

条において「関係機関等」という。）により構成される会議（以下この条において

「支援調整会議」という。）を組織するよう努めるものとする。 

２ 支援調整会議は、困難な問題を抱える女性への支援を適切かつ円滑に行うために

必要な情報の交換を行うとともに、困難な問題を抱える女性への支援の内容に関す

る協議を行うものとする。 

３ 支援調整会議は、前項に規定する情報の交換及び協議を行うため必要があると認

めるときは、関係機関等に対し、資料又は情報の提供、意見の開陳その他必要な協

力を求めることができる。 

４ 関係機関等は、前項の規定による求めがあった場合には、これに協力するよう努

めるものとする。 

５ 次の各号に掲げる支援調整会議を構成する関係機関等の区分に従い、当該各号に

定める者は、正当な理由がなく、支援調整会議の事務に関して知り得た秘密を漏ら

してはならない。 

一 国又は地方公共団体の機関 当該機関の職員又は職員であった者 

二 法人 当該法人の役員若しくは職員又はこれらの者であった者 

三 前二号に掲げる者以外の者 支援調整会議を構成する者又は当該者であった

者 

６ 前各項に定めるもののほか、支援調整会議の組織及び運営に関し必要な事項は、

支援調整会議が定める。 

 

第四章 雑則 

（教育及び啓発） 

第十六条 国及び地方公共団体は、この法律に基づく困難な問題を抱える女性への支

援に関し国民の関心と理解を深めるための教育及び啓発に努めるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、自己がかけがえのない個人であることについての意識の

涵
かん

養に資する教育及び啓発を含め、女性が困難な問題を抱えた場合にこの法律に基

づく支援を適切に受けることができるようにするための教育及び啓発に努めるも

のとする。 

（調査研究の推進） 

第十七条 国及び地方公共団体は、困難な問題を抱える女性への支援に資するため、

効果的な支援の方法、その心身の健康の回復を図るための方法等に関する調査研究

の推進に努めるものとする。 

（人材の確保等） 

第十八条 国及び地方公共団体は、困難な問題を抱える女性への支援に従事する者の

適切な処遇の確保のための措置、研修の実施その他の措置を講ずることにより、困
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難な問題を抱える女性への支援に係る人材の確保、養成及び資質の向上を図るよう

努めるものとする。 

（民間の団体に対する援助） 

第十九条 国及び地方公共団体は、困難な問題を抱える女性への支援に関する活動を

行う民間の団体に対し、必要な援助を行うよう努めるものとする。 

（都道府県及び市町村の支弁） 

第二十条 都道府県は、次に掲げる費用（女性相談支援センターを設置する指定都市

にあっては、第一号から第三号までに掲げる費用に限る。）を支弁しなければなら

ない。 

一 女性相談支援センターに要する費用（次号に掲げる費用を除く。） 

二 女性相談支援センターが行う第九条第三項第二号の一時保護（同条第七項に規

定する厚生労働大臣が定める基準を満たす者に委託して行う場合を含む。）及び

これに伴い必要な事務に要する費用 

三 都道府県が置く女性相談支援員に要する費用 

四 都道府県が設置する女性自立支援施設の設備に要する費用 

五 都道府県が行う自立支援（市町村、社会福祉法人その他適当と認める者に委託

して行う場合を含む。）及びこれに伴い必要な事務に要する費用 

六 第十三条第一項の規定により都道府県が自ら行い、又は民間の団体に委託して

行う困難な問題を抱える女性への支援に要する費用 

２ 市町村は、市町村が置く女性相談支援員に要する費用を支弁しなければならない。 

３ 市町村は、第十三条第二項の規定により市町村が自ら行い、又は民間の団体に委

託して行う困難な問題を抱える女性への支援に要する費用を支弁しなければなら

ない。 

（都道府県等の補助） 

第二十一条 都道府県は、社会福祉法人が設置する女性自立支援施設の設備に要する

費用の四分の三以内を補助することができる。 

２ 都道府県又は市町村は、第十三条第一項又は第二項の規定に基づく業務を行うに

当たって、法令及び予算の範囲内において、困難な問題を抱える女性への支援に関

する活動を行う民間の団体の当該活動に要する費用（前条第一項第六号の委託及び

同条第三項の委託に係る委託費の対象となる費用を除く。）の全部又は一部を補助

することができる。 

（国の負担及び補助） 

第二十二条 国は、政令で定めるところにより、都道府県が第二十条第一項の規定に

より支弁した費用のうち、同項第一号及び第二号に掲げるものについては、その十

分の五を負担するものとする。 

２ 国は、予算の範囲内において、次に掲げる費用の十分の五以内を補助することが

できる。 

一 都道府県が第二十条第一項の規定により支弁した費用のうち、同項第三号及び

第五号に掲げるもの（女性相談支援センターを設置する指定都市にあっては、同

項第三号に掲げるものに限る。） 

二 市町村が第二十条第二項の規定により支弁した費用 

３ 国は、予算の範囲内において、都道府県が第二十条第一項の規定により支弁した

費用のうち同項第六号に掲げるもの及び市町村が同条第三項の規定により支弁し
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た費用並びに都道府県及び市町村が前条第二項の規定により補助した金額の全部

又は一部を補助することができる。 

 

第五章 罰則 

第二十三条 第九条第八項又は第十五条第五項の規定に違反して秘密を漏らした者

は、一年以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。 

附 則 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和六年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規

定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 次条並びに附則第三条、第五条及び第三十八条の規定 公布の日 

二 附則第三十四条の規定 この法律の公布の日又は児童福祉法等の一部を改正

する法律（令和四年法律第六十六号）の公布の日のいずれか遅い日 

三 略 

四 附則第三十六条の規定 この法律の公布の日又は刑法等の一部を改正する法

律の施行に伴う関係法律の整理等に関する法律（令和四年法律第六十八号）の公

布の日のいずれか遅い日 

（検討） 

第二条 政府は、この法律の公布後三年を目途として、この法律に基づく支援を受け

る者の権利を擁護する仕組みの構築及び当該支援の質を公正かつ適切に評価する

仕組みの構築について検討を加え、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものと

する。 

２ 政府は、前項に定める事項のほか、この法律の施行後三年を目途として、この法

律の施行の状況について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づ

いて所要の措置を講ずるものとする。 

（準備行為） 

第三条 厚生労働大臣は、この法律の施行の日（以下「施行日」という。）前におい

ても、第七条第一項から第三項までの規定の例により、基本方針を定めることがで

きる。この場合において、厚生労働大臣は、同条第四項の規定の例により、これを

公表することができる。 

２ 前項の規定により定められ、公表された基本方針は、施行日において、第七条第

一項から第三項までの規定により定められ、同条第四項の規定により公表された基

本方針とみなす。 

（婦人補導院法の廃止） 

第十条 婦人補導院法は、廃止する。 

（婦人補導院法の廃止に伴う経過措置） 

第十一条 旧婦人補導院法第十二条の規定による手当金の支給及び旧婦人補導院法

第十九条の規定による遺留金品の措置については、なお従前の例による。この場合

において、これらに関する事務は、法務省令で定める法務省の職員が行うものとす

る。 

（政令への委任） 

第三十八条 この附則に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、

政令で定める。 

 

79



附 則 （令和四年六月一五日法律第六六号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和六年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規

定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 附則第七条、第八条及び第十七条の規定 公布の日 

（政令への委任） 

第十七条 附則第三条から前条までに規定するもののほか、この法律の施行に伴い必

要な経過措置（罰則に関する経過措置を含む。）は、政令で定める。 

附 則 （令和四年六月一七日法律第六八号） 抄 

（施行期日） 

１ この法律は、刑法等一部改正法施行日から施行する。ただし、次の各号に掲げる

規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 第五百九条の規定 公布の日 
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公  布：平成十三年法律第三十一号 

最終改正：令和五年法律第三十号 

 

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律 

目次 

前文 

第一章 総則（第一条・第二条） 

第一章の二 基本方針及び都道府県基本計画等（第二条の二・第二条の三） 

第二章 配偶者暴力相談支援センター等（第三条―第五条の四） 

第三章 被害者の保護（第六条―第九条の二） 

第四章 保護命令（第十条―第二十二条） 

第五章 雑則（第二十三条―第二十八条） 

第五章の二 補則（第二十八条の二） 

第六章 罰則（第二十九条―第三十一条） 

附則 

 

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、人権の擁

護と男女平等の実現に向けた取組が行われている。 

ところが、配偶者からの暴力は、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害であるに

もかかわらず、被害者の救済が必ずしも十分に行われてこなかった。また、配偶者か

らの暴力の被害者は、多くの場合女性であり、経済的自立が困難である女性に対して

配偶者が暴力を加えることは、個人の尊厳を害し、男女平等の実現の妨げとなってい

る。 

このような状況を改善し、人権の擁護と男女平等の実現を図るためには、配偶者か

らの暴力を防止し、被害者を保護するための施策を講ずることが必要である。このこ

とは、女性に対する暴力を根絶しようと努めている国際社会における取組にも沿うも

のである。 

ここに、配偶者からの暴力に係る通報、相談、保護、自立支援等の体制を整備する

ことにより、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るため、この法律を制定

する。 

 

第一章 総則 

（定義） 

第一条 この法律において「配偶者からの暴力」とは、配偶者からの身体に対する暴

力（身体に対する不法な攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼすものをいう。以

下同じ。）又はこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす言動（以下この項及び第二

十八条の二において「身体に対する暴力等」と総称する。）をいい、配偶者からの

身体に対する暴力等を受けた後に、その者が離婚をし、又はその婚姻が取り消され

た場合にあっては、当該配偶者であった者から引き続き受ける身体に対する暴力等

を含むものとする。 

２ この法律において「被害者」とは、配偶者からの暴力を受けた者をいう。 

３ この法律にいう「配偶者」には、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同

様の事情にある者を含み、「離婚」には、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関
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係と同様の事情にあった者が、事実上離婚したと同様の事情に入ることを含むもの

とする。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第二条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力を防止するとともに、被害者の保

護（被害者の自立を支援することを含む。以下同じ。）を図る責務を有する。 

第一章の二 基本方針及び都道府県基本計画等 

（基本方針） 

第二条の二 内閣総理大臣、国家公安委員会、法務大臣及び厚生労働大臣（以下この

条及び次条第五項において「主務大臣」という。）は、配偶者からの暴力の防止及

び被害者の保護のための施策に関する基本的な方針（以下この条並びに次条第一項

及び第三項において「基本方針」という。）を定めなければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項につき、次条第一項の都道府県基本計画及

び同条第三項の市町村基本計画の指針となるべきものを定めるものとする。 

一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本的な事項 

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の内容に関する事項 

三 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策を実施するために必

要な国、地方公共団体及び民間の団体の連携及び協力に関する事項 

四 前三号に掲げるもののほか、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のため

の施策に関する重要事項 

３ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、

関係行政機関の長に協議しなければならない。 

４ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公

表しなければならない。 

（都道府県基本計画等） 

第二条の三 都道府県は、基本方針に即して、当該都道府県における配偶者からの暴

力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する基本的な計画（以下この条

において「都道府県基本計画」という。）を定めなければならない。 

２ 都道府県基本計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本的な方針 

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施内容に関する

事項 

三 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策を実施するために必

要な当該都道府県、関係地方公共団体及び民間の団体の連携及び協力に関する事

項 

四 前三号に掲げるもののほか、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のため

の施策の実施に関する重要事項 

３ 市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、基本方針に即し、かつ、都道府県基本

計画を勘案して、当該市町村における配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護の

ための施策の実施に関する基本的な計画（以下この条において「市町村基本計画」

という。）を定めるよう努めなければならない。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県基本計画又は市町村基本計画を定め、又は変更

したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

５ 主務大臣は、都道府県又は市町村に対し、都道府県基本計画又は市町村基本計画

の作成のために必要な助言その他の援助を行うよう努めなければならない。 
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第二章 配偶者暴力相談支援センター等 

（配偶者暴力相談支援センター） 

第三条 都道府県は、当該都道府県が設置する女性相談支援センターその他の適切な

施設において、当該各施設が配偶者暴力相談支援センターとしての機能を果たすよ

うにするものとする。 

２ 市町村は、当該市町村が設置する適切な施設において、当該各施設が配偶者暴力

相談支援センターとしての機能を果たすようにするよう努めるものとする。 

３ 配偶者暴力相談支援センターは、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のた

め、次に掲げる業務を行うものとする。 

一 被害者に関する各般の問題について、相談に応ずること又は女性相談支援員若

しくは相談を行う機関を紹介すること。 

二 被害者の心身の健康を回復させるため、医学的又は心理学的な指導その他の必

要な指導を行うこと。 

三 被害者（被害者がその家族を同伴する場合にあっては、被害者及びその同伴す

る家族。次号、第六号、第五条、第八条の三及び第九条において同じ。）の緊急

時における安全の確保及び一時保護を行うこと。 

四 被害者が自立して生活することを促進するため、就業の促進、住宅の確保、援

護等に関する制度の利用等について、情報の提供、助言、関係機関との連絡調整

その他の援助を行うこと。 

五 第四章に定める保護命令の制度の利用について、情報の提供、助言、関係機関

への連絡その他の援助を行うこと。 

六 被害者を居住させ保護する施設の利用について、情報の提供、助言、関係機関

との連絡調整その他の援助を行うこと。 

４ 前項第三号の一時保護は、女性相談支援センターが、自ら行い、又は厚生労働大

臣が定める基準を満たす者に委託して行うものとする。 

５ 前項の規定による委託を受けた者若しくはその役員若しくは職員又はこれらの

者であった者は、正当な理由がなく、その委託を受けた業務に関して知り得た秘密

を漏らしてはならない。 

６ 配偶者暴力相談支援センターは、その業務を行うに当たっては、必要に応じ、配

偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るための活動を行う民間の団体との

連携に努めるものとする。 

（女性相談支援員による相談等） 

第四条 女性相談支援員は、被害者の相談に応じ、必要な援助を行うことができる。 

（女性自立支援施設における保護） 

第五条 都道府県は、女性自立支援施設において被害者の保護を行うことができる。 

（協議会） 

第五条の二 都道府県は、単独で又は共同して、配偶者からの暴力の防止及び被害者

の保護を図るため、関係機関、関係団体、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護に関連する職務に従事する者その他の関係者（第五項において「関係機関等」と

いう。）により構成される協議会（以下「協議会」という。）を組織するよう努めな

ければならない。 

２ 市町村は、単独で又は共同して、協議会を組織することができる。 

３ 協議会は、被害者に関する情報その他被害者の保護を図るために必要な情報の交

換を行うとともに、被害者に対する支援の内容に関する協議を行うものとする。 
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４ 協議会が組織されたときは、当該地方公共団体は、内閣府令で定めるところによ

り、その旨を公表しなければならない。 

５ 協議会は、第三項に規定する情報の交換及び協議を行うため必要があると認める

ときは、関係機関等に対し、資料又は情報の提供、意見の開陳その他必要な協力を

求めることができる。 

（秘密保持義務） 

第五条の三 協議会の事務に従事する者又は従事していた者は、正当な理由がなく、

協議会の事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

（協議会の定める事項） 

第五条の四 前二条に定めるもののほか、協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、

協議会が定める。 

 

第三章 被害者の保護 

（配偶者からの暴力の発見者による通報等） 

第六条 配偶者からの暴力（配偶者又は配偶者であった者からの身体に対する暴力に

限る。以下この章において同じ。）を受けている者を発見した者は、その旨を配偶

者暴力相談支援センター又は警察官に通報するよう努めなければならない。 

２ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当たり、配偶者からの暴力によっ

て負傷し又は疾病にかかったと認められる者を発見したときは、その旨を配偶者暴

力相談支援センター又は警察官に通報することができる。この場合において、その

者の意思を尊重するよう努めるものとする。 

３ 刑法（明治四十年法律第四十五号）の秘密漏示罪の規定その他の守秘義務に関す

る法律の規定は、前二項の規定により通報することを妨げるものと解釈してはなら

ない。 

４ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当たり、配偶者からの暴力によっ

て負傷し又は疾病にかかったと認められる者を発見したときは、その者に対し、配

偶者暴力相談支援センター等の利用について、その有する情報を提供するよう努め

なければならない。 

（配偶者暴力相談支援センターによる保護についての説明等） 

第七条 配偶者暴力相談支援センターは、被害者に関する通報又は相談を受けた場合

には、必要に応じ、被害者に対し、第三条第三項の規定により配偶者暴力相談支援

センターが行う業務の内容について説明及び助言を行うとともに、必要な保護を受

けることを勧奨するものとする。 

（警察官による被害の防止） 

第八条 警察官は、通報等により配偶者からの暴力が行われていると認めるときは、

警察法（昭和二十九年法律第百六十二号）、警察官職務執行法（昭和二十三年法律

第百三十六号）その他の法令の定めるところにより、暴力の制止、被害者の保護そ

の他の配偶者からの暴力による被害の発生を防止するために必要な措置を講ずる

よう努めなければならない。 

（警察本部長等の援助） 

第八条の二 警視総監若しくは道府県警察本部長（道警察本部の所在地を包括する方

面を除く方面については、方面本部長。第十五条第三項において同じ。）又は警察

署長は、配偶者からの暴力を受けている者から、配偶者からの暴力による被害を自

ら防止するための援助を受けたい旨の申出があり、その申出を相当と認めるときは、
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当該配偶者からの暴力を受けている者に対し、国家公安委員会規則で定めるところ

により、当該被害を自ら防止するための措置の教示その他配偶者からの暴力による

被害の発生を防止するために必要な援助を行うものとする。 

（福祉事務所による自立支援） 

第八条の三 社会福祉法（昭和二十六年法律第四十五号）に定める福祉に関する事務

所（次条において「福祉事務所」という。）は、生活保護法（昭和二十五年法律第

百四十四号）、児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）、母子及び父子並びに

寡婦福祉法（昭和三十九年法律第百二十九号）その他の法令の定めるところにより、

被害者の自立を支援するために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

（被害者の保護のための関係機関の連携協力） 

第九条 配偶者暴力相談支援センター、都道府県警察、福祉事務所、児童相談所その

他の都道府県又は市町村の関係機関その他の関係機関は、被害者の保護を行うに当

たっては、その適切な保護が行われるよう、相互に連携を図りながら協力するよう

努めるものとする。 

（苦情の適切かつ迅速な処理） 

第九条の二 前条の関係機関は、被害者の保護に係る職員の職務の執行に関して被害

者から苦情の申出を受けたときは、適切かつ迅速にこれを処理するよう努めるもの

とする。 

 

第四章 保護命令 

（接近禁止命令等） 

第十条 被害者（配偶者からの身体に対する暴力又は生命、身体、自由、名誉若しく

は財産に対し害を加える旨を告知してする脅迫（以下この章において「身体に対す

る暴力等」という。）を受けた者に限る。以下この条並びに第十二条第一項第三号

及び第四号において同じ。）が、配偶者（配偶者からの身体に対する暴力等を受け

た後に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該配

偶者であった者。以下この条及び第十二条第一項第二号から第四号までにおいて同

じ。）からの更なる身体に対する暴力等により、その生命又は心身に重大な危害を

受けるおそれが大きいときは、裁判所は、被害者の申立てにより、当該配偶者に対

し、命令の効力が生じた日から起算して一年間、被害者の住居（当該配偶者と共に

生活の本拠としている住居を除く。以下この項において同じ。）その他の場所にお

いて被害者の身辺につきまとい、又は被害者の住居、勤務先その他その通常所在す

る場所の付近をはいかいしてはならないことを命ずるものとする。 

２ 前項の場合において、同項の規定による命令（以下「接近禁止命令」という。）

を発する裁判所又は発した裁判所は、被害者の申立てにより、当該配偶者に対し、

命令の効力が生じた日以後、接近禁止命令の効力が生じた日から起算して一年を経

過する日までの間、被害者に対して次に掲げる行為をしてはならないことを命ずる

ものとする。 

一 面会を要求すること。 

二 その行動を監視していると思わせるような事項を告げ、又はその知り得る状態

に置くこと。 

三 著しく粗野又は乱暴な言動をすること。 

四 電話をかけて何も告げず、又は緊急やむを得ない場合を除き、連続して、電話

をかけ、文書を送付し、通信文その他の情報（電気通信（電気通信事業法（昭和
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五十九年法律第八十六号）第二条第一号に規定する電気通信をいう。以下この号

及び第六項第一号において同じ。）の送信元、送信先、通信日時その他の電気通

信を行うために必要な情報を含む。以下この条において「通信文等」という。）

をファクシミリ装置を用いて送信し、若しくは電子メールの送信等をすること。 

五 緊急やむを得ない場合を除き、午後十時から午前六時までの間に、電話をかけ、

通信文等をファクシミリ装置を用いて送信し、又は電子メールの送信等をするこ

と。 

六 汚物、動物の死体その他の著しく不快又は嫌悪の情を催させるような物を送付

し、又はその知り得る状態に置くこと。 

七 その名誉を害する事項を告げ、又はその知り得る状態に置くこと。 

八 その性的羞恥心を害する事項を告げ、若しくはその知り得る状態に置き、その

性的羞恥心を害する文書、図画、電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人

の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計

算機による情報処理の用に供されるものをいう。以下この号において同じ。）に

係る記録媒体その他の物を送付し、若しくはその知り得る状態に置き、又はその

性的羞恥心を害する電磁的記録その他の記録を送信し、若しくはその知り得る状

態に置くこと。 

九 その承諾を得ないで、その所持する位置情報記録・送信装置（当該装置の位置

に係る位置情報（地理空間情報活用推進基本法（平成十九年法律第六十三号）第

二条第一項第一号に規定する位置情報をいう。以下この号において同じ。）を記

録し、又は送信する機能を有する装置で政令で定めるものをいう。以下この号及

び次号において同じ。）（同号に規定する行為がされた位置情報記録・送信装置を

含む。）により記録され、又は送信される当該位置情報記録・送信装置の位置に

係る位置情報を政令で定める方法により取得すること。 

十 その承諾を得ないで、その所持する物に位置情報記録・送信装置を取り付ける

こと、位置情報記録・送信装置を取り付けた物を交付することその他その移動に

伴い位置情報記録・送信装置を移動し得る状態にする行為として政令で定める行

為をすること。 

３ 第一項の場合において、被害者がその成年に達しない子（以下この項及び次項並

びに第十二条第一項第三号において単に「子」という。）と同居しているときであ

って、配偶者が幼年の子を連れ戻すと疑うに足りる言動を行っていることその他の

事情があることから被害者がその同居している子に関して配偶者と面会すること

を余儀なくされることを防止するため必要があると認めるときは、接近禁止命令を

発する裁判所又は発した裁判所は、被害者の申立てにより、当該配偶者に対し、命

令の効力が生じた日以後、接近禁止命令の効力が生じた日から起算して一年を経過

する日までの間、当該子の住居（当該配偶者と共に生活の本拠としている住居を除

く。以下この項において同じ。）、就学する学校その他の場所において当該子の身辺

につきまとい、又は当該子の住居、就学する学校その他その通常所在する場所の付

近をはいかいしてはならないこと及び当該子に対して前項第二号から第十号まで

に掲げる行為（同項第五号に掲げる行為にあっては、電話をかけること及び通信文

等をファクシミリ装置を用いて送信することに限る。）をしてはならないことを命

ずるものとする。ただし、当該子が十五歳以上であるときは、その同意がある場合

に限る。 
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４ 第一項の場合において、配偶者が被害者の親族その他被害者と社会生活において

密接な関係を有する者（被害者と同居している子及び配偶者と同居している者を除

く。以下この項及び次項並びに第十二条第一項第四号において「親族等」という。）

の住居に押し掛けて著しく粗野又は乱暴な言動を行っていることその他の事情が

あることから被害者がその親族等に関して配偶者と面会することを余儀なくされ

ることを防止するため必要があると認めるときは、接近禁止命令を発する裁判所又

は発した裁判所は、被害者の申立てにより、当該配偶者に対し、命令の効力が生じ

た日以後、接近禁止命令の効力が生じた日から起算して一年を経過する日までの間、

当該親族等の住居（当該配偶者と共に生活の本拠としている住居を除く。以下この

項において同じ。）その他の場所において当該親族等の身辺につきまとい、又は当

該親族等の住居、勤務先その他その通常所在する場所の付近をはいかいしてはなら

ないことを命ずるものとする。 

５ 前項の申立ては、当該親族等（被害者の十五歳未満の子を除く。以下この項にお

いて同じ。）の同意（当該親族等が十五歳未満の者又は成年被後見人である場合に

あっては、その法定代理人の同意）がある場合に限り、することができる。 

６ 第二項第四号及び第五号の「電子メールの送信等」とは、次の各号のいずれかに

掲げる行為（電話をかけること及び通信文等をファクシミリ装置を用いて送信する

ことを除く。）をいう。 

一 電子メール（特定電子メールの送信の適正化等に関する法律（平成十四年法律

第二十六号）第二条第一号に規定する電子メールをいう。）その他のその受信を

する者を特定して情報を伝達するために用いられる電気通信の送信を行うこと。 

二 前号に掲げるもののほか、電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信

の技術を利用する方法であって、内閣府令で定めるものを用いて通信文等の送信

を行うこと。 

（退去等命令） 

第十条の二 被害者（配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫（被害

者の生命又は身体に対し害を加える旨を告知してする脅迫をいう。以下この章にお

いて同じ。）を受けた者に限る。以下この条及び第十八条第一項において同じ。）が、

配偶者（配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫を受けた後に、被

害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者であっ

た者。以下この条、第十二条第二項第二号及び第十八条第一項において同じ。）か

ら更に身体に対する暴力を受けることにより、その生命又は身体に重大な危害を受

けるおそれが大きいときは、裁判所は、被害者の申立てにより、当該配偶者に対し、

命令の効力が生じた日から起算して二月間（被害者及び当該配偶者が生活の本拠と

して使用する建物又は区分建物（不動産登記法（平成十六年法律第百二十三号）第

二条第二十二号に規定する区分建物をいう。）の所有者又は賃借人が被害者のみで

ある場合において、被害者の申立てがあったときは、六月間）、被害者と共に生活

の本拠としている住居から退去すること及び当該住居の付近をはいかいしてはな

らないことを命ずるものとする。ただし、申立ての時において被害者及び当該配偶

者が生活の本拠を共にする場合に限る。 

（管轄裁判所） 

第十一条 接近禁止命令及び前条の規定による命令（以下「退去等命令」という。）

の申立てに係る事件は、相手方の住所（日本国内に住所がないとき又は住所が知れ

ないときは居所）の所在地を管轄する地方裁判所の管轄に属する。 
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２ 接近禁止命令の申立ては、次の各号に掲げる地を管轄する地方裁判所にもするこ

とができる。 

一 申立人の住所又は居所の所在地 

二 当該申立てに係る配偶者からの身体に対する暴力等が行われた地 

３ 退去等命令の申立ては、次の各号に掲げる地を管轄する地方裁判所にもすること

ができる。 

一 申立人の住所又は居所の所在地 

二 当該申立てに係る配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫が

行われた地 

（接近禁止命令等の申立て等） 

第十二条 接近禁止命令及び第十条第二項から第四項までの規定による命令の申立

ては、次に掲げる事項を記載した書面でしなければならない。 

一 配偶者からの身体に対する暴力等を受けた状況（当該身体に対する暴力等を受

けた後に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合であって、当該

配偶者であった者からの身体に対する暴力等を受けたときにあっては、当該配偶

者であった者からの身体に対する暴力等を受けた状況を含む。） 

二 前号に掲げるもののほか、配偶者からの更なる身体に対する暴力等により、生

命又は心身に重大な危害を受けるおそれが大きいと認めるに足りる申立ての時

における事情 

三 第十条第三項の規定による命令（以下この号並びに第十七条第三項及び第四項

において「三項命令」という。）の申立てをする場合にあっては、被害者が当該

同居している子に関して配偶者と面会することを余儀なくされることを防止す

るため当該三項命令を発する必要があると認めるに足りる申立ての時における

事情 

四 第十条第四項の規定による命令の申立てをする場合にあっては、被害者が当該

親族等に関して配偶者と面会することを余儀なくされることを防止するため当

該命令を発する必要があると認めるに足りる申立ての時における事情 

五 配偶者暴力相談支援センターの職員又は警察職員に対し、前各号に掲げる事項

について相談し、又は援助若しくは保護を求めた事実の有無及びその事実がある

ときは、次に掲げる事項 

イ 当該配偶者暴力相談支援センター又は当該警察職員の所属官署の名称 

ロ 相談し、又は援助若しくは保護を求めた日時及び場所 

ハ 相談又は求めた援助若しくは保護の内容 

ニ 相談又は申立人の求めに対して執られた措置の内容 

２ 退去等命令の申立ては、次に掲げる事項を記載した書面でしなければならない。 

一 配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫を受けた状況（当該身

体に対する暴力又は生命等に対する脅迫を受けた後に、被害者が離婚をし、又は

その婚姻が取り消された場合であって、当該配偶者であった者からの身体に対す

る暴力又は生命等に対する脅迫を受けたときにあっては、当該配偶者であった者

からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫を受けた状況を含む。） 

二 前号に掲げるもののほか、配偶者から更に身体に対する暴力を受けることによ

り、生命又は身体に重大な危害を受けるおそれが大きいと認めるに足りる申立て

の時における事情 
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三 配偶者暴力相談支援センターの職員又は警察職員に対し、前二号に掲げる事項

について相談し、又は援助若しくは保護を求めた事実の有無及びその事実がある

ときは、次に掲げる事項 

イ 当該配偶者暴力相談支援センター又は当該警察職員の所属官署の名称 

ロ 相談し、又は援助若しくは保護を求めた日時及び場所 

ハ 相談又は求めた援助若しくは保護の内容 

ニ 相談又は申立人の求めに対して執られた措置の内容 

３ 前二項の書面（以下「申立書」という。）に第一項第五号イからニまで又は前項

第三号イからニまでに掲げる事項の記載がない場合には、申立書には、第一項第一

号から第四号まで又は前項第一号及び第二号に掲げる事項についての申立人の供

述を記載した書面で公証人法（明治四十一年法律第五十三号）第五十八条ノ二第一

項の認証を受けたものを添付しなければならない。 

（迅速な裁判） 

第十三条 裁判所は、接近禁止命令、第十条第二項から第四項までの規定による命令

及び退去等命令（以下「保護命令」という。）の申立てに係る事件については、速

やかに裁判をするものとする。 

（保護命令事件の審理の方法） 

第十四条 保護命令は、口頭弁論又は相手方が立ち会うことができる審尋の期日を経

なければ、これを発することができない。ただし、その期日を経ることにより保護

命令の申立ての目的を達することができない事情があるときは、この限りでない。 

２ 申立書に第十二条第一項第五号イからニまで又は同条第二項第三号イからニま

でに掲げる事項の記載がある場合には、裁判所は、当該配偶者暴力相談支援センタ

ー又は当該所属官署の長に対し、申立人が相談し、又は援助若しくは保護を求めた

際の状況及びこれに対して執られた措置の内容を記載した書面の提出を求めるも

のとする。この場合において、当該配偶者暴力相談支援センター又は当該所属官署

の長は、これに速やかに応ずるものとする。 

３ 裁判所は、必要があると認める場合には、前項の配偶者暴力相談支援センター若

しくは所属官署の長又は申立人から相談を受け、若しくは援助若しくは保護を求め

られた職員に対し、同項の規定により書面の提出を求めた事項に関して更に説明を

求めることができる。 

（期日の呼出し） 

第十四条の二 保護命令に関する手続における期日の呼出しは、呼出状の送達、当該

事件について出頭した者に対する期日の告知その他相当と認める方法によってす

る。 

２ 呼出状の送達及び当該事件について出頭した者に対する期日の告知以外の方法

による期日の呼出しをしたときは、期日に出頭しない者に対し、法律上の制裁その

他期日の不遵守による不利益を帰することができない。ただし、その者が期日の呼

出しを受けた旨を記載した書面を提出したときは、この限りでない。 

（公示送達の方法） 

第十四条の三 保護命令に関する手続における公示送達は、裁判所書記官が送達すべ

き書類を保管し、いつでも送達を受けるべき者に交付すべき旨を裁判所の掲示場に

掲示してする。 

（電子情報処理組織による申立て等） 
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第十四条の四 保護命令に関する手続における申立てその他の申述（以下この条にお

いて「申立て等」という。）のうち、当該申立て等に関するこの法律その他の法令

の規定により書面等（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文

字、図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他の有

体物をいう。次項及び第四項において同じ。）をもってするものとされているもの

であって、最高裁判所の定める裁判所に対してするもの（当該裁判所の裁判長、受

命裁判官、受託裁判官又は裁判所書記官に対してするものを含む。）については、

当該法令の規定にかかわらず、最高裁判所規則で定めるところにより、電子情報処

理組織（裁判所の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下この項及び第三

項において同じ。）と申立て等をする者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線

で接続した電子情報処理組織をいう。）を用いてすることができる。 

２ 前項の規定によりされた申立て等については、当該申立て等を書面等をもってす

るものとして規定した申立て等に関する法令の規定に規定する書面等をもってさ

れたものとみなして、当該申立て等に関する法令の規定を適用する。 

３ 第一項の規定によりされた申立て等は、同項の裁判所の使用に係る電子計算機に

備えられたファイルへの記録がされた時に、当該裁判所に到達したものとみなす。 

４ 第一項の場合において、当該申立て等に関する他の法令の規定により署名等（署

名、記名、押印その他氏名又は名称を書面等に記載することをいう。以下この項に

おいて同じ。）をすることとされているものについては、当該申立て等をする者は、

当該法令の規定にかかわらず、当該署名等に代えて、最高裁判所規則で定めるとこ

ろにより、氏名又は名称を明らかにする措置を講じなければならない。 

５ 第一項の規定によりされた申立て等が第三項に規定するファイルに記録された

ときは、第一項の裁判所は、当該ファイルに記録された情報の内容を書面に出力し

なければならない。 

６ 第一項の規定によりされた申立て等に係るこの法律その他の法令の規定による

事件の記録の閲覧若しくは謄写又はその正本、謄本若しくは抄本の交付は、前項の

書面をもってするものとする。当該申立て等に係る書類の送達又は送付も、同様と

する。 

（保護命令の申立てについての決定等） 

第十五条 保護命令の申立てについての決定には、理由を付さなければならない。た

だし、口頭弁論を経ないで決定をする場合には、理由の要旨を示せば足りる。 

２ 保護命令は、相手方に対する決定書の送達又は相手方が出頭した口頭弁論若しく

は審尋の期日における言渡しによって、その効力を生ずる。 

３ 保護命令を発したときは、裁判所書記官は、速やかにその旨及びその内容を申立

人の住所又は居所を管轄する警視総監又は道府県警察本部長に通知するものとす

る。 

４ 保護命令を発した場合において、申立人が配偶者暴力相談支援センターの職員に

対し相談し、又は援助若しくは保護を求めた事実があり、かつ、申立書に当該事実

に係る第十二条第一項第五号イからニまで又は同条第二項第三号イからニまでに

掲げる事項の記載があるときは、裁判所書記官は、速やかに、保護命令を発した旨

及びその内容を、当該申立書に名称が記載された配偶者暴力相談支援センター（当

該申立書に名称が記載された配偶者暴力相談支援センターが二以上ある場合にあ

っては、申立人がその職員に対し相談し、又は援助若しくは保護を求めた日時が最

も遅い配偶者暴力相談支援センター）の長に通知するものとする。 

90



５ 保護命令は、執行力を有しない。 

（即時抗告） 

第十六条 保護命令の申立てについての裁判に対しては、即時抗告をすることができ

る。 

２ 前項の即時抗告は、保護命令の効力に影響を及ぼさない。 

３ 即時抗告があった場合において、保護命令の取消しの原因となることが明らかな

事情があることにつき疎明があったときに限り、抗告裁判所は、申立てにより、即

時抗告についての裁判が効力を生ずるまでの間、保護命令の効力の停止を命ずるこ

とができる。事件の記録が原裁判所に存する間は、原裁判所も、この処分を命ずる

ことができる。 

４ 前項の規定により接近禁止命令の効力の停止を命ずる場合において、第十条第二

項から第四項までの規定による命令が発せられているときは、裁判所は、当該命令

の効力の停止をも命じなければならない。 

５ 前二項の規定による裁判に対しては、不服を申し立てることができない。 

６ 抗告裁判所が接近禁止命令を取り消す場合において、第十条第二項から第四項ま

での規定による命令が発せられているときは、抗告裁判所は、当該命令をも取り消

さなければならない。 

７ 前条第四項の規定による通知がされている保護命令について、第三項若しくは第

四項の規定によりその効力の停止を命じたとき又は抗告裁判所がこれを取り消し

たときは、裁判所書記官は、速やかに、その旨及びその内容を当該通知をした配偶

者暴力相談支援センターの長に通知するものとする。 

８ 前条第三項の規定は、第三項及び第四項の場合並びに抗告裁判所が保護命令を取

り消した場合について準用する。 

（保護命令の取消し） 

第十七条 保護命令を発した裁判所は、当該保護命令の申立てをした者の申立てがあ

った場合には、当該保護命令を取り消さなければならない。接近禁止命令又は第十

条第二項から第四項までの規定による命令にあっては接近禁止命令が効力を生じ

た日から起算して三月を経過した日以後において、退去等命令にあっては当該退去

等命令が効力を生じた日から起算して二週間を経過した日以後において、これらの

命令を受けた者が申し立て、当該裁判所がこれらの命令の申立てをした者に異議が

ないことを確認したときも、同様とする。 

２ 前条第六項の規定は、接近禁止命令を発した裁判所が前項の規定により当該接近

禁止命令を取り消す場合について準用する。 

３ 三項命令を受けた者は、接近禁止命令が効力を生じた日から起算して六月を経過

した日又は当該三項命令が効力を生じた日から起算して三月を経過した日のいず

れか遅い日以後において、当該三項命令を発した裁判所に対し、第十条第三項に規

定する要件を欠くに至ったことを理由として、当該三項命令の取消しの申立てをす

ることができる。 

４ 裁判所は、前項の取消しの裁判をするときは、当該取消しに係る三項命令の申立

てをした者の意見を聴かなければならない。 

５ 第三項の取消しの申立てについての裁判に対しては、即時抗告をすることができ

る。 

６ 第三項の取消しの裁判は、確定しなければその効力を生じない。 
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７ 第十五条第三項及び前条第七項の規定は、第一項から第三項までの場合について

準用する。 

（退去等命令の再度の申立て） 

第十八条 退去等命令が発せられた後に当該発せられた退去等命令の申立ての理由

となった身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫と同一の事実を理由とする退

去等命令の再度の申立てがあったときは、裁判所は、配偶者と共に生活の本拠とし

ている住居から転居しようとする被害者がその責めに帰することのできない事由

により当該発せられた命令の期間までに当該住居からの転居を完了することがで

きないことその他の退去等命令を再度発する必要があると認めるべき事情がある

ときに限り、退去等命令を発するものとする。ただし、当該退去等命令を発するこ

とにより当該配偶者の生活に特に著しい支障を生ずると認めるときは、当該退去等

命令を発しないことができる。 

２ 前項の申立てをする場合における第十二条の規定の適用については、同条第二項

各号列記以外の部分中「事項」とあるのは「事項及び第十八条第一項本文の事情」

と、同項第三号中「事項に」とあるのは「事項及び第十八条第一項本文の事情に」

と、同条第三項中「事項に」とあるのは「事項並びに第十八条第一項本文の事情に」

とする。 

（事件の記録の閲覧等） 

第十九条 保護命令に関する手続について、当事者は、裁判所書記官に対し、事件の

記録の閲覧若しくは謄写、その正本、謄本若しくは抄本の交付又は事件に関する事

項の証明書の交付を請求することができる。ただし、相手方にあっては、保護命令

の申立てに関し口頭弁論若しくは相手方を呼び出す審尋の期日の指定があり、又は

相手方に対する保護命令の送達があるまでの間は、この限りでない。 

第二十条 削除 

（民事訴訟法の準用） 

第二十一条 この法律に特別の定めがある場合を除き、保護命令に関する手続に関し

ては、その性質に反しない限り、民事訴訟法（平成八年法律第百九号）の規定を準

用する。 

（最高裁判所規則） 

第二十二条 この法律に定めるもののほか、保護命令に関する手続に関し必要な事項

は、最高裁判所規則で定める。 

 

第五章 雑則 

（職務関係者による配慮等） 

第二十三条 配偶者からの暴力に係る被害者の保護、捜査、裁判等に職務上関係のあ

る者（次項において「職務関係者」という。）は、その職務を行うに当たり、被害

者の心身の状況、その置かれている環境等を踏まえ、被害者の国籍、障害の有無等

を問わずその人権を尊重するとともに、その安全の確保及び秘密の保持に十分な配

慮をしなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、職務関係者に対し、被害者の人権、配偶者からの暴力の

特性等に関する理解を深めるために必要な研修及び啓発を行うものとする。 

（教育及び啓発） 

第二十四条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止に関する国民の理解を

深めるための教育及び啓発に努めるものとする。 
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（調査研究の推進等） 

第二十五条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に資

するため、加害者の更生のための指導の方法、被害者の心身の健康を回復させるた

めの方法等に関する調査研究の推進並びに被害者の保護に係る人材の養成及び資

質の向上に努めるものとする。 

（民間の団体に対する援助） 

第二十六条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図

るための活動を行う民間の団体に対し、必要な援助を行うよう努めるものとする。 

（都道府県及び市町村の支弁） 

第二十七条 都道府県は、次の各号に掲げる費用を支弁しなければならない。 

一 第三条第三項の規定に基づき同項に掲げる業務を行う女性相談支援センター

の運営に要する費用（次号に掲げる費用を除く。） 

二 第三条第三項第三号の規定に基づき女性相談支援センターが行う一時保護（同

条第四項に規定する厚生労働大臣が定める基準を満たす者に委託して行う場合

を含む。）及びこれに伴い必要な事務に要する費用 

三 第四条の規定に基づき都道府県が置く女性相談支援員が行う業務に要する費

用 

四 第五条の規定に基づき都道府県が行う保護（市町村、社会福祉法人その他適当

と認める者に委託して行う場合を含む。）及びこれに伴い必要な事務に要する費

用 

２ 市町村は、第四条の規定に基づき市町村が置く女性相談支援員が行う業務に要す

る費用を支弁しなければならない。 

（国の負担及び補助） 

第二十八条 国は、政令の定めるところにより、都道府県が前条第一項の規定により

支弁した費用のうち、同項第一号及び第二号に掲げるものについては、その十分の

五を負担するものとする。 

２ 国は、予算の範囲内において、次の各号に掲げる費用の十分の五以内を補助する

ことができる。 

一 都道府県が前条第一項の規定により支弁した費用のうち、同項第三号及び第四

号に掲げるもの 

二 市町村が前条第二項の規定により支弁した費用 

 

第五章の二 補則 

（この法律の準用） 

第二十八条の二 第二条及び第一章の二から前章までの規定は、生活の本拠を共にす

る交際（婚姻関係における共同生活に類する共同生活を営んでいないものを除く。）

をする関係にある相手からの暴力（当該関係にある相手からの身体に対する暴力等

をいい、当該関係にある相手からの身体に対する暴力等を受けた後に、その者が当

該関係を解消した場合にあっては、当該関係にあった者から引き続き受ける身体に

対する暴力等を含む。）及び当該暴力を受けた者について準用する。この場合にお

いて、これらの規定（同条を除く。）中「配偶者からの暴力」とあるのは、「特定関

係者からの暴力」と読み替えるほか、次の表の上欄に掲げる規定中同表の中欄に掲

げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 
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第二条 配偶者 第二十八条の二に規

定する関係にある

相手（以下「特定

関係者」という。） 

 、被害者 、被害者（特定関係

者からの暴力を受

けた者をいう。以

下同じ。） 

第六条第一項 配偶者又は

配偶者で

あった者 

特定関係者又は特定

関係者であった者 

第十条第一項から第四項まで、第十条の

二、第十一条第二項第二号及び第三項第

二号、第十二条第一項第一号から第四号

まで並びに第二項第一号及び第二号並

びに第十八条第一項 

配偶者 特定関係者 

第十条第一項、第十条の二並びに第十二条

第一項第一号及び第二項第一号 

離婚をし、又

はその婚

姻が取り

消された

場合 

第二十八条の二に規

定する関係を解消

した場合 

 

第六章 罰則 

第二十九条 保護命令（前条において読み替えて準用する第十条第一項から第四項ま

で及び第十条の二の規定によるものを含む。第三十一条において同じ。）に違反し

た者は、二年以下の懲役又は二百万円以下の罰金に処する。 

第三十条 第三条第五項又は第五条の三の規定に違反して秘密を漏らした者は、一年

以下の拘禁刑又は五十万円以下の罰金に処する。 

第三十一条 第十二条第一項若しくは第二項（第十八条第二項の規定により読み替え

て適用する場合を含む。）又は第二十八条の二において読み替えて準用する第十二

条第一項若しくは第二項（第二十八条の二において準用する第十八条第二項の規定

により読み替えて適用する場合を含む。）の規定により記載すべき事項について虚

偽の記載のある申立書により保護命令の申立てをした者は、十万円以下の過料に処

する。 

 

附 則 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日から施行する。ただし、

第二章、第六条（配偶者暴力相談支援センターに係る部分に限る。）、第七条、第九

条（配偶者暴力相談支援センターに係る部分に限る。）、第二十七条及び第二十八条

の規定は、平成十四年四月一日から施行する。 
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（経過措置） 

第二条 平成十四年三月三十一日までに婦人相談所に対し被害者が配偶者からの身

体に対する暴力に関して相談し、又は援助若しくは保護を求めた場合における当該

被害者からの保護命令の申立てに係る事件に関する第十二条第一項第四号並びに

第十四条第二項及び第三項の規定の適用については、これらの規定中「配偶者暴力

相談支援センター」とあるのは、「婦人相談所」とする。 

（検討） 

第三条 この法律の規定については、この法律の施行後三年を目途として、この法律

の施行状況等を勘案し、検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜら

れるものとする。 

附 則 （平成一六年六月二日法律第六四号） 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日から施行する。 

（経過措置） 

第二条 この法律の施行前にしたこの法律による改正前の配偶者からの暴力の防止

及び被害者の保護に関する法律（次項において「旧法」という。）第十条の規定に

よる命令の申立てに係る同条の規定による命令に関する事件については、なお従前

の例による。 

２ 旧法第十条第二号の規定による命令が発せられた後に当該命令の申立ての理由

となった身体に対する不法な攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼすものと同

一の事実を理由とするこの法律による改正後の配偶者からの暴力の防止及び被害

者の保護に関する法律（以下「新法」という。）第十条第一項第二号の規定による

命令の申立て（この法律の施行後最初にされるものに限る。）があった場合におけ

る新法第十八条第一項の規定の適用については、同項中「二月」とあるのは、「二

週間」とする。 

（検討） 

第三条 新法の規定については、この法律の施行後三年を目途として、新法の施行状

況等を勘案し、検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるもの

とする。 

附 則 （平成一九年七月一一日法律第一一三号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日から施行する。 

（経過措置） 

第二条 この法律の施行前にしたこの法律による改正前の配偶者からの暴力の防止

及び被害者の保護に関する法律第十条の規定による命令の申立てに係る同条の規

定による命令に関する事件については、なお従前の例による。 

附 則 （平成二五年七月三日法律第七二号） 抄 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日から施行する。 

附 則 （平成二六年四月二三日法律第二八号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十七年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げ

る規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 略 
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二 第二条並びに附則第三条、第七条から第十条まで、第十二条及び第十五条から

第十八条までの規定 平成二十六年十月一日 

附 則 （令和元年六月二六日法律第四六号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和二年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規

定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 附則第四条、第七条第一項及び第八条の規定 公布の日 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第四条 前二条に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政

令で定める。 

（検討等） 

第八条 政府は、附則第一条第一号に掲げる規定の施行後三年を目途に、配偶者から

の暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律第六条第一項及び第二項の通報の

対象となる同条第一項に規定する配偶者からの暴力の形態並びに同法第十条第一

項から第四項までの規定による命令の申立てをすることができる同条第一項に規

定する被害者の範囲の拡大について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を

講ずるものとする。 

２ 政府は、附則第一条第一号に掲げる規定の施行後三年を目途に、配偶者からの暴

力の防止及び被害者の保護等に関する法律第一条第一項に規定する配偶者からの

暴力に係る加害者の地域社会における更生のための指導及び支援の在り方につい

て検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

附 則 （令和四年五月二五日法律第五二号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和六年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規

定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 次条並びに附則第三条、第五条及び第三十八条の規定 公布の日 

（政令への委任） 

第三十八条 この附則に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、

政令で定める。 

附 則 （令和四年六月一七日法律第六八号） 抄 

（施行期日） 

１ この法律は、刑法等一部改正法施行日から施行する。ただし、次の各号に掲げる

規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 第五百九条の規定 公布の日 

附 則 （令和五年五月一九日法律第三〇号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和六年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規

定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 附則第七条の規定 公布の日 

二 第二十一条の改正規定 民事訴訟法等の一部を改正する法律（令和四年法律第

四十八号。附則第三条において「民事訴訟法等改正法」という。）附則第一条第

四号に掲げる規定の施行の日 

（保護命令事件に係る経過措置） 
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第二条 この法律による改正後の配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関

する法律（以下「新法」という。）第十条及び第十条の二の規定は、この法律の施

行の日（以下この条において「施行日」という。）以後にされる保護命令の申立て

に係る事件について適用し、施行日前にされた保護命令の申立てに係る事件につい

ては、なお従前の例による。 

２ 新法第十一条第二項及び第三項並びに第十二条第一項及び第二項の規定は、施行

日以後にされる保護命令の申立てについて適用し、施行日前にされた保護命令の申

立てについては、なお従前の例による。 

３ 新法第十八条第一項の規定は、施行日以後にされる同項に規定する再度の申立て

に係る事件について適用し、施行日前にされた同項に規定する再度の申立てに係る

事件については、なお従前の例による。 

（民事訴訟法等改正法の施行の日の前日までの間の経過措置） 

第三条 新法第十四条の二から第十四条の四までの規定は、民事訴訟法等改正法の施

行の日の前日までの間は、適用しない。 

２ 附則第一条第二号に規定する規定の施行の日から民事訴訟法等改正法の施行の

日の前日までの間における新法第二十一条の規定の適用については、同条中「第七

十一条第二項、第九十一条の二、第九十二条第九項及び第十項、第九十二条の二第

二項、第九十四条、第百条第二項、第一編第五章第四節第三款、第百十一条、第一

編第七章、第百三十三条の二第五項及び第六項、第百三十三条の三第二項、第百五

十一条第三項、第百六十条第二項、第百八十五条第三項、第二百五条第二項、第二

百十五条第二項、第二百二十七条第二項並びに第二百三十二条の二の規定を除く。）

を準用する。この場合において、次の表の上欄に掲げる同法の規定中同表の中欄に

掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句に読み替えるものとする」とある

のは、「第八十七条の二の規定を除く。）を準用する」とする。 

（罰則の適用に関する経過措置） 

第四条 刑法等の一部を改正する法律（令和四年法律第六十七号）の施行の日（以下

この条において「刑法施行日」という。）の前日までの間における新法第三十条の

規定の適用については、同条中「拘禁刑」とあるのは、「懲役」とする。刑法施行

日以後における刑法施行日前にした行為に対する同条の規定の適用についても、同

様とする。 

（政令への委任） 

第七条 この附則に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置（罰則

に関する経過措置を含む。）は、政令で定める。 

（検討） 

第八条 政府は、この法律の施行後三年を経過した場合において、新法の施行の状況

を勘案し、必要があると認めるときは、新法の規定について検討を加え、その結果

に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

附 則 （令和五年六月一四日法律第五三号） 抄 

この法律は、公布の日から起算して五年を超えない範囲内において政令で定める日

から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 第三十二章の規定及び第三百八十八条の規定 公布の日 

二 第一条中民事執行法第二十二条第五号の改正規定、同法第二十五条の改正規定、

同法第二十六条の改正規定、同法第二十九条の改正規定（「の謄本」の下に「又

は電磁的記録に記録されている事項の全部を記録した電磁的記録」を加える部分
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を除く。）、同法第九十一条第一項第三号の改正規定、同法第百四十一条第一項第

三号の改正規定、同法第百八十一条第一項の改正規定、同条第四項の改正規定、

同法第百八十三条の改正規定、同法第百八十九条の改正規定及び同法第百九十三

条第一項の改正規定、第十二条、第三十三条、第三十四条、第三十六条及び第三

十七条の規定、第四十二条中組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する

法律第三十九条第二項の改正規定、第四十五条の規定（民法第九十八条第二項及

び第百五十一条第四項の改正規定を除く。）、第四十七条中鉄道抵当法第四十一条

の改正規定及び同法第四十三条第三項の改正規定、第四十八条及び第四章の規定、

第八十八条中民事訴訟費用等に関する法律第二条の改正規定、第九十一条の規定、

第百八十五条中配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律第十

二条第三項の改正規定、第百九十八条の規定並びに第三百八十七条の規定 公布

の日から起算して二年六月を超えない範囲内において政令で定める日 
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配偶者からの暴力の防止及び被害者の支援等に関する基本計画（第６次計画）
令和３年度から令和５年度実績及び評価（事業別）

（令和６年３月３１日時点）

施策

取組 関連事業 事業内容 担当部局等 評価

県民からの通報
の促進

ＤＶ予防啓発

■ＤＶ・デートＤＶ防止啓発リーフレッ
トの配布
　□一般向けリーフレット作成数
　　R3　14,000部
　　R4　12,000部
　　R5　10,000部（予定）
　□若年層向けリーフレット作成数
　　R3　20,000部
　　R4　  4,000部
　　R5　　5,000部（予定）
■デートＤＶ防止啓発パンフレットの
配布
　　R3　41,700部
　　R4　35,100部
　　R5　33,500部（予定）
■夜間・休日ＤＶ電話相談事業広報
カードの配布
■電話相談や面接相談について、新
聞、ラジオ、ＨＰ等を活用した啓発
■デートDV防止講座の実施
　□実施校　R3　34校
　　　　　　　　R4　37校
　　　　　　　　R5　44校（予定）

子ども・家庭支援
課

■リーフレット、広報誌等による予防
啓発のほか、講座等により、相談窓
口の情報やＤＶに関する意識啓発が
図られた。
■今後も更なる啓発を推進するた
め、関係機関と連携し、継続した取
組が必要である。

医療関係者に
よる発見・通報
等の協力

■医療機関向けＤＶ対応マニュアル
の配布（外科、小児科、婦人科、歯
科）

子ども・家庭支援
課

保育・学校関係
者等による発
見・通報等の促
進

■教職員向けデートDV対応の手引
きやDV予防啓発リーフレットの配布

子ども・家庭支援
課

子育て家庭へ
のDV及び児童
虐待予防啓発
資料の配布

■ＤＶ・デートＤＶ防止啓発リーフレッ
トの配布
　□一般向けリーフレット作成数
　　R3　14,000部
　　R4　12,000部
　　R5　10,000部（予定）
　□若年層向けリーフレット作成数
　　R3　20,000部
　　R4　  4,000部
　　R5　　5,000部（予定）
■デートＤＶ防止啓発パンフレットの
配布
　　R3　41,700部
　　R4　35,100部
　　R5　33,500部（予定）
■夜間・休日ＤＶ電話相談事業広報
カードの配布
■児童虐待防止啓発リーフレットの
配布
　　R3　  9,300部
　　R4   16,800部
　　R5　 26,300 部

子ども・家庭支援
課

要保護児童対
策地域協議会
機能強化事業

■要保護児童対策地域協議会機能
強化研修会の開催
　R3　8回　153名参加
　R4　3回　120名参加

子ども・家庭支援
課

１　被害者等の相談・保護体制の充実 

１－１　早期発見・通報体制の整備

医療関係者や教
育関係者への相
談窓口・通報制
度の周知

■手引きやリーフレットを配布し、通
報制度や相談窓口の周知を図り、被
害者の早期発見につながる情報提
供を行った。
■引き続き、被害者の早期発見につ
ながるよう情報提供や手引き等によ
る周知に努める。

子育て家庭への
DV防止啓発の
推進

■リーフレットを配布し、通報制度や
相談窓口の周知を図り、被害者の早
期発見につながる情報提供を行っ
た。また、研修会を実施したことによ
り、警察や民間支援団体との顔の見
える関係が構築され、連携強化と支
援の資質向上が図られた。
■引き続き構成機関との連携に努
め、支援団体の取組の促進、連携体
制の機能強化を図る必要がある。
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施策

取組 関連事業 事業内容 担当部局等 評価

市町村人材育成
支援事業

■市町村における配偶者暴力相談
支援センター設置促進に向けた研
修会の開催
■配偶者暴力相談支援センター未
設置の市町村に対する業務内容の
情報提供や助言
　□センター設置数：県１箇所
　　　　　　　　　　　　　市２箇所

子ども・家庭支援
課

女性相談員等技
術研修会の実施

■相談員向け研修会の実施
　R3　8回　現地280名参加
　R4　6回　現地131名参加
　　　　　　　WEB158名参加
　R5　6回（予定）

子ども・家庭支援
課
女性相談セン
ター

男女共同参画相
談・自立サポート
支援事業

■男女共同参画に関する相談のス
キルアップ研修等の実施

共同参画社会推
進課

部内研修会の開
催

■警察署員等に対する研修会を開
催し、スキルアップを図る

県民安全対策課

地域の実情や被
害者の状況に配
慮した柔軟な相談
体制の整備

夜間・休日ＤＶ電
話相談

■夜間・休日の電話相談窓口として
「みやぎ夜間・休日ＤＶほっとライン」
を設置し、ＤＶ被害者等に対する支
援の充実に資する。
　□相談件数
　　R3　279件（うちDV相談81件）
　　R4　343件（うちDV相談81件）

子ども・家庭支援
課

■民間委託による夜間・休日の電
話相談を実施し、ＤＶ被害者等の相
談受付体制の充実を図った。
■相談場所に地域的な偏りがある
ことから、引き続き相談者のニーズ
に応じた相談体制の拡充を図り、早
期発見につなげる必要がある。

市町村の相談体
制の強化に対す
る支援

市町村人材育成
支援事業
【再掲】

■市町村における配偶者暴力相談
支援センター設置促進に向けた研
修会の開催
■配偶者暴力相談支援センター未
設置の市町村に対する業務内容の
情報提供や助言
　□センター設置数：県１箇所
　　　　　　　　　　　　　市２箇所

子ども・家庭支援
課

■関係職員及び相談員等に対する
各種研修会の実施により、相談対
応能力の向上や支援制度等の理解
が深まり、資質向上が図られた。
■今後も継続して研修会等を開催し
相談員等の資質向上に努め、相談
体制や事案に対する対処能力をよ
り一層向上させる必要がある。

警察における相
談体制の充実

ストーカー・ＤＶ
アドバイザーの
配置

■ストーカー・ＤＶアドバイザーの配
置

県民安全対策課

■警察署から報告を受けた事案に
ついて、助言・指導を行い、重大事
案への発展を阻止している。
■引き続き相談者のニーズに応じ
た助言・指導を行い、関係機関と連
携した迅速な支援が必要がある。

男性相談の充実
男女共同参画相
談室での相談対
応

■「みやぎ男女共同参画相談室」に
おいて、様々な男女共同参画に関す
る県民からの相談に男性相談員が
対応する。
　□相談件数
　　R3　1,195件
　　R4　1,292件

共同参画社会推
進課

■男女共同参画相談室の一般相談
や男性相談により、ＤＶ被害者等の
相談受付体制の充実を図った。
■引き続き相談者のニーズに応じ
た相談体制の拡充を図り、早期発
見につなげる必要がある。

婦人保護事業関
係機関ネットワー
ク連絡協議会の
活用

婦人保護事業関
係機関ネット
ワーク連絡協議
会の開催

■婦人保護関係機関による連絡会
議の開催

子ども家庭支援
課
女性相談セン
ター
県保健福祉事務
所

■ネットワーク連絡協議会の実施に
より、警察をはじめとした関係機関
の連携強化が図られた。また、新型
コロナウイルス感染症の感染防止
の観点から書面開催に切り替える
等、状況に応じた開催方法を検討し
て連携に努めた。
■今後も連携強化に向けて継続的
な取組が必要である。

性暴力被害者の
ための相談の充
実

性暴力被害者に
対する相談支援

■性暴力被害者支援の充実を図る
ため、性暴力被害相談支援センター
宮城を運営する。
　□性暴力被害者取扱件数
　　R3　447件
　　R4　905件

共同参画社会推
進課

■性暴力被害者等からの相談窓口
を設置し、適切な相談対応を行っ
た。
■今後も相談窓口の周知を図り被
害者に寄り添ったきめ細やかな支援
に努める。

相談員等の資質
向上・研修機会の
確保

■関係職員及び相談員等に対する
各種研修会の実施により、相談対
応能力の向上や支援制度等の理解
が深まり、資質向上が図られた。
■今後も継続して研修会等を開催し
相談員等の資質向上に努め、相談
体制や事案に対する対処能力をよ
り一層向上させる必要がある。

１　被害者等の相談・保護体制の充実 

１－２　相談体制の充実強化
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施策

取組 関連事業 事業内容 担当部局等 評価

「宮城県DV被
害者支援共通
シート」を活用
した迅速な保
護の実施

■被害者の情報共有を図るための
「ＤＶ被害者支援共通シート」を活用
した迅速な保護の実施

女性相談セン
ター
県保健福祉事務
所
県民安全対策課

緊急避難先の
確保

■市町村がＤＶ被害者等に対して、
緊急時に避難先を提供した際の費用
を県が補助する
　□実績件数（実績額）
　　R3　1市（18千円）
　　R4　2市（38千円）

子ども・家庭支援
課

一人ひとりに寄り
添った一時保護
体制の構築

婦人保護事業
の運用面にお
ける見直し方
針を踏まえた
一時保護のあ
り方検討

■一時保護施設利用者へ通信機器
の使用制限や外出規制等に対する
理解促進とＤＶ加害者からの追跡等
のリスク周知
■ＤＶ加害者からの追跡のリスクが
ない者に対する民間シェルター活用
の保護調整

子ども・家庭支援
課
女性相談セン
ター

■通信機器の使用や外出を行うこと
による利用者へのリスクを説明し、
保護対象者の安全確保に努めた。
また、ＤＶ加害者からの追跡のリスク
がない者に対して、民間シェルター
の活用も視野に入れ、保護対象者
の意向に沿った一時保護に努めた。
■引き続き、通信機器の使用制限や
外出規制等に対する理解促進を図
るとともに、保護対象者の意向に
沿った保護が出来るよう検討していく
必要がある。

一時保護委託の
対象拡大と積極
的活用

一時保護委託
の積極的活用
と委託先の確
保

■一時保護委託による被害者の安
全確保
　□一時保護委託契約先数及び件
数
　　R3　３施設０件
　　R4　３施設３件
　　R5　３施設（予定）

子ども・家庭支援
課
女性相談セン
ター

■保護対象者の個々の意向や状況
等を踏まえた一時保護を実施し、必
要に応じて一時保護委託を実施し
た。また、民間団体と連携し、加害者
からの追跡の恐れのないＤＶ被害者
等の意向に応じて民間シェルターで
の保護を実施した。
■今後も若年被害女性等保護が必
要な方の意向や状態・状況等を踏ま
えた一時保護が可能となるよう、一
時保護委託先の拡充を検討する必
要がある。

夜間・休日にお
ける一時保護
の対応

■夜間・休日における女性相談セン
ターとの連携による一時保護の実施
（24時間体制）

県民安全対策課

危険性の高い
被害者に対す
る保護対策

■保護命令発令後の関係機関との
連携協力による自宅の荷物引き取り
の実施
■保護命令期間中における緊急対
応の協力要請
■ＤＶ加害者追跡時の警戒及び巡回
要請等
■安全が懸念される場合の緊急通
報装置の貸出要請

県民安全対策課

一時避難場所
確保のための
公費負担制度
の運用

■ＤＶ被害者等がホテル等へ一時避
難する際の費用を公費負担
　□公費負担利用数
　　R3　14件
　　R4　14件

県民安全対策課

一時保護所入所
者に対する心の
ケアの充実

医師及び心理
士による面接
の実施

■精神科医の面接による早期治療
　□精神科医面接数
　　R3　20人
　　R4　30人
■自尊感情の回復・心理教育を目的
として面接及びパーソナリティ検査の
実施
　□心理面接数
　　R3　27人
　　R4　38人

女性相談セン
ター

■一時保護所入所者に対して、医学
的心理学的な面からの援助を行い、
問題の整理解決に努めた。
■今後も、継続的な取組と更なる支
援内容の充実が必要である。

１　被害者等の相談・保護体制の充実 

１－３　保護体制の充実強化

被害者の安全確
保

■各市町村や県保健福祉事務所へ
共通シートの活用を促し、適切な相
談・保護対応が出来るように努め
た。また、緊急時に避難先を提供し
た際の市町村負担費用の全部また
は一部を県が補助を行い、市町村の
財政負担の軽減に努めた。
■引き続き、ＤＶ被害者等の安全確
保や適切な保護に繋がるよう努め
る。

警察における安
全確保・保護体
制の充実

■関係機関の連携により被害者の
安全確保や保護が適切に実施され
た。
■今後も更なる連携強化を図り、被
害者の安全確保に努める。
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施策

取組 関連事業 事業内容 担当部局等 評価

１　被害者等の相談・保護体制の充実 

１－３　保護体制の充実強化

保護命令制度
等、法制度の
適切な利用に
向けた支援

■保護命令申立手続に関する指導
助言
　□保護命令に係る書面提出件数
　　R3　2件
　　R4　2件
■保護命令申立に関する助言
　□保護命令発令件数
　　R3　54件
　　R4　33件
■発令後の被害者に対する防犯指
導及び関係機関との情報共有

女性相談セン
ター
県民安全対策課

ＤＶ被害者等へ
の自立支援金
の貸付

■一時保護所及び婦人保護施設入
所中のＤＶ被害者等に対して、保護
命令申立費用等の自立支援に係る
費用の貸付の実施
　□実績
　　R3、R4実績無し

子ども・家庭支援
課
女性相談セン
ター

保護命令制度等
法制度の適切な
利用に向けた支
援

■保護命令の発令により被害者の
安全確保が図られた。また、自立支
援に係る費用の貸付体制を整えた。
■引き続き、支援制度の周知を図る
とともに、ニーズを把握し、ＤＶ被害
者等の自立に繋がる支援制度となる
よう検討が必要である。
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施策

取組 関連事業 事業内容 担当部局等 評価

宮城県国際化
協会の通訳サ
ポーター派遣
事業の活用

■必要に応じた、国際化協会の通訳
サポーター派遣事業を活用
■国際化協会と連携した入所支援

子ども・家庭支援
課
女性相談セン
ター
県保健福祉事務
所

外国人人権相
談ダイヤルの
運用

■人権問題で悩む外国人のための
相談窓口を設置

法務省人権擁護
局

高齢者・障害者
等への支援体制
の整備

地域包括支援
センター等との
連携

■市町村の地域包括支援センターや
障害者支援担当部署、民間支援団
体、医療機関等との連携

女性相談セン
ター
県保健福祉事務
所

■高齢又は障害を持つＤＶ被害者等
への支援や保護のため、情報共有
や協議等により、連携した支援を
行った。
■引き続き、各関係機関と連携し、
高齢者又は障害者等配慮を要する
被害者への支援体制の充実が必要
である。

１　被害者等の相談・保護体制の充実 

１－４　外国人・高齢者・障害者等への配慮

通訳等相談体制
の充実

■ケースに応じて、国際化協会等関
係機関と連携し適切な支援に努め
た。
■引き続き、外国人被害者等に配慮
した支援体制の充実が必要である。
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施策

取組 関連事業 事業内容 担当部局等 評価

精神的ケアの充
実

医師及び心理
士による面接
の実施 【再掲】

■精神科医の面接による早期治療
　□精神科医面接数
　　R3　20人
　　R4　30人
■自尊感情の回復・心理教育を目的
として面接及びパーソナリティ検査の
実施
　□心理面接数
　　R3　27人
　　R4　38人

女性相談セン
ター

■一時保護所入所者に対して、医学
的心理学的な面からの援助を行い、
問題の整理解決に努めた。
■今後も、継続的な取組と更なる支
援内容の充実が必要である。

施設退所後のア
フターケアの充
実

ＤＶ被害者等の
自立生活の援
助

■一時保護所及び婦人保護施設退
所者に対して、安定した地域生活を
送ることができるよう、電話相談等、
孤立を防止するための支援を実施

子ども・家庭支援
課

■ＤＶ被害者等自立生活援助事業を
実施し、一時保護所及び婦人保護
施設退所者に対して、安定した地域
生活を送ることができるよう、電話相
談等の支援を行った。
■今後もアフターケア支援の充実を
図り、継続した取組が必要である。
■また、見守りが必要な被害者に対
して、ステップハウスの活用なども含
め。被害者の状況に応じたきめ細や
かな支援の検討を行う必要がある。

住民基本台帳
の閲覧制限制
度の周知徹底

■住民基本台帳の閲覧制限制度の
周知

子ども・家庭支援
課
女性相談セン
ター
県保健福祉事務
所

「DV相談の手
引き」の活用促
進

■県の関係機関及び市町村へDV相
談の手引きの配布

子ども・家庭支援
課
女性相談セン
ター

弁護士支援体
制整備事業

■DV等家庭問題に理解が深い弁護
士から法的助言や協力等が得られる
支援体制の整備

子ども・家庭支援
課
女性相談セン
ター

ＤＶ被害者等へ
の自立支援金
の貸付【再掲】

■一時保護所及び婦人保護施設入
所中のＤＶ被害者等に対して、保護
命令申立費用等の自立支援に係る
費用の貸付の実施
　□実績
　　R3、R4実績無し

子ども・家庭支援
課
女性相談セン
ター

日本司法支援
センター（法テ
ラス）の活用支
援

■弁護士無料相談の情報提供
■一時保護入所者等の法テラスの活
用
　□弁護士への相談件数
　　R3　2件
　　R4　7件

子ども・家庭支援
課
女性相談セン
ター
県保健福祉事務
所

母子父子家庭
等特別相談事
業

■法律相談を中心に弁護士が無料
で面接相談に対応
　□実施回数
　　R3　24回
　　R4　25回

子ども・家庭支援
課

市町村人材育
成支援事業【再
掲】

■市町村向け研修会の実施
子ども・家庭支援
課

母子生活支援
施設への入所

■母子生活支援施設への入所支援
県保健福祉事務
所

ＤＶ被害者が必
要とする各種支
援制度の周知と
活用への支援

ＤＶ被害者が必
要とする各種支
援制度の周知と
活用への支援

２　被害者等の自立に向けた支援

２－１　自立のための心のケア・生活に関する支援

■司法関係機関と連携し、専門的な
法理相談の実施とその普及啓発に
努めるとともに、相談員スキルアップ
研修会などを実施し、相談・支援対
応について市町村を含む関係職員
の資質向上が図られた。
■今後も、支援制度の有効活用に
向けた取組を強化するとともに、母
子生活支援施設での継続的な支援
に加え、退所後のアフターケアなど
被害者が自立した生活を送れるまで
の切れ目のない支援について検討し
ていく必要がある。
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施策

取組 関連事業 事業内容 担当部局等 評価

身元保証人の
確保対策

■施設（母子生活支援施設、婦人保
護施設、一時保護所）退所時に施設
長が保証人となった場合の保証料を
補助

子ども・家庭支援
課
女性相談セン
ター

ＤＶ被害者等へ
の自立支援金
の貸付【再掲】

■一時保護所及び婦人保護施設入
所中のＤＶ被害者等に対して、就職
活動に係る費用や家賃保証契約に
係る保証料等の貸付の実施
　□実績
　　R3、R4実績無し

子ども・家庭支援
課

県営住宅の優
遇措置の実施

■県営住宅の応募の際に、抽選倍率
の優遇措置を実施
　□優遇措置による当選者数
　　R3　5人（応募者数11人）
　　R4　1人（応募者数5人）

住宅課

県営住宅等の
目的外使用の
活用による支
援

■ＤＶ被害者等に県営住宅等の目的
外使用制度の活用により、緊急安全
確保を行い、原則3か月以内、居住を
提供
　□目的外使用の実績
　　R3　1件
　　R4　1件

住宅課

民間賃貸住宅等
による住宅セー
フティネットの充
実

民間賃貸住宅
等による住宅
セーフティネット
の充実

■新たな住宅セーフティネット制度の
効果的な運用に向け、宮城県居住支
援協議会（現：みやぎ住まいづくり協
議会）と連携しながら、ＤＶ被害者等
住宅確保要配慮者の賃貸住宅への
入居の円滑化を図る。
　□セーフティーネット登録戸数
　　R3　4,835件
　　R4　2,020件
　□居住支援法人の指定
　　R3　4者
　　R4　2者

住宅課

■ＤＶ被害者に対する各種住宅確保
対策を実施し、自立支援に寄与し
た。
■今後も取組を継続するとともに、よ
り安定した住宅確保が図られるよう
取組内容を検討していく。

民間賃貸住宅へ
の入居支援

■ＤＶ被害者に対する各種住宅確保
対策と貸付事業を実施し、自立支援
体制を整えた。
■今後も対策を継続するとともに、よ
り安定した自立支援が図られるよう
対策を講じる必要がある。

■DV被害者に対する優遇措置や一
時的な住居の提供により、生命及び
身体の安全を確保し、また、住宅の
確保を支援することで、自立支援に
寄与した。
■今後も対策を継続するとともに、
住宅確保が困難な方への支援の充
実について検討していく。

２　被害者等の自立に向けた支援

２－２　生活基盤（住宅・就業等）を整えるための支援

県営住宅入居の
優遇制度と目的
外使用による支
援の充実
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施策

取組 関連事業 事業内容 担当部局等 評価

２　被害者等の自立に向けた支援

２－２　生活基盤（住宅・就業等）を整えるための支援

自立相談支援
事業
(生活困窮者自
立支援制度)

■県内４か所において、相談を受け
付け、相談者に応じた支援を実施。
新規相談受付件数
R3　2,575件
R4　1,917件

社会福祉課

住居確保給付
金
（生活困窮者自
立支援制度）

■離職や収入源により、経済的に困
窮し、住居を失う恐れのある者に対
し、家賃相当額を給付。
R3　411件、15,409千円
R4　230件、9,296千円

社会福祉課

一時生活支援
事業
（生活困窮者自
立支援制度）

■住居を喪失した者に対し、衣食住
等の日常生活に必要な支援を提供
R3　15名
R4　16名

社会福祉課

就労準備支援
事業
（生活困窮者自
立支援制度）

■直ちに一般就労が困難な者に対
し、自立相談機関と連携し、就労自
立に向けた訓練を実施。
R3　26名
R4　14名

社会福祉課

生活福祉資金
貸付制度の活
用

■低所得者等に対し、転居費や緊急
小口資金などの資金の貸付を実施。
■令和２年３月から令和４年９月まで
の間、新型コロナウイルス感染症の
影響により収入減少となった世帯を
対象に特例貸付を実施。
　□貸付決定件数
　　R3　21,148件
　　R4　  4,098件

社会福祉課

母子家庭等就
業・自立支援セ
ンター事業

■母子父子家庭の父母等の就業に
よる自立促進のための就業相談や
就業支援講習会等の実施
　□就業相談件数
　　R3　127件
　　R4　127件
　□就業支援登録者数（就業実績）
　　R3　22人（７人）
　　R4　16人（４人）
　□母子家庭等就業支援講習会（パ
ソコン、ホームヘルパー、介護初任者
研修等）
　　R3　50人
　　R4　45人

子ども・家庭支援
課

高等職業訓練
促進資金貸付
金

■母子父子家庭の父母が看護師や
介護福祉士等の資格の取得を促進
するため、高等職業訓練促進給付金
の給付対象者に、入学準備金、就業
支援金の貸付けを行う（返納免除あ
り）
　□貸付件数
　　R3　６人
　　R4　７人

子ども・家庭支援
課

生活保護受給
者等就労自立
促進事業

■児童扶養手当受給者等に対し、福
祉事務所とハローワークが連携し就
労支援を行う
　□支援対象者数
　　R3　2,601人
　　　　うち児扶手受給者　908人
　　R4　2,175人
　　　　うち児扶手受給者　608人
　□就職者数
　　R3　1,461人
　　　　うち児扶手受給者　501人
　　R4　1,419人
　　　　うち児扶手受給者　450人

宮城労働局

就業及び経済的
支援に関する支
援制度の周知・
活用支援

■ＤＶ被害者等に対し、各種支援を
行うことにより、自立支援に寄与し
た。また、特例貸付を実施し、新型コ
ロナウイルス感染症による休業等で
影響を受けた世帯における、当面の
生活費等の資金需要に対応した。
■今後も対策を継続するとともに、
生活困窮者が安定した生活を確保
するよう関係機関と連携し、事業を
行う必要がある。
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施策

取組 関連事業 事業内容 担当部局等 評価

ＤＶ対応機関と
児童虐待対応機
関との連携体制
の構築

ＤＶと児童虐待
が併存する事案
に対する情報共
有・支援体制の
構築

■DV相談の手引きの配布
■各機関との情報共有

子ども・家庭支援
課

女性相談セン
ター
児童相談所
県保健福祉事務
所

■ＤＶ及び児童虐待に関する支援が
円滑に行われるよう、手引きやガイド
ラインの周知を行うとともに、必要に
応じて情報共有や役割分担につい
て調整し、適切な支援の実施に努め
た。
■更なる連携強化のための具体的
な手法や取組等を検討する必要が
ある。

要保護児童対策
地域協議会への
参画促進

要保護児童対策
地域協議会への
参画促進

■配偶者暴力相談支援センター・福
祉事務所の参画状況
　R4（仙台市を除く）
　配偶者暴力相談支援センター
　１市（※設置市町村２）
　福祉事務所　１３市町

子ども・家庭支援
課

■配偶者暴力支援センターや福祉
事務所等のDV相談機関が要保護児
童対策地域協議会へ参画すること
で、同伴する子どもへの支援の充実
が図られた。
■今後も引き続き要保護児童対策
地域協議会に対しDV相談機関の参
画と定期的な会議の開催を働きかけ
る必要がある。

子育て家庭への
DV防止啓発の
推進【再掲】

子育て家庭への
DV及び児童虐
待予防啓発資料
の配布【再掲】

■ＤＶ・デートＤＶ防止啓発リーフレッ
トの配布
　□一般向けリーフレット作成数
　　R3　14,000部
　　R4　12,000部
　　R5　10,000部（予定）
　□若年層向けリーフレット作成数
　　R3　20,000部
　　R4　  4,000部
　　R5　　5,000部（予定）
■デートＤＶ防止啓発パンフレットの
配布
　　R3　41,700部
　　R4　35,100部
　　R5　33,500部（予定）
■夜間・休日ＤＶ電話相談事業広報
カードの配布
■児童虐待防止啓発リーフレットの
配布
　　R3　  9,300部
　　R4   16,800部
　　R5　 26,300 部

子ども・家庭支援
課

■リーフレットを配布し、通報制度や
相談窓口の周知を図り、被害者の早
期発見につながる情報提供を行っ
た。また、研修会を実施したことによ
り、警察や民間支援団体との顔の見
える関係が構築され、連携強化と支
援の資質向上が図られた。
■引き続き構成機関との連携に努
め、支援団体の取組の促進、連携体
制の機能強化を図る必要がある。

同伴する子ども
の適切な一時保
護の実施

■被害親子が安全安心に過ごせる
生活環境の提供
■養育支援

女性相談セン
ター

児童相談所と連
携した同伴する
子どもの安全確
保

■児童相談所との情報共有等（１８
歳未満の女性や同判児などについ
て）
■施設心理職員によるケアの実施

児童相談所
女性相談セン
ター

要保護児童対策
地域協議会機能
強化事業【再掲】

■要保護児童対策地域協議会機能
強化研修会の開催
　R3　8回　153名参加
　R4　3回　120名参加

子ども・家庭支援
課

３　DV家庭に育つ子どもの安全・安心を確保する支援

３－１　虐待の早期発見と安全確保

同伴する子ども
の適切な一時保
護の実施

■一時保護入所者の面接、外出時、
レスパイトの必要時等には託児を行
い、被害親子が安心して今後の生活
を考えていけるよう支援した。また、
研修会の実施により、警察や民間支
援団体との顔の見える関係が構築さ
れ、連携強化と支援の資質向上が
図られた。
■引き続き構成機関との連携に努
め、親子が更に安全、安心に過ごせ
るよう支援を継続する。
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施策

取組 関連事業 事業内容 担当部局等 評価

ＤＶ対応と児童
虐待対応の相互
理解・連携強化
を目指した専門
研修の充実

ＤＶ対応と児童
虐待対応に関
する研修会の
開催

■ＤＶと児童虐待の特性および相談
対応をテーマとした研修会の実施

子ども・家庭支援
課

■ＤＶ対応職員と児童虐待対応職員
の相互理解及び親子の安全に関す
る情報共有がなされた。
■引き続き、ＤＶ対応職員と児童虐
待対応職員の相互理解と情報共有
が図られ、ＤＶの当事者と同伴する
子どもに対する適切な対応が行える
よう、研修の充実が必要である。

保育・教育従事
者向け研修会
の開催

■ＤＶと児童虐待に対する理解を深
める研修会の実施

子ども・家庭支援
課
県保健福祉事務
所

教育関係者へ
のDV予防啓発
の推進

■デートDV防止講座の実施
■教職員向けデートDV対応の手引
きやDV予防啓発リーフレットの配布

子ども・家庭支援
課

児童虐待防止・
対応研修会の
開催

■教職員を対象とした児童虐待防
止・虐待を発見した際の対応方法等
に関する研修会の実施
　□教職員向け研修会の実施
　　R3　各圏域1回
　　R4　各圏域1回
　　R5  各圏域1回

子ども・家庭支援
課

要保護児童対
策地域協議会
機能強化事業
【再掲】

■要保護児童対策地域協議会機能
強化研修会の開催
　R3　8回　153名参加
　R4　3回　120名参加

子ども・家庭支援
課

３　DV家庭に育つ子どもの安全・安心を確保する支援

３－２　ＤＶ対応と児童虐待対応の相互理解の促進

保育・教育関係
者等への研修の
充実

■リーフレット等の啓発資料を配布
する等、通報制度や相談窓口の周
知を図り、被害者の早期発見につな
がる情報提供を行った。また、研修
会実施により、警察や民間支援団体
との顔の見える関係が構築され、連
携強化と支援の資質向上が図られ
た。
■引き続き構成機関との連携及び
意識啓発に努め、支援団体の取組
の促進、連携体制の機能強化を図る
必要がある。
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施策

取組 関連事業 事業内容 担当部局等 評価

同伴する子ども
に対する心理的
ケアの実施

心理カウンセ
ラーの配置

■一時保護所の心理カウンセラーに
よる心理的ケアの実施
■個別的な心理療法やカウンセリン
グの実施が必要な場合は児童相談
所と連携し、同伴児童の状況に応じ
た専門的ケアの実施

女性相談セン
ター

■同伴する子どもに対する心理的ケ
アを実施し、早期の心の回復に努め
た。
■今後も支援の継続と更なる支援内
容の充実が必要である。

一時保護施設に
おける保育・学
習支援の充実

学習支援員及
び学習ボラン
ティアによる保
育・学習支援の
実施

■学習支援員の配置による学習支
援の充実
※女性相談センター
　□支援実績
　　R3　101回（17人）
　　R4　167回（16人）
■学習ボランティアによる学習の実
施
　□支援実績
　　R3　6回（5人）
　　R4　70回（15人）

女性相談セン
ター

■同伴する子ども一人ひとりに応じ
た保育や学習指導を実施した。
■今後も支援の継続と更なる支援内
容の充実が必要である。

児童相談所等と
連携した同伴す
る子どもへの支
援の充実

児童相談所等
との連携による
同伴する子ども
への支援

■各圏域ネットワーク連絡協議会の
実施
■市町村関係機関との情報共有
■個別ケース会議での助言と役割分
担による連携

女性相談セン
ター
児童相談所
県保健福祉事務
所

■虐待が疑われる児童の情報提供
及びＤＶ被害の疑いのある家庭の情
報把握に努め、関係機関と連携を
図った。また、婦人保護事業関係機
関ネットワーク連絡協議会や事例検
討会を開催し、支援技術の向上と情
報共有を図った。
■同伴する子どもは愛着や発達、心
理面に課題を抱える等手厚いケアが
必要な場合が多いことから、関係機
関が共通の理解の元に連携して支
援を継続していく必要がある。

保育所への優
先入所制度の
周知

■DV相談の手引きや各種通知の周
知

子ども・家庭支援
課

施設退所先の
要保護児童対
策地域協議会
と連携した見守
り支援の実施

■代表者・実務者・個別ケース会議
への参加
■市町村勉強会への参加と助言
■ケース移管・継続に係る連携対応

女性相談セン
ター
児童相談所
県保健福祉事務
所

母子生活支援
施設への入所
【再掲】

■母子生活支援施設への入所支援
県保健福祉事務
所

３　DV家庭に育つ子どもの安全・安心を確保する支援

３－３　同伴する子どもに対する支援体制の充実

同伴する子ども
の地域における
見守り・アフター
ケアの充実

■施設退所先の要保護児童対策地
域協議会にケース移管（又は継続）
されるよう調整し、退所後関係機関
が円滑に子どもと家庭の支援にあた
る事が出来るよう努めた。また、市町
村をはじめとする各関係機関へ手引
きの配布や国からの各種通知を配
布し、支援制度の周知と理解促進を
図った。
■退所に伴い支援機関が変わる場
合でも、必要な支援が継続されるよ
う、引き続き情報共有と連携強化を
図る必要がある。
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施策

取組 関連事業 事業内容 担当部局等 評価

民間支援団体の
活動に対する支
援の充実

民間支援団体
が行う活動の
周知・広報活動
の支援

■民間支援団体に関する情報の周
知

子ども・家庭支援
課

■県政だよりや新聞等の広報を活用
すると共に、宮城県のウェブサイトに
おいて「女性支援を行う民間団体に
ついて」のページを作成し、県内の
女性支援を行う民間団体の連絡先
や支援内容の周知を行った。
■今後も民間支援団体の支援情報
の周知を図り、様々な困難を抱えた
人たちが支援につながれるよう努め
る必要がある。

ＤＶ被害者支援
制度等に関する
情報提供の促進

民間支援団体
に対する各種
施策、国の通
知等の提供

■民間支援団体に対する補助金等
の情報共有

子ども・家庭支援
課

■民間支援団体が活用できる補助
金等の制度について、国の通知を配
布するなど周知を図った。
■今後も民間支援団体が活用でき
る各種補助金の事業内容について
周知を図り、連携していく必要があ
る。

４　民間支援団体との連携・協働

４－１　民間支援団体への支援
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施策

取組 関連事業 事業内容 担当部局等 評価

自治体と民間支
援団体とのネット
ワークの構築

婦人保護事業
関係機関ネット
ワーク連絡協
議会への参加
促進

■婦人保護事業関係機関ネットワー
ク連絡協議会の構成員に民間支援
団体を入れて連携を強化する。
■民間支援団体を協議会の事例検
討における講師や支援内容の報告
者に起用し、様々な角度からの支援
のあり方を学ぶ。

子ども・家庭支援
課
女性相談セン
ター
県保健福祉事務
所

■警察や民間支援団体との顔の見
える関係が構築され、連携強化と支
援の資質向上が図られた。また、新
型コロナウイルス感染症の感染防止
対策による書面開催の実施では、圏
域の自立相談支援センターの活動
状況や女性支援を行う民間団体を
掲載している県ウェブページを参考
に配布し、民間支援団体について情
報共有を図った。
■引き続き民間支援団体との連携に
努め、民間支援団体の取組の促進、
連携体制の機能強化を図る必要が
ある

夜間・休日ＤＶ
電話相談【再
掲】

■夜間・休日の電話相談窓口として
「みやぎ夜間・休日ＤＶほっとライン」
を設置し、ＤＶ被害者等に対する支援
の充実に資する。
　□相談件数
　　R3　279件（うちDV相談81件）
　　R4　343件（うちDV相談81件）

子ども・家庭支援
課

民間支援団体
と連携した研修
会の実施

■民間支援団体と連携した研修会の
実施
　R3　8回
　R4　6回（うちWEB配信５回）
　R5　6回（うちWEB配信５回）（予定）

子ども・家庭支援
課

民間シェルター
への一時保護委
託、ステップハウ
スの活用促進

民間シェルター
への一時保護
委託やステップ
ハウスの活用
の検討

■民間支援団体と連携した一時保護
及び支援のあり方についての検討

子ども・家庭支援
課

■民間支援団体と連携し、DV加害
者からの追跡リスクがない者の希望
により民間シェルターでの保護を実
施した。
■県と連携して一時保護を実施する
民間シェルターに対しては、国庫補
助金を活用し、安定的な運営が行わ
れるよう努めた。
■引き続き民間支援団体との連携に
努めるとともに、多様な支援ニーズ
に合わせた一時保護を検討していく
必要がある。

４　民間支援団体との連携・協働

４－２　民間支援団体との連携強化

民間支援団体の
専門的知識の活
用促進

■民間委託による夜間・休日の電話
相談を実施し、ＤＶ被害者等の相談
受付体制の充実を図った。
■民間支援団体と連携し、児童相談
所を含む県関係機関、市町村、民間
支援団体を対象とする研修会を実施
した。R4年度からは新型コロナウイ
ルス感染症の拡大防止の観点や現
地参加ができなかった場合の対応と
して、研修会の様子を収録し、後日、
YouTubeで視聴が出来るようにした
ことにより、関係機関全体の相談・支
援対応のスキルアップを図ることが
できた。
■引き続き民間支援団体との連携に
努めるとともに、相談者のニーズに
応じた相談体制の拡充を図り、早期
発見につなげる必要がある。
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施策

取組 関連事業 事業内容 担当部局等 評価

ＤＶ予防啓発
【再掲】

■ＤＶ・デートＤＶ防止啓発リーフレッ
トの配布
　□一般向けリーフレット作成数
　　R3　14,000部
　　R4　12,000部
　　R5　10,000部（予定）
　□若年層向けリーフレット作成数
　　R3　20,000部
　　R4　  4,000部
　　R5　　5,000部（予定）
■デートＤＶ防止啓発パンフレットの
配布
　　R3　41,700部
　　R4　35,100部
　　R5　33,500部（予定）
■夜間・休日ＤＶ電話相談事業広報
カードの配布
■電話相談や面接相談について、新
聞、ラジオ、ＨＰ等を活用した啓発
■デートDV防止講座の実施
　□実施校　R3　34校
　　　　　　　　R4　37校
　　　　　　　　R5　44校（予定）

子ども・家庭支援
課

人権問題啓発
のための研修
会の開催

■教育、医療、警察、行政機関等関
係者に対し、DVや虐待等を通じて人
権への理解を深めるための研修会を
開催

子ども・家庭支援
課
県保健福祉事務
所

県・市町村パー
トナーシップ事
業

■男女共同参画施策の推進を図る
ため、啓発事業を実施

共同参画社会推
進課

生活安全情報
発信事業

■ＤＶ・ストーカー防止の出前講座実
施
■ＤＶ・ストーカー被害防止パンフレッ
ト等の作成配布
■ホームページ等の各種メディアを
活用した意識啓発

県民安全対策課

児童虐待防止
市町村ネット
ワーク推進事
業

■市町村等が実施する研修会への
講師派遣
　R3　1回
　R4　0回

子ども・家庭支援
課

５　暴力を許さない社会の形成

５－１　社会意識の醸成

県民に対する啓
発・広報の充実

■リーフレット、広報誌等による予防
啓発のほか、講座等により、相談窓
口の情報やＤＶに関する意識啓発が
図られた。
■今後も更なる啓発を推進するた
め、関係機関と連携し、継続した取
組が必要である。
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施策

取組 関連事業 事業内容 担当部局等 評価

５　暴力を許さない社会の形成

５－１　社会意識の醸成

市町村や民間支
援団体等との連
携による啓発の
展開

「女性に対する
暴力をなくす運
動期間」にあわ
せた啓発の実
施

■「女性に対する暴力をなくす運動」
の実施期間（11/12～11/25）に、ポス
ターの掲示、研修会の開催、パープ
ルライトアップを実施し、女性に対す
る暴力根絶に向けた意識啓発の実
施

共同参画社会推
進課

■ポスターの掲示による予防啓発の
ほか研修会の開催、パープルライト
アップの実施により、相談窓口の情
報発信やＤＶ防止に関する意識啓発
が図られた。
■今後も更なる啓発を推進するた
め、関係機関と連携し、継続した取
組が必要である。

市町村基本計画
の策定促進

市町村人材育
成支援事業【再
掲】

■市町村基本計画策定の手引きの
配布
■関係会議等において、計画策定に
ついて説明・情報提供・助言を行う

子ども・家庭支援
課

■身近な行政窓口として、地域の実
情にあった支援施策に取り組めるよ
う計画策定の助言を行った。
■引き続き、市町村に対して計画の
策定、支援施策の充実を図るため、
適切な助言・指導に努める必要があ
る。
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施策

取組 関連事業 事業内容 担当部局等 評価

人権教育の推
進

■校長会、教頭会、及び生徒指導主
事や特別活動の担当者等を対象に、
人権教育の趣旨や道徳教育の役割
等について周知に努めた。
■ネット上でのいじめ等について、適
切な対応や未然防止という観点から
生徒指導主事等を対象に研修会を
開催した。
■「みやぎ高校生マナーアップ運動」
において、いじめ防止に係る標語や
ポスターを作成し、高校へ配布した。
■「みやぎ高校生マナーアップフォー
ラム」を開催し、いじめや情報モラ
ル、人権尊重をテーマに、高校生に
よるワークショップを実施した。
■特別活動に係る説明会を開催し、
教科等の担当者に対し、特別活動が
高等学校の道徳教育の中核的な位
置付けにあり、特別活動を通して自
他の個性や立場を尊重する態度の
育成を図る旨を説明した。

義務教育課
高校教育課

■学校における人権教育の指導の
充実に向けて、人権教育指導者研
修会を実施した。
■小・中・義務教育学校での人権擁
護に対する意識啓発が図られた一
方、人権に対する意識の日常化、人
権に関する知的理解の深化と人権
感覚の涵養、人権に照らした学習活
動の充実等が必要である。
■今後も、校長会、生徒指導主事や
特別活動等の担当者に対し、人権教
育の趣旨について周知徹底を図ると
ともに、生徒自身が人権についての
考えを深めることができるようフォー
ラム等の取組を継続し、人権擁護の
意識を醸成することが重要である。

人権教育指導
者養成事業

■研修会の実施
R3:人権教育研修会４回実施 95人参
加
R4:人権教育研修会４回実施276人参
加
R5:人権教育研修会４回（予定）

生涯学習課

中高生を対象
とした児童虐待
防止講座の実
施

■学校を対象とした児童虐待防止講
座の実施
　□実施校　R3　2校
　　　　　　　　R4　2校
　　　　　　　　R5　2校

子ども・家庭支援
課

性教育の推進
■児童生徒の発達の段階に応じた
性教育の推進

保健体育安全課
子ども・家庭支援
課

５　暴力を許さない社会の形成

５－２　若年層に対する人権教育・啓発の推進

学校における人
権・性教育の推
進

■研修会を実施し、人権に関する理
解啓発と関係職員の資質向上を
図った。また中高生を対象に児童虐
待防止講座を実施し、児童虐待防止
の意識啓発に寄与した。
■児童生徒の発達の段階に応じた
性教育の推進を行い、児童生徒の
意識啓発に寄与した。
■今後も更なる啓発を推進するた
め、関係機関と連携し、継続した取
組が必要である。

114



施策

取組 関連事業 事業内容 担当部局等 評価

５　暴力を許さない社会の形成

５－２　若年層に対する人権教育・啓発の推進

デートＤＶ防止
講座の実施

■デートDV防止講座の実施
　□実施校　R3　34校
　　　　　　　　R4　37校
　　　　　　　　R5　44校（予定）

子ども・家庭支援
課

デートＤＶ啓発
資料の配布

■デートＤＶ防止啓発パンフレットの
配布
　　R3　41,700部
　　R4　35,100部
　　R5　33,500部（予定）

子ども・家庭支援
課

性教育指導者
研修会の開催

■教職員及び性教育関係者を対象
に指導者研修会をオンライン、オンデ
マンド形式で実施
○申込者数
　R3（ｵﾝﾗｲﾝ36人、ｵﾝﾃﾞﾏﾝﾄﾞ173人）
　R4（ｵﾝﾗｲﾝ47人、ｵﾝﾃﾞﾏﾝﾄﾞ159人）
　R5（参集58人、ｵﾝﾃﾞﾏﾝﾄﾞ176人）

保健体育安全課

教育関係者へ
のDV予防啓発
の推進【再掲】

■デートDV防止講座の実施
■教職員向けデートDV対応の手引
きやDV予防啓発リーフレットの配布

子ども・家庭支援
課

児童虐待防止・
対応研修会の
開催【再掲】

■教職員を対象とした児童虐待防
止・虐待を発見した際の対応方法等
に関する研修会の実施
　□教職員向け研修会の実施
　　R3　各圏域1回
　　R4　各圏域1回
　　R5　各圏域1回

子ども・家庭支援
課

要保護児童対
策地域協議会
機能強化事業
【再掲】

■要保護児童対策地域協議会機能
強化研修会の開催
　R3　8回　153名参加
　R4　3回　120名参加

子ども・家庭支援
課

デートＤＶ防止・
予防啓発の推進

教育関係者に対
する啓発及び学
校における相談
体制の充実

■デートＤＶ防止講座の実施及び啓
発パンフレットの配布により、デート
DVの啓発と相談窓口の周知を図っ
た。
■将来のＤＶ被害を防止するために
も継続した事業実施の必要がある。

■教職員等に対し各種研修会を実
施し、学校等における性教育の一層
の充実を図る上での効果的な研修と
なった。また、リーフレット等の啓発
資料を配布し、通報制度や相談窓口
の周知を図り、被害者の早期発見に
つながる情報提供を行った。
■引き続き構成機関との連携及び
意識啓発に努め、支援団体の取組
の促進、連携体制の機能強化を図る
必要がある。
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施策

取組 関連事業 事業内容 担当部局等 評価

警察における加
害者への対応

警察による加
害者への対応

■被害者の意向等を踏まえて、加害
者の検挙や指導等を実施

県民安全対策課

■通報や相談等により認知したDV
事案に対して、被害者の意向等を踏
まえ、検挙や指導等を実施し、被害
者の保護及び再発防止に努めた。
■今後も継続して、被害者の安全確
保等のため、被害者の意向等を踏ま
え、加害者の検挙、指導等を実施す
る。

男女共同参画
相談室での相
談対応【再掲】

■「みやぎ男女共同参画相談室」に
おいて、様々な男女共同参画に関す
る県民からの相談に男性相談員が
対応する。
　□相談件数
　　R3　1,195件
　　R4　1,292件

共同参画社会推
進課

市町村人材育
成支援事業【再
掲】

■市町村等担当職員研修会の実施
■各種研修会への参加案内

子ども・家庭支援
課

ＤＶ予防啓発
【再掲】

■ＤＶ・デートＤＶ防止啓発リーフレッ
トの配布
　□一般向けリーフレット作成数
　　R3　14,000部
　　R4　12,000部
　　R5　10,000部（予定）
　□若年層向けリーフレット作成数
　　R3　20,000部
　　R4　  4,000部
　　R5　　5,000部（予定）
■デートＤＶ防止啓発パンフレットの
配布
　　R3　41,700部
　　R4　35,100部
　　R5　33,500部（予定）
■夜間・休日ＤＶ電話相談事業広報
カードの配布
■電話相談や面接相談について、新
聞、ラジオ、ＨＰ等を活用した啓発

子ども・家庭支援
課

デートＤＶ防止
講座の実施【再
掲】

■デートDV防止講座の実施
　□実施校　R3　34校
　　　　　　　　R4　37校
　　　　　　　　R5　44校（予定）

子ども・家庭支援
課

加害者の気づき
を促す啓発の推
進

■デートＤＶ防止講座の実施及び啓
発パンフレットの配布により、デート
DVの啓発と相談窓口の周知を図っ
た。
■将来のＤＶ被害を防止するために
も継続した事業実施の必要がある。

５　暴力を許さない社会の形成

５－３　加害者更生に向けた取組

加害者からの相
談体制の充実

■男女共同参画相談室の一般相談
や男性相談により、相談受付体制の
充実を図った。また、関係職員及び
相談員等に対する各種研修会や各
地域での講座の実施により、相談対
応能力の向上及び支援制度等の理
解が深まり、資質向上が図られた。
■引き続きDV加害者も含む相談体
制の拡充を図り、問題の早期発見に
つなげると共に、研修会等を開催
し、相談員等の資質向上及び相談
体制の強化に努める必要がある。
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関 係 機 関 一 覧 

行政関係（県）                       

名  称 所 在 地 電話番号 備  考 

女性相談センター 

（配偶者暴力相談支援センター） 

 TEL 

022-256-5203 

FAX 

022-256-2814 

 

相談専用 

022-256-0965 

【電話相談】 

月～金（祝日・年末年始を除く） 

8:30～17：00 

【面接相談（予約制）】 

月～金（祝日・年末年始を除く） 

【一時保護】 

相談の内容により必要に応じ

て短期間一時保護します。 

【その他】 

ＤＶ防止法の保護命令申立に

関する手続き支援 

仙南保健福祉事務所 

母子・障害班 

大河原町字南129-1 0224-53-3132 電話・面接相談（女性相談員） 

 

仙台保健福祉事務所 

母子・障害第一班 

塩竈市北浜4-8-15 022-363-5507 電話・面接相談（女性相談員） 

北部保健福祉事務所 

母子・障害第一班 

大崎市古川旭4-1-1 0229-91-0712 電話・面接相談（女性相談員） 

 

北部保健福祉事務所 

栗原地域事務所 母子・障害班 

栗原市築館藤木5-1 0228-22-2118 電話・面接相談（女性相談員） 

 

東部保健福祉事務所 

 母子・障害班 

石巻市あゆみ野5-7 0225-95-1431 電話・面接相談（女性相談員） 

母子父子家庭等弁護士相談 

→ 年4回実施（予約制） 

東部保健福祉事務所 

登米地域事務所 母子・障害班 

登米市迫町佐沼字西佐沼

150-5 

0220-22-6118 電話・面接相談（女性相談員） 

母子父子家庭等弁護士相談 

→ 年4回実施（予約制） 

気仙沼保健福祉事務所 

 母子・障害班 

気仙沼市東新城3-3-3 0226-21-1356 電話・面接相談（女性相談員） 

母子父子家庭等弁護士相談 

→ 年4回実施（予約制） 

みやぎ男女共同参画相談室 

（共同参画社会推進課） 

仙台市青葉区本町3-8-1 022-211-2570 【一般相談】 

月～金（祝日・年末年始を除く） 

8:30～16:45 

【法律相談（予約制）】 

毎月第4木曜(祝日の場合変更あり)  

13：00～16：30 

【LGBT(性的ﾏｲﾉﾘﾃｨ)相談】 

毎月第２・４火曜 

（祝日・年末年始を除く） 

12:00～16:00 

022-211-2557  

 

【男性相談】 

男性相談員による男性相談 

毎週水曜(祝日・年末年始を除く) 

12:00～17:00 
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行政関係（市町村） 

名  称 所 在 地 電話番号 備  考 

仙台市青葉区保健福祉センター 

 家庭健康課 

仙台市青葉区上杉1-5-1 022-225-7211（代） 8:30～17:00 

仙台市宮城総合支所保健福祉課 仙台市青葉区下愛子字観音堂

5 

022-392-2111（代） 8:30～17:00 

仙台市宮城野区保健福祉センタ

ー家庭健康課 

仙台市宮城野区五輪2-12-

35 

022-291-2111（代） 8:30～17:00 

仙台市若林区保健福祉センター 

 家庭健康課 

仙台市若林区保春院前丁3-1 022-282-1111（代） 8:30～17:00 

仙台市太白区保健福祉センター 

 家庭健康課 

仙台市太白区長町南3-1-15 022-247-1111（代） 8:30～17:00 

仙台市泉区保健福祉センター 

 家庭健康課 

仙台市泉区泉中央2-1-1 022-372-3111（代） 8:30～17:00 

石巻市 虐待防止センター 

（石巻市配偶者暴力相談支援セン

ター） 

石巻市穀町14番1号 0225-95-1111（代） 

0225-23-6614直通) 

8:30～17:00 

塩竈市 子育て支援課 

 

塩竈市本町1-1 022-353-7797 8:30～17:15 

気仙沼市地域づくり推進課 

男女共同参画推進室 

気仙沼市八日町1-1-10 0226-22-3409 

0226-24-5988( 相談

専用) 

9:00～17:00 

白石市  

男女共同参画相談支援センター 

 

白石市字本町27 0224-22-6035 
月・水・木・金  

8:30～16:30 

名取市 こども支援課 

（家庭児童相談室） 

名取市増田字柳田80 022-724-7120 9：00～16：00 

角田市 子育て支援課 

 

角田市角田字柳町35-1 0224-63-0134 8:30～17:15 

多賀城市 子育て支援課 

 

多賀城市中央2-1-1 022-368-1141（代） 

022-368-1631（直通） 

8:30～17:00 

岩沼市 子ども福祉課 

 

岩沼市桜1-6-20 0223-22-1111（代） 8:30～17:15 

登米市福祉事務所子育て支援課 

 

登米市南方町新高石浦130 0220-58-5562 8:30～17:15 

栗原市 子育て支援課 

 

栗原市築館薬師1-7-1 0228-22-2360 8:30～17:15 

東松島市 子育て支援課 東松島市矢本字上河戸36-1 0225-82-1111 8:30～17:15 

大崎市 子育て支援課 

 

大崎市古川七日町1-1 0229-23-6048 9:00～17:00 

大崎市 男女共同参画相談室 大崎市古川千手寺二丁目3番

15号 

0229-24-3950 9：00～16：00 

富谷市 子育て支援課 

 

富谷市富谷坂松田30 022-358-0516 9:00～17:00 

蔵王町 子育て支援課 刈田郡蔵王町大字円田字西浦

北10 

0224-33-2122 8:30～17:15 
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名  称 所 在 地 電話番号 備  考 

七ヶ宿町 健康福祉課 

 

刈田郡七ヶ宿町字関94 0224-37-2331 8:30～17:15 

大河原町 子ども家庭課 

 

柴田郡大河原町字新南19 0224-53-2251 8:30～17:15 

村田町 子育て支援課 

 

村田町大字村田字迫6 0224-83-6405 8:30～17:15 

柴田町 子ども家庭課 

 

柴田郡柴田町船岡中央2-3-

45  

0224-55-2115 8:30～17:15 

川崎町 保健福祉課 

 

柴田郡川崎町前川字北原23-

1 

0224-84-6008 8:30～17:15 

丸森町 子育て定住推進課 

 

伊具郡丸森町字鳥屋120 0224-72-3013 8:30～17:15 

亘理町 福祉課 

 

亘理郡亘理町字悠里１ 0223-34-1114 8:30～17:15 

山元町 保健福祉課 

 

亘理郡山元町浅生原字作田山

32 

0223-37-1113 8:30～17:15 

松島町 町民福祉課 

 

宮城郡松島町高城字帰命院下

一19-1 

022-354-5798 8:30～17:15 

七ヶ浜町 子ども未来課 

 

宮城郡七ヶ浜町東宮浜字丑谷

辺5-1 

022-357-7454 8:30～17:15 

利府町 保健福祉課 

 

宮城郡利府町青葉台1-32 022-356-1334 8:30～17:15 

大和町 総務課 

 

黒川郡大和町吉岡まほろば一

丁目1-1 

022-345-1112 8:30～17:30 

大郷町 保健福祉課 

 

黒川郡大郷町粕川字西長崎5-

8 

022-359-5507 8:30～17:15 

大衡村 健康福祉課 

 

黒川郡大衡村大衡字平林62 022-345-0253 8:30～17:15 

色麻町 保健福祉課 

 

加美郡色麻町四竃字杉成27-

2 

0229-66-1700 8:30～17:15 

加美町 子育て支援室 

 

加美郡加美町字西田四番7-1 0229-63-7870 8:30～17:15 

涌谷町 福祉課 

 

遠田郡涌谷町涌谷字中江南

278 

0229-43-5111 8:30～17:15 

美里町 健康福祉課 

 

遠田郡美里町牛飼字新町51 0229-32-2945 8:30～17:15 

女川町 健康福祉課 

 

牡鹿郡女川町女川一丁目１番

地１ 

0225-54-3131 8:30～17:15 

南三陸町 保健福祉課 

 

本吉郡南三陸町志津川字沼田

14-3 

0226-46-2601 8:30～17:15 

仙台市 

「女性への暴力相談電話」 

 022-268-5145 

（電話相談） 

月・水～金 9：00～

17：00 

火 9：00～19：00 

（祝日・年末年始を除

く） 
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名  称 所 在 地 電話番号 備  考 

仙台市男女共同参画推進セン

ター 

エル・ソーラ仙台「女性相談」 

 

仙台市青葉区中央1-3-1 

アエル29階 

022-224-8702 

（電話相談） 

月・水～土 9:00～

15：30 

（祝日・年末年始・休

館日を除く） 

022-268-8302 

（面接相談予約専用・要

予約） 

月・水～土 9:00～

17：00 

火 9：00～21：00 

（祝日・年末年始・休

館日を除く） 

 

警察関係 

名  称 所 在 地 電話番号 備  考 

仙台中央警察署 

 生活安全課 

仙台市青葉区五橋1-3-19 022-222-7171  

仙台南警察署 

 生活安全課 

仙台市太白区長町6-2-7 022-246-7171  

仙台北警察署 

 生活安全課 

仙台市青葉区昭和町3-13 022-233-7171  

仙台東警察署 

 生活安全課 

仙台市宮城野区南目館21-1 022-231-7171  

泉警察署 

 生活安全課 

仙台市泉区泉中央1-2-5 022-375-7171  

若林警察署 

 生活安全課 

仙台市若林区荒井東1-8-2 022-390-7171  

塩釜警察署 

 生活安全課 

塩竈市北浜4-6-41 022-362-4141  

大和警察署 

 生活安全課 

黒川郡大和町吉田字北谷地

27-1 

022-345-0101  

石巻警察署 

 生活安全課 

石巻市山下町1-6-20 0225-95-4141  

気仙沼警察署 

 生活安全課 

気仙沼市赤岩杉ノ沢47-6 0226-22-7171  

佐沼警察署 

 生活安全課 

登米市迫町佐沼字中江5-11-

5 

0220-22-2121  

登米警察署 

 生活安全課 

登米市登米町寺池目子待井

265 

0220-52-2121  

河北警察署 

 生活安全課 

石巻市相野谷字杉ヶ崎20 0225-62-3411  

南三陸警察署 

 生活安全課 

南三陸町志津川字新井田34-

166 

0226-46-3131  

遠田警察署 

 生活安全課 

遠田郡美里町藤ヶ崎1-81 0229-33-2321  

古川警察署 

 生活安全課 

大崎市古川大宮1-1-17 0229-22-2311  

若柳警察署 

 生活安全課 

栗原市若柳字川北原畑4-4 0228-32-3111  

120



 

 

名  称 所 在 地 電話番号 備  考 

築館警察署 

 生活安全課 

栗原市築館字留場中田201-2 0228-22-1101  

鳴子警察署 

 生活安全課 

大崎市鳴子温泉字車湯92-12 0229-82-2249  

加美警察署 

 生活安全課 

加美郡加美町字町裏103-1 0229-63-2311  

岩沼警察署 

 生活安全課 

岩沼市末広2-1-23 0223-22-4341  

大河原警察署 

 生活安全課 

柴田郡大河原町字小島21-8 0224-53-2211  

白石警察署 

 生活安全課 

白石市太平森合字清水田4-1 0224-25-2138  

角田警察署 

 生活安全課 

角田市角田字扇町5-7 0224-63-2211  

亘理警察署 

 生活安全課 

亘理郡亘理町字旧舘61-21 0223-34-2111  

 

司法関係 

名  称 所 在 地 電話番号 備  考 

仙台地方裁判所 

 

仙台市青葉区片平1-6-1 022-222-6111  

仙台地方裁判所 

 大河原支部 

柴田郡大河原町字中川原9 0224-52-2101  

仙台地方裁判所 

 古川支部 

大崎市古川駅南2-9-46 0229-22-1601  

仙台地方裁判所 

 石巻支部 

石巻市泉町4-4-28 0225-22-0361  

仙台地方裁判所 

 登米支部 

登米市登米町寺池桜小路

105-3 

0220-52-2011  

仙台地方裁判所 

 気仙沼支部 

気仙沼市河原田1-2-30 0226-22-6659  

仙台家庭裁判所 

 

仙台市青葉区片平1-6-1 022-222-4165  

仙台家庭裁判所 

 大河原支部 

柴田郡大河原町字中川原9 0224-52-2102  

仙台家庭裁判所 

 古川支部 

大崎市古川駅南2-9-46 0229-22-1694  

仙台家庭裁判所 

 石巻支部 

石巻市泉町4-4-28 0225-22-0363  

仙台家庭裁判所 

 登米支部 

登米市登米町寺池桜小路

105-3 

0220-52-2011  

仙台家庭裁判所 

 気仙沼支部 

気仙沼市河原田1-2-30 0226-22-6626  
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名  称 所 在 地 電話番号 備  考 

仙台簡易裁判所 

 

仙台市青葉区片平1-6-1 022-222-6111  

大河原簡易裁判所 

 

柴田郡大河原町字中川原9 0224-52-2101  

古川簡易裁判所 大崎市古川駅南2-9-46 0229-22-1601 

 

 

石巻簡易裁判所 石巻市泉町4-4-28 0225-22-0361 

 

 

登米簡易裁判所 

 

登米市登米町寺池桜小路

105-3 

0220-52-2011  

気仙沼簡易裁判所 

 

気仙沼市河原田1-2-30 0226-22-6659  

築館簡易裁判所 

 

栗原市築館薬師3-4-14 0228-22-3154  

 

 

法務局関係 

名  称 所 在 地 電話番号 備  考 

みんなの人権110番 

（全国共通人権相談ダイヤル） 

 ナビダイヤル 

0570-003-110 

 

女性の人権ホットライン  ナビダイヤル 

0570-070-810 

 

こどもの人権110番 

 

 フリーダイヤル 

0120-007-110 

 

仙台法務局 

 

仙台市青葉区春日町7-25 022-225-5611  

仙台法務局 

 塩竈支局 

塩竈市袖野田町3-20 022-362-2338  

仙台法務局 

 大河原支局 

柴田郡大河原町字錦町1-1 0224-52-6053  

仙台法務局 

 古川支局 

大崎市古川旭6-3-1 0229-22-0510  

仙台法務局 

 石巻支局 

石巻市恵み野6-5-6 0225-22-6188  

仙台法務局 

 登米支局 

登米市登米町寺池桜小路

70-2 

0220-52-2070  

仙台法務局 

 気仙沼支局 

気仙沼市河原田2-2-20 0226-22-6692  
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児童及び生徒の相談関係 

名  称 所 在 地 電話番号 備  考 

宮城県子ども総合センター 名取市美田園2-1-4 

022-784-3580 
月～金 8：30～17：15 

（祝日・年末年始を除く） 

022-784-3576 

子どもメンタルクリニック 

【新患予約】 

毎週火曜 

（祝日・年末年始を除く） 

13:00～16:30 

宮城県中央児童相談所 

 

名取市美田園2-1-4  022-784-3583     月～金  ８：３０～17:15

（祝日・年末年始を除く） 

宮城県北部児童相談所 

 

大崎市古川駅南2-4-3 0229-22-0030 月～金  ８：３０～17:15

（祝日・年末年始を除く） 

宮城県東部児童相談所 

 

石巻市あゆみ野5-7 

 

0225-95-1121 月～金  ８：３０～17:15

（祝日・年末年始を除く） 

宮城県東部児童相談所 

気仙沼支所 

気仙沼市東新城3-3-3 0226-21-1020 月～金  ８：３０～17:15

（祝日・年末年始を除く） 

仙台市児童相談所 仙台市青葉区東照宮1-18-

1 

022-219-5111 

022-718-2580 （ 相 談

専用） 

月～金 8:30～17:00 

（祝日，年末年始を除く） 

緊急時は夜間・休日も対応 

教育庁義務教育課 
仙台市青葉区本町三丁

目８番１号 

022-211-3646 

直通 
平日 

８：３０～１７：１５ 

大河原教育事務所 
柴田郡大河原町字南

129-1 

0224-53-3111 

内線570 

平日 

８：３０～１７：１５ 

仙台教育事務所 
仙台市青葉区堤通雨宮

町4-17 

022-275-9111 

内線2515 

平日 

８：３０～１７：１５ 

北部教育事務所 
大崎市古川旭四丁目1

番1号 

0229-87-3613 

直通 

平日 

８：３０～１７：１５ 

栗原相談窓口 栗原市築館藤木5-1 
0228-57-3690 

直通 

平日 

８：３０～１７：１５ 

東部教育事務所 
石巻市あゆみ野五丁目

7番地 

0225-95-7949 

直通 

平日 

８：３０～１７：１５ 

登米相談窓口 
登米市迫町佐沼字西佐

沼150−5 

0220-22-2784 

直通 

平日 

８：３０～１７：１５ 

気仙沼教育事務所 
気仙沼市赤岩杉ノ沢

47-6 

0226-24-2573 

直通 

平日 

８：３０～１７：１５ 

児童生徒の心のサポート

班（大河原教育事務所

内） 

柴田郡大河原町字南

129-1 

0224-86-3911 

直通 
月から金 

９：００～１７：００ 

児童生徒の心のサポート

班（東部教育事務所内） 

石巻市あゆみ野五丁目

7番地 

0225-98-3341 

直通 

月から木 

９：００～１７：００ 

不登校相談ダイヤル 名取市美田園2-1-4 ０２２－７８４－３５６７ 

月～金 9:00～16:00 

（祝日・休日・年末年始を

除く） 

子供の相談ダイヤル 名取市美田園2-1-4 

               

０２２－７８４－３５６８ 

月～金 9:00～16:00 

（祝日・休日・年末年始を

除く） 
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名  称 所 在 地 電話番号 備  考 

24時間子供のＳＯＳダイヤル  
フリーダイヤル      

０１２０－０－７８３１０ 

 

みやぎＳＮＳ相談  

 18:00～21:00 

（年中無休） 

 

心のケア相談 

名  称 所 在 地 電話番号 備  考 

宮城県精神保健福祉センター 大崎市古川旭 5-7-20 0229-23-0302 

（電話相談） 

月～金 9:00～12：00 

    13：00～17：00 

（祝日，年末年始を除く） 

0229-23-1603 

（来所相談）要予約 

月～金 8:30～17:00 

（祝日，年末年始を除く） 

仙台市 

精神保健福祉総合センター 

（はあとぽーと仙台） 

 

 

仙台市青葉区荒巻字三居沢

1-6 

 

 

 

022-265-2229 

（はあとライン） 

平日 10:00～12:00， 

13:00～16:00 

(祝日、年末年始を除く。金

曜の午前は精神科医が担

当します。) 

022-217-2279 

（ナイトライン） 

18:00～22:00 

（年中無休） 

022-265-2191 

（来所相談） 

電話予約要， 

仙台市民が対象 

みやぎ心のケアセンター （基幹センター） 

仙台市青葉区本町 2-18-2

１ 鹿島定禅寺仙台ビル３階 

022-263-6615   平日 9：00～17：00 

（祝日，年末年始を除く） 

下記以外の市町村 

（石巻地域センター） 

石巻市あゆみ野 5-7 

宮城県石巻合同庁舎５階 

0225-98-6625 平日 9：00～17：00 

（祝日，年末年始を除く） 

石巻市，東松島市，女川

町 

 

名  称 所 在 地 電話番号 備  考 

みやぎ心のケアセンター （気仙沼地域センター） 

気仙沼市東新城 3-3-3 

宮城県気仙沼保健福祉事務

所２階 

0226-23-7337 平日 9：00～17：00 

（祝日，年末年始を除く） 

気仙沼市，南三陸町 
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法律相談関係 

名  称 所 在 地 電話番号 備  考 

仙台弁護士会 

ＤＶ関連事件相談窓口 

仙台市青葉区一番町2-9-18 022-266-

3775 

【相談料】 

各弁護士事務所の報酬規定 

平日 10:00～17:00 

（多くは30分 5,000円＋税） 

仙台弁護士会 

法律相談センター 

仙台市青葉区一番町2-9-18 022-223-

2383 

有料：30分 5,000円＋税 

月～金 10:00～15:00 

土 9:30～12:00 

月・木 17:30～19:30 

古川法律相談センター 大崎市古川駅南3-15  

泉ビルＢ101 

0229-22-

4611 

有料：30分 5,000円＋税 

火・土 10:00～15:00 

気仙沼法律相談センター 

 

気仙沼市田中前1-6-1 0226-22-

8222 

有料：30分 5,000円＋税 

月・水・毎月第１土・第３土  

11:00～15:00 

登米法律相談センター 登米市登米町寺池桜小路89-

1 桜テラス川内201号室 

0220-52-

2348 

有料：30分 5,000円＋税 

水・金 10:00～15:00 

県南法律相談センター 

 

柴田郡大河原町字町91 0224-52-

5898 

有料：30分 5,000円＋税 

火・木 10:00～15:30 

石巻法律相談センター 石巻市穀町12-18  

駅前ビル4階 

0225-23-

5451 

有料：30分 5,000円＋税 

月～金 13:00～15:00 

日 10:00～15:00 

日本司法支援センター宮城地

方事務所 

（法テラス宮城） 

仙台市青葉区一番町3-6-1 

一番町平和ビル6階 

0570-

078369 

（IP電話をご利

用の方は，

050-3383-

5535） 

法律相談（DV被害の防止及び支

援に関して理解のある弁護士の

紹介） 

・資産が一定基準の方：無料 

・資産が一定基準を超える方：有

料 5,000円+税  

月～金 9：00～17：00 

宮城県 

母子・父子福祉センター 

仙台市宮城野区安養寺3-7-

3 

022-295-

0013 

ひとり親家庭等の相談 

母子父子家庭等弁護士相談 

毎月第３木曜（予約制） 

※仙台弁護士会による法律相談では，扶助制度により，無料になる場合があります。 
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民間等関係機関 

名  称 所 在 地 電話番号 備  考 

特定非営利活動法人 

ハーティ仙台 

仙台市青葉区一番町4-1-

3 

仙台市市民活動サポートセ

ンター 私書箱19号 

022-274-

1885 

（電話相談） 

ＤＶ・性暴力被害・離婚問題など女

性の様々な相談 

月～金 13:30～16:30 

（祝日・年末年始を除く） 

火 18:30～21:00 

特定非営利活動法人 

チャイルドラインみやぎ 

宮城県仙台市青葉区川平

1-16-5 

スカイハイツ102 

0120-99-

7777（１８歳以

下の子ども専

用） 

毎日 16：00～21：00 

（年末年始を除く） 

キャプネット・みやぎ 仙台市青葉区片平1-5-20 022-265-

8866 

（電話相談） 

虐待に関する相談（面前ＤＶ） 

月～土 10:00～13:00 

（祝日・年末年始を除く） 

特定非営利活動法人 

ワンファミリー仙台 

宮城県仙台市青葉区二日

町4-26  

リバティーハイツ二日町102 

022-398-

9854 

生活困窮等に関する相談・支援 

9：00～18：00 

一般社団法人 

社会的包摂サポートセンター 

（よりそいホットライン） 

 0120-279-

226 （岩手・宮

城・福島専用） 

0120-279-

338（上記以外

にお住まいの

方） 

ＤＶ・性暴力被害・10代20代の 

女の子の相談 

24時間受付 

公益社団法人 

みやぎ被害者支援センター 

 022-301-

7830 

火～金 10:00～16:00 

（祝日・年末年始を除く） 

性暴力被害相談支援センター

宮城 

 0120-556-

460 

24時間３６５日受け付け 

下記の時間以外は国のコールセン

ターへつながります。 

月～金 10:00～20:00 

土 10:00～16:00 

（祝日・年末年始を除く。土曜は 

男性相談員による男性相談も実施） 

特定非営利活動法人ウィメン

ズアイ 

  女性の様々な悩みに関する相談 

生理用品の提供 

特定非営利活動法人 キミノト

ナリ 

 050-3503-

7707 

予期せぬ妊娠に関する相談・支援 

【にんしんSOS】 

 火・木・土曜日  

 17:00～22:00 

女性のためのとまり木＆ 

リカバリー・トレーニングセンタ

ー しおり 

 022-211-

1825 

カウンセリング、居場所の提供 

月～金曜日 9:30～17:00 

認定NPO法人STORIA（スト

ーリア） 

 022-200-

6309 

子育て・教育・お金・仕事・離婚・支

援制度などひとり親の相談支援 
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名  称 所 在 地 電話番号 備  考 

認定特定非営利活動法人仙

台傾聴の会 

 ①【傾聴サロン】

（ 個 別対面相

談・要予約） 

090-6253-

5640 

② 【 傾聴 茶話

会】（予約なし） 

③【電話相談】 

月・水・金 

070-2025-

8947 

火・木・土 

080-3199-

4481 

悩みや不安に関する傾聴 

傾聴サロンの開催 

①仙台市第1土曜日 

 名取市第3日曜日 

 岩沼市第3水曜日 

 塩竈市第4日曜日 

 全会場10：00～15：00 

②毎月第2土曜日 

 13：30～15：00 

 仙台市市民活動サポートセンター

内 

 毎月第2木曜日 

 10：30～12：00 

 名取市増田公民館内 

③月・水・金曜日 

 10：00～16：00 

 火・木・土曜日 

 10：00～17：00 

 ※メール相談可 

パープルリボンまゆら   女性支援プログラム 

DV加害者教育プログラムの実施 

NPO法人ほっぷすてっぷ  080-3328-

3515 

シェアハウスの運営、居住支援 

生活相談、自立支援 

特定非営利活動法人  

mia forza（ミア・フォルツァ） 

  傷つきや生きづらさを抱えた女性向

けピアサポートグループとシェルタ

ーの運営、ひとり親世帯への食糧等

の提供、ひとり親世帯の子どもの学

習支援や居場所の提供、女性や子

どもの相談対応 
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就業支援関係 

名  称 所 在 地 電話番号 備  考 

宮城県母子・父子家庭等 

就業・自立支援センター 

仙台市宮城野区安養寺

3-7-3 宮城県母子・父

子福祉センター内 

022-295-0013 主にひとり親家庭等の就業相談 

火・土・祝日休館 

仙台市母子家庭相談支援セン

ター 

仙台市青葉区中央1-3-1 

アエル29階 

022-212-4322 母子家庭の母・寡婦・離婚を考えて

いる子育て中の女性を対象とした就

業・自立相談 

火 11：00～19：00 

水～土 9：00～17：00 

（祝休日・年末年始・休館日を除く） 

仙台市父子家庭相談支援セン

ター 

仙台市青葉区二日町6-6 

シャンボール青葉2階 

022-302-

3663 

月～金 18：00～20：00 

（祝休日，第4水曜日，年末年始を除く） 

ハローワーク仙台 仙台市宮城野区榴岡4-

2-3 

MTビル3･4･5F 

022-299-8811  

ハローワークプラザ青葉 仙台市青葉区中央2-11-

1 オルタス仙台ビル4F 

022-266-

8609 

マザーズハローワーク青葉 

022-266-8604 

ハローワークプラザ泉 仙台市泉区泉中央1-7-1 

地下鉄泉中央駅ビル4F 

022-771-1217  

ハローワーク大和 

 

黒川郡大和町吉岡南2-

3-15 

022-345-

2350 

 

ハローワーク石巻 石巻市泉町4-1-18 

 

0225-95-0158  

ハローワーク塩釜 

 

塩釜市港町1-4-1マリン

ゲート塩釜３階 

022-362-3361  

ハローワーク古川 大崎市古川中里6-7-10 

古川合同庁舎 

0229-22-

2305 

 

ハローワーク大河原 

 

柴田郡大河原町大谷字町

向126-4 オーガ１階 

0224-53-1042  

ハローワーク白石 

 

白石市字銚子ヶ森37-8 0224-25-3107  

ハローワーク築館 栗原市築館薬師2-2-1 

築館合同庁舎 

0228-22-2531  

ハローワーク迫 

 

登米市迫町佐沼字内町

42-10 

0220-22-

8609 

 

ハローワーク気仙沼 

 

気仙沼市古町3-3-8気仙

沼駅前プラザ2階 

0226-24-1716  

 

住宅の相談関係 

名  称 所 在 地 電話番号 備  考 

宮城県土木部住宅課 仙台市青葉区本町3-8-1 

行政庁舎9階 

022-211-3252  

宮城県住宅供給公社 

 

仙台市青葉区上杉1-1-20 022-224-0014  

※市町村営住宅については，各市町村の担当課にお問い合わせ下さい。 
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外国人に関する相談  

名  称 所 在 地 電話番号 備  考 

公益財団法人 

宮城県国際化協会 

仙台市青葉区堤雨宮町4-17 

県仙台合同庁舎7階 

022-275-3796 

022-275-9990 

（みやぎ外国人相談

センター） 

１３言語対応 

（中国語・韓国語・英語・ポルトガ

ル語・タガログ語・ベトナム語・ネ

パール語・インドネシア語 等） 

公益財団法人 

仙台観光国際協会 

 

仙台市青葉区青葉山無番地 

仙台国際センター会議棟1階 

022-224-1919 

(通訳サポート電

話) 

022-265-2471   

（仙台多文化共生セ

ンター） 

１８言語対応 

（日本語，英語，中国語，韓国語，

ベトナム語，ネパール語，タガログ

語，タイ語，ポルトガル語，スペイ

ン語，ロシア語，インドネシア語，

イタリア語，フランス語，ドイツ語，

マレー語，クメール語，ミャンマー

語，モンゴル語） 

多重債務等の消費生活相談 

名  称 所 在 地 電話番号 備  考 

宮城県消費生活センター 仙台市青葉区本町3-8-1行政庁舎

１階 

022-261-

5161 

 

平日 9:00～17:00 

土日 9:00～16:00 

（祝日・年末年始を除く） 

仙台市消費生活センター 仙台市青葉区一番町4-11-1 

141ビル（三越定禅寺通り館）5階 

022-268-

7867 

平日 9:00～17:00 

土曜 9:00～16:00 

（祝日・年末年始を除く） 

※仙台市内に在住，通勤・通

学の方が対象 
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各 種 支 援 制 度 

１ 母子父子寡婦福祉資金貸付金一覧表                                 

     令和５年４月１日現在 

資金 

種別 
貸付対象 貸 付 限 度 額 貸 付 期 間 据 置 期 間 償 還 期 間 

利 率 

(注１) 
備  考 

事業 

開始 

母子家庭の母 

父子家庭の父 

母子・父子福祉団体 

寡婦等 

３,２６0,000円 

 母子・父子福祉団体 

4,890,000円 

－ 
貸付の日から 

１年間 

据置期間経過後       

７年以内 

無利子 

又は 

年1.0% 

 

事業 

継続 
〃 

1,630,000円 

 

 

－ 
貸付の日から 

６か月間 

据置期間経過後       

７年以内 

無利子 

又は 

年1.0% 

 

修学 

ひとり親家庭の親が 

扶養する児童 

父母のない児童 

寡婦が扶養する子 

別表１のとおり 就学期間中 
卒業後 

６か月間 

据置期間経過後       

20年以内 
無利子 

専修学校(一般

課程）の場合は 

５年以内で償還 

技能 

習得 

母子家庭の母 

父子家庭の父 

寡婦等 

〔一般〕月額 68,000円 

〔特別〕一括 816,000円 

〔特別〕＊  460,000円 

技能習得期間

中 ５年以内 

技能習得後 

１年間 

据置期間経過後      

20年以内 

無利子 

又は 

年1.0% 

＊ 自動車運転

免許の習得に係

るもの 

修業 

ひとり親家庭の親が扶養

する児童 

父母のない児童 

寡婦が扶養する子 

一般 月額 68,000円 

特別 ＊  460,000円 

知識技能の習

得期間中 ５年

以内 

知識技能 

習得後  

１年間 

据置期間経過後       

20年以内 
無利子 

＊ 自動車運転

免許の習得に係

るもの 

就職 

支度 

母子家庭の母又は児童 

父子家庭の父又は児童 

父母のない児童 

寡婦 

一般 10５,000円 

＊ 特別 3４0,000円 
－ 

貸付の日から 

１年間 

据置期間経過後       

６年以内 

親に係る貸付：
無利子又は年

1.0% 
 

児童に係る 
貸付：無利子 

＊ 通勤のための

自動車購入が必

要であると認め

られる場合 

医療 

介護 

母子家庭の母又は児童 

父子家庭の父又は児童 

（児童は医療のみ） 

寡婦等 

医療・一般 340,000円 

医療・特別 480,000円 

介護 500,000円 

－ 

医療介護期間 

満了後 

６か月間 

据置期間経過後       

５年以内 

無利子 

又は 

年1.0% 

 

生活 

母子家庭の母 

父子家庭の父 

寡婦等 

知識・技能を習得している間

月額 141,000円 

医療又は介護を受けてい

る間、母子・父子家庭とな

って間もない（７年未満）

生活安定期間中（*1、*2）

、失業中 

月額 10８,000円（但し

生計中心者でない場合は

月額70,000円*3） 

家計が急変し児童扶養手

当受給相当まで所得が減

少 児童扶養手当に準拠

した額（全部支給） 

技能習得期間中

５年以内、医療又

は介護を受けて

いる期間１年以

内 

母子・父子家庭と

なってから７年未

満、 

離職した日から１

年以内、 

緊急生活安定貸

付期間（家計急

変）中原則３月以

内 

技能習得若しく

は医療・介護終

了後又は生活

安定貸付、失業

貸付若しくは緊

急生活安定期

間満了後 

６か月間 

技能習得 

20年以内 

医療、介護、失業 

５年以内 

生活安定 

８年以内 

家計急変 

１０年以内 

無利子 

又は 

年1.0% 

*1 生活安定貸付

期間中合計貸付上

限額 

2,592,000円 

*2 養育費取得に

係る裁判費用につ

いては、一括貸付

上限額 

1,296,000円 

*3 現に扶養する

子のない及び扶養

する子の生計を維

持していない寡婦

も同様 
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資金 

種別 
貸付対象 貸 付 限 度 額 貸 付 期 間 据 置 期 間 償 還 期 間 

利 率 

(注１) 
備  考 

住宅 

母子家庭の母 

父子家庭の父 

寡婦等 

1,500,000円 

* 特別  2,000,000円 
－ 

貸付の日から 

６か月間 

据置期間経過後 

６年以内 

特別 ７年以内 

無利子 

又は 

年1.0% 

* 災害等により住

宅が全壊した場合

で特に必要と認め

られる場合や老朽

等による増改築(移

転改築を含む)を行

う場合 

転宅 〃 260,000円 － 
貸付の日から 

６か月間 

据置期間経過後 

３年以内 

無利子 

又は 

年1.0% 

 

就学 

支度 

ひとり親家庭の親が 

扶養する児童 

父母のない児童 

寡婦等が扶養する子 

別表２のとおり － 
卒業後 

６か月間 

据置期間経過後 

20年以内 

修業 ５年以内 

無利子 

専修学校（一般

課程）及び修業

施設に係る場合

は５年以内で償

還 

結婚 

ひとり親家庭の親が扶養

する児童、寡婦等が扶養

する子 

3１0,000円 － 
貸付の日から 

６か月間 

据置期間経過後 

５年以内 

無利子 

又は 

年1.0% 

 

注１）修学、修業、就職支度(児童に係る貸付)及び就学支度資金を借りる場合は、お子さん(児童又は子)が連帯借受人となり、お子さん(児童又

は子)本人が借りる場合は、償還能力のある母又は父などの連帯保証人が必要です。事業開始、事業継続、技能習得、就職支度資金(親に係

る貸付)、医療介護、生活、住宅、転宅及び結婚資金については、連帯保証人を付す場合は無利子、連帯保証人を付さない場合は年利1.0％に

なります。 

注２）申請には申請書以外の書類(所得証明書、家計費内訳書等)が必要です。なお、貸付の可否は、実態調査や所定の審査を行った上で決定さ

れます。 

注３）申請から貸付までには一定の期間が必要となりますので、お早めに各事務所の担当班へ相談願います。 

注４）償還は、年賦、半年賦又は月賦償還の方法によるものとします。また、繰上償還も可能です。 

注５）児童を扶養している者が、同時に２０歳以上の子を扶養している場合、その２０歳以上の子も児童に含みます。 

注６）児童扶養手当法施行令第４条に定める計算方法に基づき算出した前年所得が682万円(年収目安900万円)を超える場合は修学資金の

限度額が異なります。 
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別表１  ［修学資金の貸付限度額］                                        (単位：月額・円)   

学校等種別   ＼    学年別 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 

高 等 学 校           

専修学校(高等課程)           

中等教育学校後期課程 

国公立 
自 宅 通 学 27,000 27,000 27,000   

自宅外通学 34,500 34,500 34,500   

私 立 
自 宅 通 学 45,000 45,000 45,000   

自宅外通学 52,500 52,500 52,500   

高等専門学校          

国公立 
自 宅 通 学 31,500 31,500 31,500 67,500 67,500 

自宅外通学 33,750 33,750 33,750 76,500 76,500 

私 立 
自 宅 通 学 48,000 48,000 48,000 98,500 98,500 

自宅外通学 52,500 52,500 52,500 115,000 115,000 

専門学校（専門課程） 

国公立 
自 宅 通 学 67,500 67,500    

自宅外通学 78,000 78,000    

私 立 
自 宅 通 学 89,000 89,000    

自宅外通学 126,500 126,500    

短 期 大 学          

国公立 
自 宅 通 学 67,500 67,500    

自宅外通学 96,500 96,500    

私 立 
自 宅 通 学 93,500 93,500    

自宅外通学 131,000 131,000    

大 学          

国公立 
自 宅 通 学 71,000 71,000 71,000 71,000  

自宅外通学 108,500 108,500 108,500 108,500  

私 立 
自 宅 通 学 108,500 108,500 108,500 108,500  

自宅外通学 146,000 146,000 146,000 146,000  

大  学  院 
修士課程 132,000 132,000    

博士課程 183,000 183,000 183,000   

専修学校(一般課程)  52,500 52,500    

 

 

 

別表２ ［就学支度資金の貸付限度額］                                         (単位：円)  

学 校 種 別          貸付金額 学 校 種 別          貸付金額 

小 学 校          64,300 大学  

短期大学  

高等専門学校  

専修学校  

(専門課程 ) 

自宅  
国公立  410,000 

中 学 校          81,000 私 立 580,000 

高 等 学 校 

専修学校 (一般・高等 ) 

※専修学校（一般）は  

国公立の金額 

自  宅  
国公立  150,000 

自宅外  
国公立 420,000 

私  立  410,000 私 立 590,000 

自宅外  
国公立  160,000 修業施設 

(中学卒業者) 

自  宅  150,000 

私  立  420,000 自宅外  160,000 

大学院  
国公立  ３８０,000 

私  立  590,000 

修業施設  

(高校卒業者 ) 

自  宅  272,000 

自宅外  282,000 
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２ 児童扶養手当 

支給要件 支給額 支給時

期 

父母が婚姻を解消した児童  

父又は母が死亡した児童  

父又は母が一定程度の障害の状態にある児童  

父又は母が生死不明の児童  

父又は母が1年以上遺棄している児童  

父又は母が裁判所からＤＶ保護命令を受けた児童  

父又は母が1年以上拘禁されている児童  

婚姻によらないで生まれた児童  

棄児などで父母がいるかいないかが明らかでない児童  

児童１人の場合  

全部支給       4４,1４0円（月額） 

一部支給  4４,1３0円～10,４１0円（月

額） 

 

児童２人以上の加算額  

２人目         

全部支給 10,４２０円（月額） 

一部支給 10,４１0円～5,２１0円（月額） 

 

３人目以降１人につき  

全部支給 6,250円（月額） 

一部支給 6,240円～3,１３0円（月額） 

 

1月 

3月 

5月 

7月 

9月 

11月 

※ 支給額に変更が生じる場合があります。 

 

３ その他の支援制度 

事業名 内容 

母子父子家庭等就業・自立支援センター 宮城県母子・父子福祉センターにおいて、就業相

談から就業支援講習会等の実施、就業情報の提供

等、一貫した就業支援サービスの提供を行う。 

母子父子家庭等電話相談事業 宮城県母子・父子福祉センターにおいて、毎週日

曜日に母子父子家庭が抱える悩み等の電話相談を

行う。 

母子父子家庭等特別相談事業 県保健福祉事務所及び宮城県母子・父子福祉セ

ンターにおいて、母子父子家庭等が抱える諸問題の

うち養育費や親権等専門的な解決を要すると思われ

る相談等について、弁護士による無料法律相談を行

う。 

ひとり親家庭自立支援給付金事業 ひとり親家庭の親の経済的な自立を支援するた

め、自立支援教育訓練給付金及び高等職業訓練促

進給付金の支給を行う。 

ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業  高等職業訓練促進給付金を活用して、資格取得

を目指すひとり親家庭の親に対し、職業訓練のため

の資金を貸付する。 

高等学校卒業程度認定試験合格支援事業 ひとり親家庭の親と児童に対し、高卒認定試験の

合格を目指す場合に講座の受講費用の一部を支給

する。 

ひとり親家庭支援員設置事業 県保健福祉事務所にひとり親家庭支援員を配置

し、ひとり親家庭等の相談に応じ、その自立に必要な

支援を行う。 
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事業名 内容 

母子自立支援プログラム策定事業  児童扶養手当受給者の自立促進のため、県保健

福祉事務所に自立支援プログラム策定員を配置し、

個々の状況や希望等に応じた自立支援プログラムを

策定する。 

生活保護受給者等就労自立促進事業 児童扶養手当受給者に対し、福祉事務所と公共

職業安定所が連携して就労支援を行う。 

母子・父子家庭医療費助成  母子・父子家庭の経済的負担を軽減するため、母

子・父子家庭などが受診した場合にかかる医療費の一部

負担金の一部を助成する。各種医療保険の対象となる

医療費の自己負担分のうち、通院の場合で１件１，０００

円、入院の場合で１件２，０００円を控除した額を助成す

る。 
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